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第1章　目的と構成

塞_ユ‡節　本論文の目的

本論文の目的は､オランダの初等教育における英語教育導入に伴う中等教育

との連携に関わる諸事象を一定の枠組みのもとに記述し､これを分析･考察す

ることを通して､他の国における類似の問題に対する示唆を探求することであ

る｡

この目的をより明確化するために､ 3点ほど補足をしておく必要がある｡

第一に､ ｢初等教育における英語教育導入｣とはどのような状態を意味して

いるのかという点である｡オランダでは､ 1986年以前は,初等教育における英

語教育は任意に行われていたが､ 1986年からは初等教育のカリキュラムにおし7

て英語は必修教科となり､全ての初等学校において､英語教育を行わなければ

ならなくなった｡本論文では､国家レベルでのカリキュラム改革が実施され､

初等教育における英語教育が義務化された年,すなわち1986年をもってオラン

ダの初等教育に英語教育が導入されたと捉えている｡したがって､例えば日本

のように｢総合的な学習の時間｣の中で国際理解教育の一環として英語活動を

行ってもよいとするカリキュラム上の位置づけでは､初等教育における英語教

育は未導入であると捉えている｡

第二に､ ｢連携｣という用語の暖昧性についてである｡広辞苑第五版(新札

1999)では､ ｢同じ目的を持つ者が互いに連絡をとり､協力し合って物事を行

うこと｣とある｡したがって､目的は何か､協力し合う主体は誰であるかによ

って｢連携｣という言葉が含む範囲が異なってくる｡初等教育と中等教育の｢連

携｣は,様々な目的が総合的に達成されて実現されるものであり､その過程に

は政策決定者から教員･学習者まで､様々な主体が関わっている｡そのため,

｢連携に関する諸事象｣には非常に多様な側面が含まれることになり､この多

様な側面を整理して記述するための一定の枠組みと使用される用語の概念定義

が必要になる｡これらの点については､第2章で詳しく言及する｡
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第三に､これは最も重要な点であるが､ ｢他の国における類似の問題は､オ

ランダにおける問題とどの程度同じであるか｣ ､ひいては, ｢ある特定の国の

事例が社会的､文化的,教育的背景を異にする国-の示唆を与える可能性があ

るか｣という点である｡問題の共有性という点に関しては,厳密に言えば,異

なるコンテクストで生起した問題が完全に共有されるということはあり得ない｡

しかしながら,次のような事実は本論文のテーマが超国家レベルでの議論に耐

え得るだけの共有性をもっていることを示している｡

初等教育-の英語教育導入に伴う中等教育との連携に関しては, 1990年代,

Council of Europe (ヨーロッパ協議会)の"Language Learning for European

Citizenship"というプロジェクトの中で取り上げられており､ヨーロッパ各国か

ら集まった英語教育関係者によって議論が交わされた｡その内容は､ Workshop

8A (Kuperberg, 1992)及び8B (Gritsch, 1995)に報告書としてまとめられてい

るl｡この報告書の中で指摘された事柄は､オランダにおける研究(Edelenbos,

1993)によって検証され､その結果､連携問題の中心となる5つの普遍的な課

題が抽出された(Edelenbos, 1997:66-67)

(1)初等学校教員と中等学校教員の意思伝達の不足

(2)各学習段階での目標のつながりの悪さ

(3)初等学校と中等学校の外国語教育に対するアプローチの違いと教育内容の非連続性

(4)初等学校での学習結果を軽視する傾向

(5)初等学校現職教員の再教育と教員養成の欠陥

これらの課題は国を超えて共有できるとされていることから,このような課題

を加味した事例研究は異なる国における類似の問題-の示唆を与えると考える｡

しかしながら､連携に関する問題の様相や改善のための個々の具体的な方策の

有効性は､各国の外国語教育事情によって異なる場合があるため,オランダの

事例を他の国が無条件に模倣すべき(できる)と主張するつもりはない｡各国

は外国語教育を取り巻く状況にあわせて､主体的に意思決定を行うことが求め

1 workshop 8Bでは､多くの中等学校教員が全く最初から教えている理由として､ l)初等･中等学校教員のコン

タクトが少ないこと, 2)中等学校側に初等学校の目標についての情報が欠落していること, 3)異なる教授形態やア

プローチをとっていること,4)初等･中等学校教員の緊張した(strained)関係が指摘された(Edelenbos, 1997:66)｡
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られる｡オランダの事例はその際の有用な叩き台となるというのが本論文の立

場である｡そもそも､現実社会をみれば､教育の分野に限らず何らかの改革を

国レベルで行おうとするとき,他の国の事例を研究することは特に珍しいこと

ではない｡これは､同じ営み(例えば初等教育と中等教育において英語を教え

ているという営み)を行っている以上､その営みの中で生起する事象は必ず共

有部分を含んでいると考えられているからである｡そして,問題となる特定の

事象に対して考えられる対応の仕方は､いくつかの大きな選択肢に絞られるこ

とを我々は経験的に知っている｡したがって､ ｢ある特定の国の事例が背景を

異にする国-の示唆を与える可能性があるか｣という問いに対しては､その可

能性はあると言えるのではないであろうか｡

本論文はこのような立場に立った上で､実際に初等･中等教育における英語

教育の連携が社会問題化し,関係者の注目を集めたオランダの事例を扱うこと

とした｡

オランダはヨーロッパ統合に伴って､ EU社会の識字教育､ひいては地球社会

の識字教育という目的を前面に出して英語教育を行っている｡オランダは言語

的､文化的､社会的に外国語(特に英語)学習に関しては多くの利点をもって

おり､伝統的に外国語には強い国民とされてきた｡このため､オランダにおけ

る外国語教育は何の問題もなく成功しているように見受けられがちであるが､

以下の引用が示すように､関係者の間では意外に悲観的な見方が多いことに驚

かされる｡

A major contribution to improving the output can be made by removing a

number of problems of connection, between the various levels in the Dutch

educational system. It is a well-known fact that these problems are

considerable in the case of English in primary schools and the first form of

secondary education, for the first and second phases of secondary education

and for the various types of vocational education.

､(オランダの外国語教育を改善するには数々の連携問題を解決しなけれ

ばならない｡初等教育と中等教育第1学年の間にこの間題が存在するの

はよく知られる事実である｡ )

(vanEls, 1990:96,部分訳及び強調は筆者による)
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As in the most educational systems the foreign language teachers in the

Netherlands act as a badly coordinated relay team where the students are the

batons which they pass on to each other, often without knowing where to take

them exactly.... For example, the introduction of English as a subject in the

primary school was apparently expected to remain without effect, because

neither the curriculum, nor the number of hours, nor the required

attainment level for English in secondary education was changed.

(オランダの外国語教員はまとまりの悪いリレーチ∵ムである｡例えば初

等学校の英語教育の導入は明らかに効果がないと予想された｡なぜなら

(初等学校に英語教育が導入された年に)中等教育のカリキュラムも,

時間数も､到達レベルも何も変わらなかったからである｡ )

(deJong, 1995:196,部分訳,強調及び括弧内の補足は筆者による)

Over the last decades Dutch society has increased its demand for foreign

languages, while on the other hand certain deficiencies in the educational

system in teaching foreign language have been detected. This has led to the

implementation of a national plan of action to further improve the level of

command of foreign languages. Optimising English in primary school is part

of this plan. It especially aims to improve the continuity between primary

education and secondary education and to improve the training of primary

school teachers.

(初等学校の英語教育導入は,オランダの外国語力を向上させるための国

家的計画の一部である.特に初等教育と中等教育の連携及び初等学校教

員の養成･研修を改善しなければならない｡ )

(Edelenbos & Suhre, 1996:47,部分訳及び強調は筆者による)

このように､特に初等･中等教育の連携問題は,オランダにおける外国語教

育改善のための最も大きな課題の1つである｡オランダでは､ 1968年から初等

教育-の外国語教育導入をめぐる議論が交わされ始め､ 1970年代から徐ふに加

速したコミュニケーション重視の英語教育(communicative Language Teaching)

の波に乗って､ 1986年に初等教育の英語教育が必修化された｡以来,今日まで

中等教育との連携問題は長期間に渡って批判の的となり､改善のための取り組

みが続いている｡外国語教育先進国と称されるオランダにおいて､なぜこの問

題が顕在化し､長期化したのであろうか｡そこにはどのような試行錯誤の過程
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があったのであろうか｡このことについての洞察を得ることは､他の国におけ

る類似の問題に対して,より適切に対処するために有益であると思われる｡

第2節　本論文の意義

本論文の意義は大きく分けて次の4つがある｡

第一は､オランダや日本を含めた多くの国々の英語教育界における現実的な

要請に応えるという社会的意義である｡ 21世紀を迎え､地球規模での人の往来

が激しくなる中,以前にも増して外国語(特に国際語としての英語)の重要性

が叫ばれている｡世界の多くの国においては､時代に対応した充分なコミュニ

ケーション能力を備えた人材を育成するために,初等教育段階から英語教育が

導入されており,これは世界的な潮流となって拡大している｡この流れを反映

して､近年､特に初等教育における英語教育の目標､内容,方法及び教員養成

等に関する調査･研究が盛んに行われているが､中等教育との連携という視点

を中心に据えた研究は少なかったと言える｡しかしながら､初等教育で英語を

学習した児童はほとんどの場合,中等教育でも英語学習を続けることになると

いう事実を考えると,初等教育からの英語教育が充分な意味をもつために､中

等教育の英語教育とどのように連携を図っていくのかという点についての議論

が重要である｡

Blondinetal. (1998:28-29)によれば､これまでに初等教育における英語教育が

導入されたヨーロッパの多くの国においても､初等教育における英語教育を中

等教育との関連で論じた研究は少なく､あるとしてもそのほとんどは､初等教

育において英語教育を受けた生徒の英語運用能力が受けていない生徒と比べて

どの程度勝っているか､あるいは､その影響がどの程度続くかという点に焦点

をあてた研究であった｡それらの研究は､初等教育において英語教育を受けた

生徒が勝っている場合でも､その影響は中等教育において比較的早く消えてし

まうという結果を報告しており､その原因の一部は､初等･中等教育における

連携に何らかの問題があるためではないかと考えられている｡かくして､第1

節で述べた連携問題の中心となる5つの普遍的な課題が提示されたのであるが,

そのような課題を解決するための方策を対象とした研究はこれまで皆無であっ
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た｡しかし､特に初等学校での英語教育を導入している(あるいは導入を予定

している)国の行政担当者にとっては､中等教育との連携問題が起こることを

避けるための､または､起こった連携問題に対応するための方策に関する､事

実に基づいた情報が必要である｡本論文は､このような情報を提供できるとい

う点において意義があると言える｡

第二は､日本の英語教育学における地域研究の方法論的側面からの学問的意

義である｡日本の英語教育学におけるこれまでの地域研究は､その多くが外国

の英語教育事情を網羅的に紹介するだけのものであるか､あるいは､教材や教

員養成など､英語教育のある特定の対象に注目して記述されたものが多かった｡

前者のタイプが抱える問題点は､白書的な報告記事としての性格が強められる

ことによって､個々の記述が断片化しがちであるという点にあった｡一方､後

者のタイプが抱える問題点は､記述の焦点を特定の対象(例えば教科書)に絞

ることによって､それを取り巻く背景やその他の対象-の影響が軽視されがち

であるという点であった.結果として､ある特定の対象のみを取り出して一国

の英語教育が評価されるということも起こり得たのである｡

このような問題点をふまえて､本論文では､ ｢初等･中等教育における連携｣

というテーマを中心として一国の英語教育を描くというアプローチを試みてい

る｡その特徴は､これまでのような英語教育事情に関する一般的な記述を含む

が､同時に,それらtの記述が連携というテーマによって束ねられることによっ

て,個々の記述がより重要な役割を与えられる点にある｡また､テーマを中心

に置くことによって,記述された内容の意味を全体として理解し､テーマに照

らして評価するという特徴を有している｡

第三は,日本の英語教育研究において軽視されてきた研究領域の開拓という

側面からの学問的意義である｡和田(1997‥51)によれば､国家的作業としての

言語教育プログラムの定着過程の研究(日本にあてはめた場合は｢学習指導要

領｣の定着過程の研究)は日本の英語教育研究においては最も遅れている分野

である｡本論文の主要なテーマは｢連携｣であるが､ここには政策決定者から

学習者に至るまでの意思決定者の｢連携｣という側面も含まれている0 (これ

を本論文では｢結束性｣という用語に置き換えている｡用語については第2章

で詳述する｡ )そして第4章では､連携改善のための方策をJohnson(1989)の
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提示した｢カリキュラム開発の段階｣ (同じく第2章で詳述する)の枠組みを

援用して記述し､段階間の｢結束性｣という視点を含めて考察することによっ

て,この分野における研究との関連を意識している｡

第四は､第三の点とも関連するが,連携の捉え方に関して新たにマクロな視

点を提供しているという側面からの学問的意義である｡これまでは,初等･中

等教育の連携がテーマになる場合､初等学校と中等学校における学校レベルの

カリキュラムと教授･学習行為を対象としたミクロな研究に集中しがちであっ

た｡このことはつまり,連携に関する問題は学校レベルの問題であると捉えら

れがちであったことを示している｡しかし,本論文においては､政策決定者か

ら学習者に至るまでの意思決定者を含めたマクロな視点から英語教育を捉える

ことによって､連携をテーマとした研究に新たな視点を提供している｡実際､

オランダにおいても､初等･中等教育の連携を学校レベルを超えたマクロな視

点から捉えた研究はこれまでに存在しなかった｡この意味では､同国における

初等･中等教育の連携をテーマとした研究に､ 1つの進展をもたらしたと言うこ

とができる｡

以上をまとめると､本論文の意義は, ①英語教育界の現実的な要請から導か

れるテーマを中心としていること､ ②日本の英語教育学における地域研究の新

しいスタイルを開拓していること､ ③日本の英語教育研究において軽視されて

きた分野の発展に貢献していること, ④連携をマクロな視点から捉えるという

新たな視点を提供していることにある｡

第3節　本論文の構成

本章第1節で設定した目的を達成するために､次のように論文を構成した｡

本章｢目的と構成｣に続いて､第2章｢記述の枠組み設定及び連携に関わる用

語の概念定義｣においては､本論文の構成の土台として用いる､カリキュラム

開発に関するJohnson (1989)の枠組みを提示し､ Richards (1982)やDericott

(1985)などを参考にしながら､本論文で使用する連携に関する用語の概念を定

義する｡第3章｢オランダの初等教育における英語教育導入の歴史的展開｣で

は､オランダの初等教育において英語教育が必修化されるまでの1968年から
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1986年を歴史的､に概観し､連携問題が生起するまでの伏線について記述･考察

する｡第4章｢オランダにおける連携改善のための方策｣では,第2章で提示

したJohnson(1989)の枠組みに沿った節を設け､連携改善のための方策につい

て段階的な記述を行う｡第5章｢初等･中等学校における連携の実態｣では,

初等･中等学校教員及び中等学校第1学年の生徒を対象とした質問紙調査を通

して,教育現場における連携の実態を明らかにする｡第6章｢結論｣では､前

章までの内容を総括し､本論文から導かれる示唆を述べる｡
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第2章

記述の枠組み設定

及び連携に関わる用語の概念定義

初等･中等学校で行われる英語の授業は､それ自体が孤立して行われるもの

ではなく,それを取り巻く様々な意思決定者の意図が具現化された形である｡

教室場面では,教員､生徒､教材が有機的に関わって学習の機会を創造してい

るが､通常の場合､そこには政策策定､シラバス開発､教員養成,教材開発な

どに携わる者の意図が含まれている｡英語の授業をこのように捉えた場合､学

校レベルを超えた広い枠組みが提供されていなければ､初等･中等教育におけ

る連携を正しく捉えることができないことになる｡

実際､オランダの初等･中等教育における英語教育の連携問題の諸相とその

改善のための方策は極めて多岐に渡っており,これらを整理して記述するため

の有用な枠組みが必要である｡そこで本論文では､国家的作業としての言語教

育プログラムの定着過程に関連する主体が網羅できるような枠組みを求めるこ

とにした｡そのような枠組みに言及したものとして､ Olshtain(1985)やJohnson

(1989)がある　Olshtain(1985)については､和田(1997)が次のようにまとめて

いる｡

Olshtain(1985)は言語教育プログラムが国家的作業として策定･定着する

システムを｢政策決定体制｣ (policymakinghierarchy)と呼んでいる｡こ

のシステムでは､言語教育プログラムの一般的方針が国家レベルで策定さ

れ法律化されると､その一般方針で示された目標や理念の実行に向けて国

全体の取り組みが行われる｡まず国家レベルで｢意思決定｣ (decision

making)が行われる｡このような決定を行うには､国家の教育理念､様々

な利益団体(interest group)らの要請､国家のニーズに関する調査研究な

どが作用する.次のレベルでは,一般的目標や理念が具体化される.この
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段階では､シラバス作成委員会(syllabuscommittee)が組織されて､国レ

ベルの目標や理念の具体化が行われる｡シラバスが策定されると,教材作

成委員会(material construction team or committee) ､教師研修委員会(teacher

training committee) ､試験委員会(examination committee) ､評価委員会

(evaluation committee)が作られて､さらに具体的な目標や理念を実行す

る方策が検討･決定される｡そしてその最後の段階に､教室(classroom)

レベルがある(p.66)

Olshtain (1985)は,国家的作業としての言語教育プログラムの定着過程をい

くつかのレベルに分け､段階的に描写しているが､この枠組みでは各段階にお

ける意思決定者と産出物が必ずしも明確にされていない｡この点について明確

な位置づけをしているのが, Johnson(1989)の｢カリキュラム開発の段階｣につ

いての枠組み(表1)である｡ここでは｢カリキュラム｣という用語は表中の開

発段階すべてを包括する概念として最も広義に捉えられている｡

【表1.カリキュラム開発の段階､意思決定者､産出物】

(Johnson,1989‥3 の Table 1を声

開発段階 意思決定者 産出物

(D evelopm entalstages) (D ecision-m aking roles) (Products)
段階 1 政策決定者 政策文書

カリキュラムの計画

(curriculum planning)

(policy m akers) (policy docum ent)

段階 2 ニーズ分析者

シラバス目標と方法の特定化 (needsanalyst)

(specification:endsand m eans) 方法論者

(m ethodologists)

(syllabus)

■段階 3 教材執筆者 教材
プログラムの実施

(program m e im plem entation)

(m aterialw riters) (teaching m aterials)
教員養成担当者 教員養成プログラム

(teachertrainers) (teacher-training

program m e)
段階 4 教員 教授行為
教室における実践

(classroom im plem entation)

(teacher) (teaching acts)
学習者 学習行為

(learner) (learning acts)

この枠組みでは､ Olshtain (1985)では言及のあった評価(evaluation)に関わ

る内容が含まれていないが､評価の側面が無視されているわけでは決してない｡
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この枠組みでは､評価の側面は1つの独立した段階というよりは､むしろ各段

階における意思決定の過程と結果に関わるもの(Johnson, 1989:20)と捉えられ

ているため､ここには含まれていないのである｡評価がすべての段階に関わる

という位置づけを与えられ､各段階の産出物の調和を図る役割が与えられてい

ることによって､評価の役割はむしろ強調されていると言える｡このような捉

え方は,本論文において言及する具体的な産出物の内容を相互の関係性の下に

記述し､評価する際の考え方と同じであると言える｡したがって,本論文では､

Johnson(1989)の枠組みを記述の枠組みとして用いることとした｡以下､各段階

の役割について若干の説明を加えておく｡

段階1 : ｢カリキュラムの計画｣ (curriculumplanning)

この段階の果たす役割はカリキュラム開発の方向性を示すことであり､政策

決定者によって政策文書が産出される｡誰が政策決定者の役割を果たすかは文

脈によって異なる｡例えば､家庭教師を雇った学習者であれば､学習者本人が

政策決定者となり､民間の語学学校であれば経営者が政策決定者となる｡しか

し､本論文において政策決定と言うとき,それは国家レベルの政策を指す｡こ

れはしばしば社会的･政治的圧力によって決定される(Johnson,1989‥3) ｡政策

文書に記述される内容はユートピア的なものになりやすい｡なぜなら､政策が

改革のための指向性を高める役割をもつ以上､確実にできることを記載するだ

けでは,その役割を充分に果たせないからである(Johnson,1989‥4) ｡また､政

策文書の内容は特定の考え方を排除しないようにすべての考えを取り入れよう

とするため､一般的･抽象的なものになりやすい(Dubin&Olshtain, 1986‥44) 0

段階2 : ｢目標と方法の特定化｣ (specification: endsandmeans)

政策文書はどんなに詳細に書かれていても､カリキュラム開発の方向性を示

すに過ぎない｡この段階の果たす役割は政策を作業的に(operationally)定義し､

政策を実行するためのマスタープランを作成することであり,ニーズ分析者や

方法論者によってシラバスが産出される｡目標の特定化においては､到達すべ

きレベルの特徴を綿密に書き出すことが求められ､方法の特定化においてはそ

のレベルに到達するための手段を規定することが求められる(Johnson, 1989:4)｡
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段階3 : ｢プログラムの実施｣ (programmeimplementation)

この段階の果たす役割は､マスタープランを具体化し,教育実践-の橋渡し

をすることであり､教材執筆者によって教材(教科書)が産出され､教員養成

担当者によって教員養成プログラムが産出される｡段階2で設定された目標や

方法と調和のある形で､教授･学習のリソース(教材や教員)を開発すること

が求められる｡

段階4 : ｢教室における実践｣ (classroomimplemeれtation)

この段階では､教員と学習者によって教授･学習行為が産出される｡この段

階はカリキュラム開発の最後の段階であり,最も重要な段階である｡なぜなら

究極的には学習者の学習行為(とその学習結果)がカリキュラム全体の成果を

決定するからである｡教員と学習者には,段階3で開発されたリソースを活用

して､よりよい学習の機会を創造することが求められる｡

Johnson(1989)は､上記の4段階における各産出物と意思決定者の役割との関

係から､専門家中心モデルと学習者中心モデルを提示している(表2) 0

【表2･専門家中心または学習者中心のカリキュラムにおける意思決定】

(Jo hn son , 19 8 9 ‥13 の T ab le 2 を 邦 訳

意思決 定者

カ リキュラム開発の段階

■政策 シラバス プログラム 教室

目標 方法 教材 教員養成 教授行為 学習行為

政策決定者 /
ニーズ分析者 /
方法論者 /
教材執筆者 /
教員養成担当者

教員 /
学習者 ＼＼＼＼＼ ＼

専門家中心E23　学習者中心E∃
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専門家中心モデルでは,各段階における意思決定は専門家のみの考えによっ

てなされ,上意下達される｡表中の斜線はどの意思決定者がどの産出物につい

ての意思決定を行うかを表現しており､例えば､専門家中心モデルの場合､政

策に関する意思決定は政策決定者のみの考えによってなされ,教材や教員養成

に関する意思決定は教科書執筆者や教員養成担当者のみの考えによってなされ

る｡一方､･学習者中心モデルでは,各段階における意思決定すべてを英語教育

の享受者である学習者自らが行う｡この場合､政策から学習行為まであらゆる

段階におけるあらゆる意思決定が学習者のみの考えによってなされる｡しかし､

これら2つのモデルは理念モデルであり､現実にはあり得ないものである｡

Johnson(1989:13-14)によると､専門家中心モデルの長所は､様々な意思決定

における責任の所在が明確に定義されること,それらの意思決定が専門家から

専門家-受け渡される過程においてそれぞれの内容が明確にされることであり､

短所は､情報の流れが上位段階から下位段階-の一方向のみであるため､上位

段階における誤った思い込みが修正される機会がないことである｡このモデル

では,例えば,政策決定者は政策の実施･定着過程におけるあらゆる制約を完

全に把握し,かつ､それらすべてを考慮に入れた上で政策策定を行わなければ

ならないという極めて困難な立場に置かれることになる｡一方､学習者中心モ

デルの長所は､各産出物間の相互作用が最大限に強まること,ニーズの変化や

制約に臨機応変に対応できることであり､短所は､カリキュラムが明示的にな

らず,それが学習者自らにしか説明できないものになることである｡

そして, Johnson(1989)は､これら2つのモデルを統合し､それぞれの長所を

活かしたものが有効であるとしている(表3) ｡
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【表3.統合型カリキュラムにおける意思決定】

(Johnson, 1989:15のTable3を邦訳)

意思決定者

カ リキュラム開発の段階

政策 シラバス プログラム ■ 教室

目標 方法 教材 教員養成 教授行為 学習行為

政策決定者

ニーズ分析者＼/
方法論者 ＼＼
教材執筆者＼＼＼/
教員養成担当者 ＼＼ /
教員 ＼＼＼ /
学習者 ＼＼＼ ＼ ＼

産出物に対するインプット 意思決定の過程に対するインプット

表中の右上がりの斜線は｢産出物に対するインプット｣であり､言い換えれ

ば,産出物に対する最終的な意思決定のことである｡右下がりの斜線は｢意思

決定の過程に対するインプット｣であり､言い換えれば､ある意思決定者が最

終的な意思決定を下すまでの過程において与えられる情報のことである｡した

がって､この場合,例えば教材の産出にあたっては､教材執筆者は政策とシラ

バスに矛盾しない形で意思決定を行うことが求められるとともに､その過程に

おいては､教員養成担当者､教員､学習者からの様々なインプット(例えば､

教材の使用にあたっての制約などに関する情報)を確保することが求められる｡

そして､産出物(この場合はすなわち教材)に関わる意思決定については教材

執筆者が責任を負うことになる｡

このように､統合型モデルにおいては､各段階は階層的な関係にあり､上位

段階における産出物が下瞳段階における産出物に強い影響を与える｡しかし､

常に上位段階から下位段階-の一方向的な流れのみが存在するのではない｡先

の教材執筆者の例と同じように､政策決定者は社会の要請と各段階における現

状を考慮した上で､よりコミットメントが得られそうな政策を提案するであろ

う｡モデルとなるシラバスは研究校における実践を通して開発されるかもしれ

ない｡つまり､各産出物に対する責任は専門家が負う一方で､専門家の意思決
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定の過程においては他の意思決定者からの形成的な評価､継続的なインプット

が存在し,この過程を通して｢結束性｣ (coherence)のあるカリキュラム全体

が形作られていくと捉えられる｡ここで｢形成的｣ ､ ｢継続的｣ ･という言葉を

用いたのは､下位段階からの評価やインプットによって上位段階の意思決定が

適宜修正されることを念頭においているためである｡また､ここで言う｢結束

性｣は､各産出物(政策文書､シラバス､教材､教員養成プログラム､教授行

為､学習行為)が相互に矛盾することなく存在することによって実現される｡

しかし､実際には｢結束性｣の実現までに様々な制約がはたらくことが常で

あるJohnson(1989:15T18)では､このような制約をカリキュラムの外部から生

じるものとカリキュラムの内部から生じるものとに分けて言及している｡

カリキュラムの外部から生じる制約の最たるものとしては､時間とコストが

挙げられている｡また,カリキュラム開発とその定着過程のシステムの外にあ

る機関･団体によって設けられた基準やテストが｢隠れたカリキュラム(hidden

curriculum) ｣を形成し､システム全体に影響を与えることがあると指摘してい

る｡さらには､学校の管理職や保護者のもつ価値観や､世論などが制約となる

可能性についても言及している｡

カリキュラムの内部から生じる制約としては､主にカリキュラム開発の各段

階における意思決定者の知識､スキル,態度が挙げられている｡例えば､学習

者の特徴(言語能力､動機づけ､学習経験､認知スタイル,好みの学習ストラ

テジーなどを含む)は教員､教材執筆者､シラバス開発者にとっての制約とな

るであろう｡同様に､教員の特徴(言語能力､資格､職務経験､好みの教授ス

タイルなどを含む)は教材執筆者やシラバス開発者にとっての制約となる｡こ

のような制約のすべてを計画の段階において計算にいれておくことは理想的で

はあるが､実際には極めて困難である｡したがって,カリキュラム開発の各段

階における意思決定と産出物については､適宜修正を行うことによって｢結束

性｣を高めていくことが現実的であると言える｡

しかし､場合によってはこれらの制約が大きいことによって｢結束性｣が著

しく失われる場合もある｡ ｢結束性｣が失われれば失われるほど,各産出物は

お互いに拠り所を失い､結果として, Richards (1982)の定義する意味での｢一

貫性｣ (consistency) ､すなわち､初等教育または中等教育におけるカリキュラ
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ムの共通性が失われる｡現実的には考えにくいが､ト貫性｣が全く無い場合

を想定すると､異なるクラス(あるいは異なる学校)に所属する児童･生徒に

は完全に異なるカリキュラムが与えられることになる(ananarchiccurriculum)

逆に,完全にト貫性｣がある場合を想定すると､全ての児童･生徒には完全

に同じカリキュラムが与えられることになる｡現実にはこの両極端の連続体の

中に｢一貫性｣の程度が位置づけられる(Richards, 1982:48) 0

ト貫性｣という概念は初等･中等教育の連携に直接的に関係する｡中等学

校は多くの場合､複数の初等学校からの学習者を受け入れるため､各初等学校

の英語教育にトー貫性｣がなければないほど､中等学校が同時に複数の初等学

校と目標､内容,方法等に関する合意を形成し､ ｢連続性｣ (continuity)をも

たせることがそれだけ難しくなる｡さらにDericott(1985)やMarshall(1988)は､

｢連続性｣と｢連絡｣ (liaison)を区別している｡ ｢連絡｣という概念は直接的

にはカリキュラムに関係しないために､例えば初等･中等学校の教員間による

会合や文書の受け渡しといった情報交換活動によって比較的容易に達成するこ

とができる｡もっとも､ ｢連絡｣があることそれ自体は必ずしもカリキュラム

に｢連続性｣があることを保証しないが､情報の共有なくして｢連続性｣を実

現することは不可能であるため､この側面は重要である.一方､ ｢連続性｣と

いう概念はこれよりもはるかに要求度の高いものである｡初等･中等教育の関

係者が共同で合意に基づく計画を立てることが必要になるため､両者の間でこ

のような専門的活動に際して用いられる用語や能力が共有されていなければな

らないからである(Dericott, 1985:16)　以上をまとめると､連携に関わる用語

の概念は表4のように定義される｡

【表4.連携に関わる用語の概念定義】
用語 定義

結 束性 カ リキュ ラム開発 の各段 階 (表 l) に

(coherence) お け る産 出物 に相互矛盾 が ない こと

一貫性 初等 教育 ま たは 中等 教育 にお け る教 育

(consistency) 目標 ､ 内容 ､ 方法 な どに関す る共通性

連続 性 初等 ●中等薮 育間 にお け る教育 目標 ､

(continuity) 内容 ､ 方法 な どに 関す る合意 ､ 計 画

連絡

(liaison)

初等 ●中等教 育間 にお け る情報 交換
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第3章

オランダの初等教育における

英語教育導入の歴史的展開

簡　準備期(1968年二!塾生L

オランダにおける初等教育-の英語教育導入に関する議論は1968年ごろから

始まり､ 1986年に英語が必修化されるまで, 18年近くの準備期間があった｡当

初から､初等教育に外国語教育を導入すること自体には反対は少なかったが､

英語を初等教育に導入することによって､英語がドイツ語やフランス語よりも

高い地位に置かれることに対しては､かなりの反発があった｡これは､オラン

ダにおける外国語教育の歴史上､長年フランス語が第一外国語の地位を占めて

いたためである｡実際､ 20世紀初頭における外国語の重要度は､フランス語､

ドイツ語､英語の順であった(Kaaks,1990:7)　しかし現在､英語が｢世界語｣

(worldlanguage)であり､実用性が高いことや､英語がすでに中等教育の第一

外国語であり､初等教育と関連をもたせた方がよいこと､さらには､英語は近

隣諸国でも第一外国語として教えられているといった理由が広く受け入れられ

た結果､英語を初等教育の必修科目にすることが決定した｡また､英語が初等

学校教員の出身校である上級普通中等教育(HAVO) (付録1参照)の必修科

目であることも英語の選択にプラスに働いた(小林1995:88) ｡

Carpay (1993)やEdelenbos & Suhre (1996)によれば､準備期は1968年から

1978年までのユトレヒト(utrecht)大学の研究グループによる開発研究期と､

1978　年から1986年までのカリキュラム開発機関(Specialisten in

Leerplanontwikkeling,以下SLOと略記する)による開発研究期に大きく分ける

ことができる｡
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第1項　ユトレヒト大学における準備期(1968年1978年)

ユトレヒト大学のEIBO (EngelsinhetBasisonderwijsの略語であり､ ｢初等教

育における英語｣の意)プロジェクトにおいては､少なくとも次の2つの重要

な問いが立てられていた(Edelenbos & Suhre, 1996:49)

(l)初等学校上級学年の児童は､英語学習-の動機づけを高め､意味のある形で英語を

学ぶことができるのか｡もしそうであるならば､どのようなコンディションの下で

可能なのか｡

(2)英語学習の開始年齢を早めることによって,より多くの生徒が中等教育において適

当(reasonable)な英語力を身に付けることができるのか｡

第一の問いに関しては､教育心理学者のカルペイ(carpay)教授を中心に､

各国の事情を調べ,外国語教育の適齢期の研究をし､小規模な実験クラスを実

施した結果､初等教育の英語教育は適切に訓練された教員とよい教科書が供給

されるならば意味ある形で実行できるとする一般的な結論に至った(Edelenbos

&Suhre,1996:49;松香1997:82)　しかし､第二の問い､すなわち初等教育-の

英語教育導入が10歳から16歳の児童･生徒の学習過程全体に及ぼす長期的な

効果については､充分に明らかにすることができなかった(Edelenbos & Suhre,

1996:49)　そのため､その後も中等教育との連携のあり方についての見通しが

立たないまま､初等教育用の教材や教員養成･研修プログラムの開発を行うこ

とを余儀なくされた｡

この過程で開発された教材や教授法は､言語をフォーマルな体系と捉える言

語観(language as a formal system)に立った上で､当時の認知学習理論2

(Cognitive Code-LearningTheory)を反映させており､充分に訓練された教員に

よってこの教材や教授法が授業実践に厳密に適用されることが求められた｡こ

の特徴は､言語を社会現象として捉える言語観(language as a social phenomenon)

2　認知学習理論とは､生成変形文法(Generative-Transformational Grammar)と認知心理学(cognitive Psychology)
を理論的な支えとし,言語の学習は,学習者が実際に聞く言葉から､学習者自身が言葉に内在している規則を発見
し､その規則を創造的に使っていく過程だと考える言語習得理論である｡ 1960年代以降重視されるようになってき
た(安藤, 1991:144)
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に立ち､意思伝達を重視するコミュニカティブ･アプローチ　(communicative

Approach) -のシフトとともに､時代の潮流から逸脱するものとなり､その影

響力が減少する結果となった｡また,理論を反映した厳密な指導過程が求めら

れるユトレヒト大学のアプローチは､その質自体は高かったにもかかわらず､

国家全体として導入するにあたって､教員の研修にかかるコストの面から考え

てもやや非現実的であった(Kaaks, 1990:15-16)

また､ユトレヒト大学のアプローチは当時並行して進められていた初等教育

改革全体におけるイデオロギーに合わないという側面もあった｡オランダにお

ける初等教育は伝統的にオランダの社会階級格差を生む温床となっていた｡あ

る初等学校では､中等教育の大学準備教育(vwo)に進学するための準備をし､

また別の学校ではそのような準備を全く行っていなかったのである｡そして､

その格差は主に知識量の差によるものであったため､初等教育改革は認知的な

負荷の高い知識重視の初等教育から児童を解放(emancipation)することによっ

て､格差の拡大に歯止めをかけようとしたのである｡そこで掲げられた方針の

柱の1つが､児童の認知的発達(地誌的な知識､歴史的な情報､言語規則など)

よりも情意的･知的能力(capacities)の発達を重視するというものであった

(Kaaks,1990:12)　当時､初等教育-の英語教育導入は､初等教育の全体的な

改革の一環として位置づけられていたため､初等教育改革の理念と矛盾するよ

うなアプローチをとることは不可能であった｡ユトレヒトのアプローチは言語

規則の効率的な体系化を重視していたという点で､この方針と両立することが

極めて難しかったのである｡

第2項　sLOにおける準備期(1978年1986年)

1978年にEIBOプロジェクトはSLOに移管され､初等学校におけるモデルカ

リキュラムの開発､教科書出版社が参考にするためのモデル教材の開発､初等

学校現職教員の研修を主な目的として直接的な準備段階に入った(Kaaks,

1970年代に入り,EC諸国間の交流や国際化時代を迎えて意思伝達の手段としての外国語の能力が要求されるよ

うになり,従来の文法構造中心のシラバスでは､そのような要求に充分に応えられなくなった.そこでこvanEkや
Wilkinsなどが, Notional-Functional Syllabusとして知られる　r概念と機能｣を中心としたシラバスを提案したoそ

れに基づいた言語の｢伝達目的｣ ｢使用目的｣に重点を置く教授法を, widdowsonなど英米を中心とする言語教育
学者たちが,それぞれの立場からコミュニカティブ･アプローチとして提案している(安藤,1991:147)
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1990‥7) ｡この準備期において指揮を執ったのは,当時､ sLOの外国語教育部

門の責任者､ストック氏(GeStoks)であった｡

SLOの役割については､小林(1997)が次のように説明している｡

SLOは初等教育･中等教育の各学校が自校で行なう教育のモデルとして使用

できるようなカリキュラムや,教材の開発や提案を至な事業としている｡特

に､教育政策の変更が中央によって決定され､各学校での教育に大幅な見直

しが必要になる場合､ sLOは教育文化科学省からの依頼によって､変更の実

施に先駆け,教科別の学習の項目と概要を記したマスタープランを作成する｡

学校および教科書出版社には､このプランを採用する義務はないが､新しい

教育政策の解釈を自力で限られた時間内に行うことは､資源的にも人材的に

も困難であり､そのため, sLOとそのマスタープランが､オランダの学校教

育政策の具体化の方向を知る上で重要な鍵を握ることになる(p.113)

第1項で述べたような事情により､ユトレヒト大学のアプローチは大幅な路

線変更を迫られたため､ sLOは徹底してコミュニカティブ･アプローチの立場

に立った開発作業を進めていった｡ユトレヒトのプロジェクトとは一線を画す

形で､オランダ東部の町(Doetinchem:当時の人口は約7万人)でパイロット

･プログラムを実施した｡その地区の初等学校に協力の依頼が行われたところ､

20校が応じ､ 5年生(10歳)の児童約500人が参加した｡翌年には6年生も加

わり､合計約1,000人の児童と約40人の教員が参加した(Kaaks, 1990‥31) 0

その後､これらの研究校での実践から得た知見を合わせて､初等教育における

英語教育の目標､内容､方法のあり方についてのガイドラインが　stoks&

Voortman(1982)によって提示された｡多くの初等学校数員にとって英語は新教

科であり､来るべき英語の必修化の年に向けて具体的な授業のイメージをつく

る必要性に迫られていたこともあって､この文書は広く読まれ､オランダの初

等教育における英語教育全体の今後の方向性を指し示す重要文書となった｡ま

た､そこに示された目標が後に開発された児童用テレビ教材(Engeh

Basisonderwijs, 1983)や初等学校の教員研修用テレビ教材に色濃く反映されたこ

とから,その文書の重要性が増すことになった(Kaaks, 1990:44-45) ｡

1985年以前の初等教育は6年制であった｡当時の5･6年生は現在の8年制初等教育では7･8年生にあたる｡
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Stoks&Voortman(1982)によって初等教育の英語教育にある程度の｢一貫性｣

が生まれることになったが､この文書の内容はあくまでもSLOの提案であり､

拘束力をもたないため､次のような事実からこの｢一貫性｣は充分に実現され

なかったと判断できる｡

まず､教材については､ 1986年からの初等教育における英語教育必修化に合

わせて､ 10種類以上にも及ぶ様々な初等学校用英語教科書が出版された｡その

中には,先に述べたテレビ教材のようにコミュニケ｣ション志向を前面に出し

ている教科書もあれば､伝統的な文法指導の傾向をかなり残しているもの(例.

RealEnglishなど)もあった(oskam,1995:40) ｡アプローチの異なる教科書の

乱立によって､ある特定の教材に的を絞った教員研修を行うことが困難になり､

後に中等教育との連携問題を複雑化することになる｡

また,初等学校現職教員の研修については､ SLOによって表5のような研修

プログラムが組まれた1986年までに16,000人の教員が訓練を受けた結果､当

時オランダ全土に約8,000校あった初等学校に訓練を受けた教員が2人ずつでき

るという計算であった(松香1997:84)　しかし､ 1982年に政府が非常措置と

して全ての初等学校現職教員に英語を教える資格を与えたことによって､この

ような研修プログラムは大幅に数が減り,完全には実現されなかった(carpay,

1993:16; Edelenbos & Suhre, 1996:50)

【表5.研修プログラムの内容】 (松香1997:84)

内 容 方 法 時 間

教え方を学ぶ 30 分のテレビ番組を見る ■l0 時間相当

聞き取 り練習 30 分のラジオ講座を聞く 10 時間相当

教授法､ 実技嘩習 120 分の講義を教員養成大学で受講する 10 時間相当

発音のテープ 自習 l0 時間相当

以上の動きをまとめると､ 1968年1986年の準備期においては､当時進めら

れていた初等教育改革との関連で言語観の大きなシフトがあったために,ユト

レヒト大学とsLOの外国語教育に対するアプローチの違いが生まれた｡そのた

め､両者において開発された教材と教員養成･研修プログラムは必然的に異な

る特徴を有することになり､全体としては一貫した研究開発を行うことができ
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なかった｡実質的には1978年からのSLOにおけるEIBOプロジェクトによって､

オランダの初等教育における外国語教育の骨格が固まっていったと言える｡こ

の過程では､ Johnson(1989)の枠組みで言う段階2 ｢目標と方法の特定化｣にお

いて､初等学校における英語教育のためのシラバスが開発されたのであるが､

必ずしも段階3 ｢プログラムの実施｣における教材開発や教員養成･研修領域と

の｢結束性｣が充分ではなく､結果として教科書や教員養成･研修プログラム

のト貫性｣が失われることになった｡教科書に大きなばらつきが出た上に､

教員研修が未完に終わったことで､段階4 ｢教室における実践｣における産出物

(教授･学習行為)との｢結束性｣も弱くなり､結果として教育現場での実践

の｢一貫性｣も失われることになった｡

このような結果に至った原因としては､時間的または財政的な制約以外にも

次のようなことが考えられる　SLOの役割は本項の冒頭で指摘した通りである

が､オランダでは学校の裁量権が大きく､ SLOのプランを採用する義務はない

ため､先述の研修プログラムは根本的に強制力を欠いていた｡しかし､オラン

ダには憲法で保障された｢教育の自由｣の原則があるため､そのような強制力

を行使することは不可能である(このあたりの事情については､第4章第2節

第1項で後述する) ｡このような状況の中で､ 1986年にはすべての初等学校に

おいて英語を必修化するために最低限必要な条件整備を行う必要があった｡し

たがって､政府としては､結果としてSLOによる教員研修計画の遂行の妨げに

なったとしても､サべての初等学校教員に英語を教える資格を与えざるを得な

かったと思われる｡懸念された通り､SLOの研修計画は未完のまま終わったが､

このことが連鎖的に次の問題を引き起こすこ_とになった　sLOの研修を受けて

いない初等学校教員にとっては､コミュニカティブ･アプローチは全く未知の

代物であり､これらの教員が英語を教えようとする場合､自分の過去の経験､

すなわち文法を中心とする英語学習の経験に基づいたやり方で教えようとする

傾向が生まれる｡ここに, SLOのアプローチとは異なる種類の教科書のニーズ

が市場に生まれることになり､教科書が完全に市場原理にさらされている以上､

そのニーズを満たすような教科書も少なからず世に出回ることになった｡

また､ ｢結束性｣や｢一貫性｣の側面よりもさらに軽視される結果となった

のが｢連続性｣と｢連絡｣の側面である｡準備期においては､これらの側面に
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ついては学問的にも政治的にも結論を出すことができなかった｡つまり､学問

的には初等教育に英語教育を導入することが中等教育-どのようなインパクト

を与えるのかという問いについての答えを用意することができなかった上に､

政治的には初等教育に英語教育を導入するための条件整備(主に教材開発と教

員研修)が優先課題とされ､政策によって｢連続性｣や｢連絡｣ -の関心を充

分に高めることができなかったことから,中等教育との連携のあり方について

の議論は先送りされた形となった｡すなわち､中等教育との連携のあり方につ

いての明確なビジョンを欠いたまま実際的な準備が行われたのである｡

Kaaks(1990:54-56)は､ 1978年からのEIBOプロジェクトを振り返る中で中等

教育との連携に関して3つの問いを発している｡それらは次のようなものであ

った｡

(1)中等学校の英語教員に対して充分な情報伝達がなされ､彼(女)らをEIBO

プロジェクトに巻き込むことができたか｡　( ｢連絡｣の観点から)

(2)中等教育における教材が新しい状況に合うように調整されたか｡

( ｢連続性｣の観点から)

(3)中等学校の教員が入学時の生徒の学力を推し量ることができるように､中

等学校入学までに最低限身につけるべき(または望まれる)レベル､内容

について充分に書き出すことができたか｡　( ｢一貫性｣の観点から)

(1)については､初等教育における英語教育を周知する目的で､中等学校教員

を対象とした研修プログラム(Stoksetal.,1984;1985)が用意されたものの､単

発的な活動に終わり､全体としては中等学校教員を巻き込むことができなかっ

た(2)については､ ｢連続性｣を考慮した教科書は提供されず､既存の中等学

校用教科書の扱い方(初等学校での学習内容と重複するセクションを省略する

など)を変えるか否かについては全面的に中等学校教員に委ねられた(3)につ

いては､ EIBOプロジェクトによって提案された目標(stoks&Voortman, 1982)

に基づいて,暫定的な目標(SLO,1989)が示されたものの､あくまでもSLOの

提案という性格を有していた｡
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Kaaks(1990)は､ EIBOプロジェクトにおいて､中等教育との連携に関する措

置が充分に講じられなかった原因として､連携という側面を副次的なものとす

る政治的風潮があったことを挙げている｡すなわち,準備期においては､初等

学校において英語教育を行うための直接的な条件を整えることに関心が集中し

ていたのである｡その後の展望については､ SLOの提案した目標が政府の承認

を受けて公式に制定されるとともに､中等教育において各学校種共通の基礎教

育課程(付録1参照)が設置され､そこで制定される目標がコミュニケーショ

ン重視の立場から初等教育の目標と調和することによって､連携は改善される

とした｡

第2節　連携問題の顕現(1986年以降)

初等教育における英語教育は決して充分な体制のもとに始まったわけではな

いが､全体としては特に大きな混乱もなくスタートした｡中等教育との連携に

ついては､準備期においては棚上げにされていた感があったが､ 1986年に､初

等教育の第7･8学年(日本の小学校第5･6学年に相当する)において英語が必

修化され5､初等教育に英語教育を導入した実質的な意味が問われるようになる

と,数年のうちに中等教育との連携は英語教育界の主要な研究テーマとなった｡

初等･中等教育における英語教育の連携というテーマに関する代表的な研究

としては,政府の教育監査委員による調査研究(InspectionforEducation, 1991)

とEdelenbos(1993)の研究が挙げられる(Edelenbos&Suhre, 1996:48)このう

ち､ InspectionforEducation(1991)によって明らかにされた実態は次のようなも

のであった｡

初等教育においては､第7学年と第8学年の2年間で､ 60-100時間の英

語教育が行われている6.全体の3分の2程度の学校では純粋にコミュニ

5　それに先立って1980年に,授業時間を使って英語を教えることが許されるようになっていたため(松香,

1997:84) ､ 1986年までには､英語の必修化に備えた実践的な経験を積むことを目的として全体の5分の2程度の初
等学校において英語教育が行われていた(Edelenbos&Suhre, 1996:52) ｡

6　授業時間数については､最近ではこれよりも少なくなっている｡授業はたいてい週1回, 45分程度(Edelenbos

&Suhre,1996:52)であるので,オランダの学校で実質的に機能している週数から単純計算すると､45 (分) ×35 (過)

×2 (年間) -52.5 (時間)となり､卒業までに約50時間の授業を受けることになる(竹内他,1999:72) ｡ (オラン
ダの学校週数は公式には40週であるが､ 35週で計算するのが一般的である. )また､制度上は第6学年から英語教
育を導入することが許されているが､そのような学校は5%と少数である(松香,1997:85)
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ケ-ション重視の英語教育を行っている｡特にスピーキング､リスニング､

発音の訓練が重点的に行われている｡中等教育ではこのような学習結果が

考慮されることなく英語教育が行われている｡およそ半数の中等学校では

1986年以降に新しい教科書を導入したり､教育内容の見直しを図ったりし

ているが､その理由は初等教育に英語教育が導入されたことによるもので

はない｡国家レベルの具体的な到達目標が制定されるならば､初等教育に

おける英語教育の効果が高まると思われる｡また,研修などを通して初等

･中等学校教員が共通の目標を定義することによっても事態の改善を図る

ことができると思われる｡現状では､初等教育における英語教育の成果は

疑問視せざるを得ない｡しかし､それは初等教育の英語教育が成果をあげ

ていないからではなく,中等教育において初等教育の成果の上に積み上げ

ていくことのできるだけの共有基盤が充分にないからである｡

(p.5,筆者訳)

以上のような実態を踏まえて, InspectionforEducation(1991)では､次のよう

な提言や見解がまとめられた｡

初等教育における学習事項を定義する｡

1.初等教育で学習する語嚢リストを作成する｡

2･初等教育で学習する初歩的な文法項目を定義する｡

(例･藤間文, tobe, tohave､動詞の現在形､指示･人称代名詞など)

上記の知識やスキルを中等学校入学時点に測定する｡

初等･中等学校の教員は会合をもち､英語教育についての情報交換をする｡

(初等学校教員にとって英語は新教科であるので､中等学校教員から教科に

ついての情報を得ることができる｡また,中等学校教員は初等学校で教え

ている内容についての情報を得ることができる｡ )

連携をテーマとした研修を初等･中等学校教員が共同で行うことよって,

お互いの教育内容･方法についての理解を深める｡

初等･中等教育を通して, lつの大きなアプローチに基づく教育方法を確立

する｡

中等教育との連携を改善するための何らかの対策を講じなければ,初等教

育における英語教育は有意味なものにならない｡

しかし､初等教育における英語教育を廃止することは､国際化が進む社会

状況から考えると､明らかに後退である｡

(p.17,筆者訳)
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教育監査機関の調査は､質問紙調査と授業観察によって行われ,中等学校側

が初等学校での児童の学習結果を考慮しておらず､充分な連携が図られていな

いことを明らかにした｡初等教育における英語教育を廃止することについては

否定的な見解を示したが,政府の監査機関からこのような言明が出たこと自体,

当時の関係者に少なからぬ衝撃を与えた｡この教育監査機関の報告は､後に,

この問題に対する政府の公式見解を述べた政策文書の中でも言及され(第4章

第1節第2項で触れる) ､連携問題が確かに存在し､その解決に向けた何らか

の対策が必要であるという主張の根拠となった｡

Edelenbos(1993)は､このような衝撃の中､教員団体からの要請を受けて行わ

れた大規模な研究であり､質問紙調査に加えて､日誌分析､面接､テストなど,

多くの調査ツールを用いて行われた｡その結果､ ①初等･中等学校の連携を考

慮した教科書がないことによって教育内容の｢連続性｣が欠如していること､

②中等学校教員が｢連続性｣のない教科書に無批判に従っていること､ ③児童

の学習結果に関する情報をほとんど収集していないことを指摘した｡そして､

児童の学習結果を無視する主な原因は､ ①アプローチの異なる多数の初等学校

用教科書が乱立していること, ②児童の学力差が大きいことにあるとした｡教

員の情報交換に関しては､英語を含めた教科に関する情報は伝達されておらず､

授業交流もほとんどないことを指摘し､初等･中等学校教員がお互いの教育実

践を把握していないとした｡連携問題の深刻さについては､国語や算数･数学

などの他教科と同じ程度であるとしたが､国語や算数･数学については少なく

とも｢最初から｣教えることはないのに対して､英語は全く｢最初から｣教え

ていることが指摘された｡

Oskam(1995:25)は当時の実態について､次のような｢悪循環｣に陥っている

ことを指摘した｡準備期(本章第1節)における研修を受けなかったまま英語

を教えている初等学校教員が多く､授業はクラス担任の裁量部分が大きかった

ことに加えて､準備期における教科書開発が一貫性をもって行われなかったこ

とから,教えている内容､時間､レベルには大きなばらつきが出た｡英語教育

については素人である初等学校教員が様々なアプローチに基づいた教科書を使

用して教えているという事実は､中等学校教員の不信感を生むことになった｡

中等学校教員はこのような混沌状態にある英語教育のインパクトは小さいとし､
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特にこれを考慮することなく授業を行うことが多かった｡また､中等学校入学

時の生徒の学力差が大きかったため､初等学校でほとんど学力をつけていない

(あるいは英語の授業を全く受けていない)生徒に配慮して､最初から丁寧に

教える場合が多くなった｡このような中等学校側の対応によって,初等教育に

おける英語教育は付加的な位置づけであるという意識が一部の初等学校教員の

間で強化され,時間と注意が向けられなくなったことによって､英語教育に熱

心な学校とそうでない学校の格差が広がった｡結果として､児童の学力差はさ

らに大きくなり､初等教育での学習を円滑に継続･発展させることがますます

困難になった｡

その他､ Edelenbos & Hettinga (1993), van Rietschote & Sleeboom (1993)､

Edelenbos & Suhre (1996)なども初等･中等教育の連携や初等学校教員養成に関

連する現状を報告している｡これらの報告を含めた､ 1993年までの初等･中等

教育の連携に関する様々な実態を, Edelenbos(1997)の連携問題の中心となる5

つの課題､カリキュラムの開発段階(Johnson, 1989)及び連携に関する用語

(Dericott, 1985ほか)との関連を示しながらまとめたものが表6 (次頁)であ

る｡表の右端には､各内容について本論文が取り扱う主な箇所を示した｡
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【表6.初等･中等教育の連携に関する実態のまとめ】

初等 ●中等教育の連携に関す る実態 連 携 問 題 の 中心 カ リキュ ラムの 開発段 階 本 論 文 で扱 う

となる課題 及び 連携 に 関す る用語 と

の関連

主な箇所

初等学校 と中等学校 の教員間 で英 語教育の ｢初等 ●中等学校 段階 4｢教室 にお ける実践｣ 第 4 章第 4 節

授業交流や 目標､ 内容､ 方法及び児童 ●生徒の 教 員 の 意 思 伝 達 における初等 ●中等学校間 第 5 章第 1 節

学力に関す る情報交換はほ■とん どな く､ お互い

の教育実践を把握 していない0

の不足｣ の ｢連絡｣ の欠如

多 くの初等 学校 では コミュニ ケー シ ヲン能 ｢各 学 習 段 階 で 段階 2 ｢目標 と方法の特定 第 4 章第 2 節

力の育成 を 目標 と し､ 概念 ●機能及 び場面 を の 目標 の つ な が 化｣ にお け る初等 学校 の

中心 と した シラバ スを用いて ､ 特 に リスニ ン りの悪 さ｣

及び

｢初 等 学 校 と 中

｢一貫性｣ の欠如 と初等 ■

グ､ ス ピーキ ングを重 視 した英語教 育を行 つ 中等学校間の ｢連続性｣ の

てい るが ､ 一部 では文法を中心 とした英 革教

育 も行われてい る0

欠如

段階 3 ｢プ ロ グラムの 実 第 4 章第 3 節

一方､ 中等 学校 では一般に言語体 系の獲得 施｣ にお け る初等 学校 の

を 目標 と し､ 文法 を中心 と したシラバ スを用 等 学 校 の 外 国 語 撃材 の ｢一貫性 ｣ の欠如

いて､ 特 に言語形式 とリーデ ィング､ ライテイ 教 育 に 対 す るア と初 等 ●中等 学校 間の 教

ングを重視 した英語教育を行 つている○ プ ロ｣ チ の 違 い 材の ｢連続性｣ の欠如

初等学校ではア プ ローチ の異な る十数 種類 と教■育 内 容 の 非 段■階 4 ｢教室 にお け る実 第 4 章第 4 節

の教科書 が乱立 している上に､ 中等学校 の教 連続性｣ 践｣ にお け る初 等学 校 の 第 5 章第 l節

科書 との r連 続性｣ を考慮 した教科書 が存在 ｢一 貫性 ｣ の欠 如 と初等

しない0 ●中等学校 間の ｢連続性｣

の欠如中等学校教 員は初等 教育で行 われ てい る英 ｢初 等 学 校 で の

語教育の インパ ク トは小 さい とす る傾 向があ 学 習 結 果 を軽 視

り､ 初等教 育にお ける学習結果 を考慮す るこ

とな く､ 全 く最初か ら教 えてい る○

す る傾向｣

初等学校教員には､ どの程度英語教育に力を

入れているか に関 して大きな個人差がある○結

果 と して中等学 校入学 時の学力差 が非 常に大

きくな り､ 中等学校側 は初等学校 におけ る学

習結果 を軽視せ ざるを得 ない0

研修 を受けな いまま英語 を教 えてい る初等 ｢初 等 学 校 現 職 段階 3 ｢プ ロ グラムの 実 第 4 章第 3 節

学校教員 が多 く､ かつ､ 初等学校 教員養成機 教 員 の 再 教 育 と 施｣ にお け る初等 学校 教 第 5 章第 1 節

関 において英語 教育阻連の科 目が充分に実施 教員養成の欠陥■｣ 員養成 ●研修の ｢～貫性｣

され ていない○ あるいはそ の内容に大 きな量

的 ■質的 ば らつ きがある○

の欠如

しかし,そもそも初等学校における児童の学習結果は考慮に値するかどうか

という疑問が浮かび上がる｡中等学校入学以前の段階で学習した内容があまり

にも少なく､成果があがっていないとすれば､連携を考慮しなければならない

という必然性が低くなるからである｡初等学校第8学年の児童のほとんどは､
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中等学校の学校種を選択する際の参考資料とするために､ CITO (テスト開発機

関)が提供するCITOテストと呼ばれる全国テストを毎年2月に受験するが,こ

こには英語は含まれていない｡しかし､これとは別にCITOが5年ごとに行う初

等学校第8学年の児童を対象とした学力調査の中に, 1991年から英語が加えら

れた｡この調査は希望する学校のみが参加することになっている｡ 1991年の調

査では､ 190校から1,426人の児童が､ 1996年の調査では95校から1,244人の

児童が参加した(Edelenbos &Vinje, 2000:149) 0 1991年の調査結果については､

松香(1997:85)がvinje(1993)をもとに､次のような表をまとめている.

【表7. CITOによる学力調査の結果】
技 P能 良 い 普通 劣 る

｢聞 く｣ 話 され てい る英 語 を聞 く■ 67 % 2 5 % 8 %

英 語 を見な が ら聞 き取 る 94 6 0

■｢話 す ｣ 英 語 で用事 ができ る 4 1 2 9 3 0

発 音 9 6 4 0

｢読 む ｣ 書 かれ た ものを読 む 29 6 5 6

辞 書 を使 う 85 5 10
｢単語 ｣ 読 む 79 18 4

聞き取 る 83 l6 1

上▲ー 45 2 7 2 8百 フ

この結果を受けて､ CITOは｢当初予想された以上の成果をあげている｣と公

表した｡また､同年の調査では､英語､オランダ語､算数､地理､歴史の5科

目中､英語が一番面白いと答える児童が最も多かった(vinje, 1993:91)　第2

回目となった1996年の調査では､ ｢聞く｣ ､ ｢読む｣ ､ ｢単語の知識｣の領域

において､わずかながらスコアの低下がみられたが､この結果はサンプルの質

によるものである可能性が指摘された1996年の調査に参加した学校数は95

校と少ないにもかかわらず､参加した児童の数があまり変わらず､比較的大規

模な学校が多く含まれていたこと､また､移民や地方に住む児童の含まれる割

合が前回よりも高かったことなどに言及している　(Edelenbos & Vinje,

2000:158-159)

これらの学力調査によって明らかになったことは,初等教育における英語教

7　これらの学力調査の詳細については, 1991年の調査についてはVinje (1993)が､ 1996年の調査及び1991年の

調査との比較については, Edelenbosetal. (2000) , Edelenbos&Vinje(2000)及びEdelenbos (2000)が参考になる.
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育は決して充分な体制で行われてはいないが､児童は中等学校側が無視できな

い程度の英語力をつけているという事実であった｡そのため､中等教育の第1

学年における授業のあり方を見直すとともに､表6 (p.28)で示したような連携

問題の各側面を解決するための対策を講じることが今日まで強く求められ続け

てきたのである｡

連携問題は実に様々な側面を含んでいるため､改善の方策もまた様々である｡

したがって,連携に関する事象を的確に捉え､事例の総合的な考察を行うため

には､多角的な分析が必要になる｡そこで第4章においては, Johnson(1989)の

枠組みに沿って連携の改善を志向した方策とその内容を包括的にまとめた後､

第5章においてはEdelenbos (1997)の示した連携問題の中心となる課題を柱と

して､教育現場の実態がどのように変化したのかという点について調査を実施

し,明らかにする｡
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第4章

オランダにおける連携改善のための方策

第1節　政策領域の方策

本節では､ Johnson(1989)の段階1 ｢カリキュラムの計画｣に属する方策とし

て､1988年から1996年にかけて行われた外国語教育改善のための国家的プロジ

ェクト､ The DutchNational Action Programme on Foreign Languages (以下NAPと

略記する)を取り上げ､その内容を検討する｡このプロジェクトの目指すとこ

ろは､外国語の使用や外国語教育に関する実態の綿密な調査に基づき､外国語

教育改善のための提言をまとめることであった｡その目的は｢言語教育と外国

語の使用に関する国家的方針を結束性のある枠組み(a coherent framework)の

中に放り込むこと｣ (Tuin&Westhoff,1997:22)であり､ (1)外国語教育の統制

を強めること(どの言語をどの程度学ぶのかという問題を含む) ､ (2)異なる教

育段階間における外国語教育の連携を強化すること､(3)目標を位置づけるため

の包括的な枠組みを設定することの3つのテーマを内包していた(vanEls&van

Hest, 1990:199)　初等･中等教育における英語教育の連携は､ (2)及び(3)の

テーマと直接的に関連する｡以下､ Tuin & Westhoff (1997)やThe Netherlands

Ministry of Education and Science (1992)及びvan Els & van Hest (1990)に基づい

てNAPの歴史的な展開を説明した後(第1項) ､本論文のテーマに関連する提

言について言及する(第2項) 0

第1項　NAPの歴史的展開

次に示すものは,NAP関連の出来事をまとめた年表である｡本項では､こ

の年表に沿ってNAPの歴史的展開を追っていくことにする｡
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1988年12月

1989年4月

1990年2月

1991年　5月

1992年3月

1992年　6月

1996年2月

"Borders open! Mouths shut?--　と題された学会が開催される｡

政府からNAPの作成が専門の作成委員会に委託される｡

作成委員会によってNAPが政府に提出される｡

政府によってNAPに対する反応文書が発表される｡

政府の反応文書に関する国会審議が行われる｡

NAPの提言を実行に移すための推進委員会(TaskForce)が結成される｡

推進委員会によって報告書が提出され,同委員会は解散される｡

オランダにはヨーロッパ統合に伴う市場の拡大に対応できるだけの外国語力

があるのか｡このことは1980年代後半のオランダがもつ大きな不安材料であっ

た1988年12月に"Borders open! Mouths shut?"と題された学会に政府や様々

な関係諸機関､さらには教育界･産業界などからの代表者が参加した｡ナイメ

-へン(Nijmegen)大学のフアン･エルス氏(van Els)がこの学会で､今こそ

外国語の使用と外国語教育に関する実態を綿密に調査した上で､国全体として

改革に取り組まなければならない時であると提言したことを受けて､ 1989年4

月に政府は正式にNAPの作成を専門の作成委員会に委託した｡

1990年2月に実態調査の結果とそれに基づいた34の提言から成るNAPが政

府に提出された,NAPの作成にあたっては､Project Staff (6名)､Resonance Group

(41名) ､ working Group (10名)の大きく3つのグループが関与し､これら

の密接な協力のもとにプロジェクトは進行した　projectStaffの役割はプロジェ

クトの進行を調整するとともに､その他2つのグループの仲介役を務めること

であった　Resonance Groupとworking Groupの役割は､調査データに基づく

問題領域の特定とその将来的解決策を模索するという点で､基本的には同じよ

うな役割を果たしたが､前者はNAP作成のために､考え得る限り多くの考え方

や意見を出すことに主な役割が与えられ､最終的に提出されるNAPには一切責

任をもたないこととされた　NAPの作成過程では､ 3回にわたってResonance

Group -の諮問が行われた｡まず1回目には実態調査の結果から浮かび上がっ

てきた問題領域に対処するための提言が求められ､2回目にはこの提言を参考に

してWorkingGroupがまとめた提言に対する評価が求められた｡そして3回目

には､ NAPの草稿に対する意見が求められた｡

1990年2月に一連の書類が政府に提出されてからおよそ1年後､ 1991年5月
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には､　　　　　　　　　　(TalkingAcross Borders)と題した政府からの反

応文書が公表されたNAPの提言に対する政府の反応はおおむね肯定的であり､

国会での審議を経て､提言を実行に移すための推進委員会(TaskForce)が設置

されることになった｡また同時に､外国語能力は国益にかかわる重大な事柄で

あるという意識を一般に広めるためのキャンペーンを行った｡

1992年6月､このプロジェクトの提唱者であったフアン･エルス氏が委員長

となって推進委員会が設置された｡構成員は､ The Dutch Lingua Agency(European

Platform) ､ The Dutch National Association of Language Teachers､教育サポート機

関､民間教育機関､産業界の代表などであり､同委員会の役割は,関連する諸

機関が34の提言に沿った改革を実行するための舵取りを行うことであった｡

1996年2月に推進委員会が報告書を提出して解散した後､政府はNAPの継続

的な実行責任を初等教育､中等教育､職業教育､高等教育(初等学校教員養成

機関)の4つのセクターに限定した｡これによって､改革は新しい局面を迎え

ることになった｡提言に沿った改革の継続的な実行に向けて､上記4つのセク

ターにおける改革の実行過程を調整するためのチーム(process-management

team)が結成され､これらのチームが関連諸機関の改革を働きかけ,推進して

いくことになった｡しかし､各チームはそれぞれが自律的な団体であり､お互

いの取り組みが把握されにくいという問題点があるため､年会合で各チームの

取り組みの結果が議論され､評価された｡

第て+啓　NAPにおける初等･中等教育の連携改善-の指針

NAP･の作成委員会は､初等教育における英語教育の実態について､毎年､全

体の4分の3程度の児童に対して､ 60-100時間(ただし､これより多い場合も

あれば､少ない場合も見受けられる)の英語教育が行われており､主にリスニ

ングとスピーキングが重点的に訓練されていることを報告した｡ (この報告は､

1986年に英語教育が必修化されたにもかかわらず､必ずしも全ての児童が英語

教育を受けているわけではなかったことを示している｡ )また､会話に際して

のトピックの選択については一定の共通項がみられるが､文法･語嚢指導につ

いては､非常に大きな格差があることを報告した｡その上で, ①初等教育にお
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ける英語教育の目標が必ずしもはっきりしていないこと､ ②その目標を定義す

るための用語が統一されていないこと､ ③初等学校教員の質に問題があること

などが総合的に影響して､中等教育との連携問題を引き起こしていると指摘し

た｡

上記のような実態を受けて､ NAPの作成委員会は､到達目標の制定､その目

標を位置づける包括的な枠組みの設定､初等学校教員養成プログラムの充実の

少なくとも3つの点についての提言を盛り込んだNAPの提言は全部で34項目

あるが､ここでは本論文のテーマに直接関連する3つの提言についてのみ言及

する｡

第一に,上記の委員会は,政府がこれまでよりも詳しい目標をできるだけ早

急に制定するべきであると提言した(提言28)　初等教育における英語教育に

ついては､明確で実行可能な目標を制定すること､そして､実用的な言語スキ

ルと言語･文化に対する理解についての関係を決定するべきであることを述べ

た上で､中等学校の教員がこれらの目標を基点として実践を積み上げていくべ

きであるとした｡これに対して政府は同意しこ直ちに到達目標を公式化するこ

とを決めたが､これらの到達目標はあまり詳細なものにはならないとした｡ (こ

れは､オランダにおける到達目標の位置づけと関係している｡次節第1項にて

後述する｡ )

第二に､上記の委員会は到達目標を位置づけるための包括的な枠組みの必要

性を提言した(提言29)　この枠組みは外国語能力のあらゆる側面とその熟達

レベルを包含するも-のであり､このような枠組みが設定されたならば､言語や

学校種に関係なく､外国語能力をこの枠組みに位置づけることができると述べ､

これによって,教授プログラムを比較したり､調和させたりすることが容易に

なるとした｡そして､異なる教育段階間の調和を図るためには､このような枠

組みを設定することによって､到達レベルの定義に使用される用語を一致させ

る必要があることを述べた｡同時に､この枠組みが各学校ごとの到達レベルそ

のものを拘束することを意図していないことも明らかにした｡これに対して政

府は慎重な姿勢を示し､後に設置される推進委員会(TaskForce)に対してこの

ような枠組みを開発することの有効性を検討するよう促すに留まった0

第三に､上記の委員会は,初等学校教員の英語能力と教授能力の向上を図る
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ことと､教員の資質･能力に関するガイドラインの設置を提言した(提言30)｡

この提言は初等学校の英語教育に格差が広がっているという実態を意識したも

のである｡これに対して政府は同意し､初等学校教員養成機関の修了者には今

まで通り自動的に英語を教える資格を与えるとしながらも､初等学校教員養成

機関における英語教育の質を高め､ひいては初等教育における英語教育の質を

高めていくべきであるという立場を示した｡また､教員の資質･能力に関する

ガイドラインの設置については､中等学校教員も視野に入れて,外国語教育の

特定のニーズと調和させる形で設定する可能性があることを示唆した｡

初等教育における英語教育及び中等教育との連携について､ NAP -の反応文

書に記された政府の公式見解は次のようなものであった｡

初等教育における英語は先の初等教育改革の下で導入された｡しかし､こ

の改革を評価した報告書"such afastrunner, butstillsofar togo" (1990年

7月)では､中等教育では初等教育において獲得された知識に基づいた実

践が充分に行われていないことが強調されている｡最近では､教育監査機

関が"English in primary education and the first year of secondary school"と

いう報告書(Inspection forEducation (1991)のこと)を出版したが､その

主要な発見は,中等学校第1学年における英語教育は生徒がすでに持って

いる知識を充分に活用していないという事実であった｡教育監査機関は､

この状況を改善するためにいくつかの具体的な提言をまとめている｡これ

らの提言は, (後に設置されることになる) NAPの実行を推進する委員会

の懸案事項になる｡また､英語を含め,初等教育における到達目標の制定

は事態の改善に貢献すると考える｡初等教育と中等教育の基礎教育課程に

おける到達目標を調和させることは重要な点である｡

(The Netherlands Ministry of Education and Science, 1992:72,括弧内の補

足は筆者による)

NAPはある方策の実施を促すための方策としてメタ的に位置づけられるため､

連携改善のための方策としては間接的である｡しかし､ Kaaks(1990:54-56)が指

摘したように,それまで連携の側面が軽視される政治的風潮があったのに対し

て､ NAPを通して｢異なる教育段階間における外国語教育の連携を強化するこ

と｣を政策の重要な課題として明確に位置づけたことの意義は大きい｡また､

NAPの歴史的な展開から明らかなように､一連の実態調査と各界関係者の合意
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に基づいた提言が政策文書として結実したことによって､政策実行のための推

進力が高められた｡

第2節　シラバス領域の方策

本節では､ Johnson(1989)の段階2 ｢目標と方法の特定化｣に属する方策とし

て､到達目標の制定(第1項)と方法論の整備(第2項)を取り上げ､その内

容を検討する｡

第1項　到達目標の制定

初等･中等教育の連携を改善するために国の到達目標を制定するべきである

という主張は多くの英語教育関係者によって繰り返しなされてきた｡そして､

NAPの提言28 (p.34)を受けて､初等･中等教育の｢連続性｣とそれぞれの教

育段階における｢一貫性｣を高めるために､国レベルの公式の到達目標

(Kerndoelen)が1993年に制定された｡現行のものは1998年に改訂されたもの

である｡ただし､この｢到達目標｣という名称は誤解を招きやすいため､少し

説明を加えておく必要がある｡

オランダにおける到達目標は生徒の到達すべき学力水準を大綱的に示しては

いるが,どの程度の到達レベルを要求するのかに関する記述が含まれていない0

この点については各学校の生徒の状況に応じた学校側の意思決定に委ねられて

いる｡これはオランダにおける｢教育の自由｣の原則と深い関連がある8｡小林

(1997)は､この原則に裏打ちされたオランダの教育行政における政府の権限に

ついて次のような説明をしている｡

オランダの学校教育を強く特徴づけるのが｢憲法｣第23条で保障された

｢学校教育の自由｣である｡この｢教育の自由｣条文により､オランダ教

8　オランダにおける｢教育の自由｣の詳細については太田(1994;1995)や結城(1998)が参考になる｡それによ
れば,オランダ憲法第23条2項には｢教育を与えることは自由である｡ただし,彼らの能力や道徳を求める教育を
与えるにあたっては,当局の監査を受け､法律に適合した教育の形態に適合し,その他に関しては法律に規定され

る｣とある｡そして,その自由は｢学校設立の自由｣ ｢学校選択の自由｣ ｢教育内容･方法の自由｣から成り立っ
ている(太田,1994:97) ｡
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育文化科学省は学校教育のカリキュラムや教材の作成-の関与を許され

ず､また教科書の検定制度も実施できない｡そのため教育文化科学省の権

限が及ぶのは,各教育課程の必修科目や選択科目の規定までで､科目別の

授業時間や授業内容､さらに教科書や教材の決定権などは,すべて個別の

学校に委ねられる｡ (中略) 1993年度から新たに､初等教育･前期中等教

育の各課程に,科目ごとの課程修了時の達成目標(注:本論文では到達目

標と呼んでいる)を設定したが､これも各学校に大幅な解釈の自由を保障

する形をとることでようやく可能になった｡

(小林1997:112-113,括弧内の補足は筆者による)

つまり,各学校の裁量権が大きく認められているオランダにおいては､到達

目標は学力を一律に規定する文書としては機能しないのである｡しかし､到達

目標は実質的にその他の側面でより重要な役割を果たしている｡それは､方法

論､教材､教員養成プログラムなどの開発,及び教授･学習に関わる領域の｢結

束性｣ ､すなわちJohnson(1989)の｢カリキュラム開発の段階｣における｢結

束性｣を高める役割である｡到達目標はそれぞれの段階における産出物に一定

の方向性をもたせ､相互に矛盾することなく存在させるための軸として機能す

る｡ ｢カリキュラム開発の段階｣における強い｢結束性｣が確保されることに

よって,初等教育または中等教育における英語教育の｢一貫性｣と初等･中等

教育における英語教育の｢連続性｣が高まることが示唆される｡

以上のことを念頭に置いた上で,到達目標の内容について検討する｡初等教

育の到達目標には1993年版､ 1994年版､ 1998年版(現行)があり､中等教育

(基礎教育課程)の到達目標には1993年版と1998年版(現行)がある｡これ

らの到達目標を順に提示し､それぞれの内容についての理解を得た後､初等･

中等教育においてどのような｢連続性｣を持たせることが意図されたのかとい

う点に関して考察を加えることにする｡

まず､初等教育における1993年版の到達目標を以下に提示する(表8) 0
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【表8.初等教育における到達目標(1993年版) 】

全体目標

英語教育は児童に次のことを身に付けさせる｡

･英語を母語としてまたは外国語として使用する人々とのコミュニケーションの手段として,初歩的なレベル

で英語を使うことのできるスキルを育てる｡

オランダ社会における英語の果たす役割と国際語としての英語の役割についての知識を身に付けさせる｡

A,リスニング

1.児童は情報を与えるテキストや彼らのために特別に編集されたテキストの主な部分を文脈情報や語愛知識

を用いて特定することができる｡

2.児童は次のような特定の話題や場面において,関連する言語知識や語嚢を用いて簡単な会話を理解し,会話

に参加することができる｡

a)個人的な情報

name, first name, surname;

-　数詞(100まで) ;

address, street;

-　　old,year;

Dutch, English, German, French;

Holland, England, Germany, France;

brother, sister, father, mother.

b)家や近所のこと

house, flat, town, village, country;

North, South, East, West, middle;

room, living-room, bedroom, kitchen, bathroom, toilet;

bed, table, chair.

c)趣味･余暇

football, tennis, basketball, table tennis, swimming;

pet,dog,cat;

black, white, green, blue, red, yellow, brown;

big, small, thin, tall.

d)食べ物･飲み物

breakfast, lunch, dinner;

coffee, tea, milk, sugar, water;

apple, pear, banana, fruit;

vegetables, potatoes, salad, soup, dessert.

e)時間

evening, afternoon, morning, night;

time, hour, minute, o'clock, half (past), quarter, before, after;

days of the week;

months of the year;

birthday.
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f) Aォffi･

shirt, jeans, dress, sweater, shoes;

hair, eyes, nose, arms, legs, foot, hand;

tall, short, fat, thin;

wear.

g)通りで

-　　go, walk, take;

left, right, straight on, corner;

-　序数詞(10まで) ;

post-office, bank, shop, police-station;

car, bus, train, bike, foot.

h)店で

pound, penny, pence;

postcard, stamp, ticket, letter.

i)教室で

pen, pencil, book, workbook, paper;

write, listen, open, close, take, come, sit down;

door, window, blackboard, table, chair.

B.スピーキング

3･児童は次に示すような話題や場面において会話をすることができる｡発音は母語話者に容易に理解されるべ
きである｡

a)　個人的な情報

児童は次のことに言及することができる｡

姓名

一　　任所

.　年齢､国籍

家族構成

かつ,他者からこのような情報を得ることができる｡

b)　家や近所のこと

児童は次のことに言及し,描写することができる｡

-　任んでいる地域､町/市/国

-　家,アパート,部屋の数

自分の部屋を持っているか否か

かつ､他者からこのような情報を得ることができる｡

c)　趣味･余暇

児童は,

･　趣味や興味について言及することができる｡

-　趣味や興味に関連する質問をすることができる｡

誰かにゲームに参加するように頼むことができるoまたそのような招待に応対することができる.
-　ペットを飼っているかを伝えることができる｡

かつ,他者からこのような情報を得ることができる｡ゲームやスポーツの関連表現を知っていること｡

d)　食べ物･飲み物

児童は,

ある特定の食べ物の好き嫌いを言うことができる｡

自分の国における食習慣に関する情報を与えることができる0
かつ, 他者からそのような情報を得ることができる｡
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e)　時間

児童は､

時間を言うことができる｡

一　朝,昼.夜に何が起こるかを伝えることができる｡

誕生日を言うことができる｡

かつ､他者からこのような情報を得ることができる｡

f)　人の描写

児童は,

人やその人が身に付けている衣服について描写することができる｡

人の身体的特徴を描写することができる｡

かつ,他者からこのような情報を得ることができる｡

g)　通りで

児童は,

一　道順を教えることができる｡あるいはそれができないことを言うことができる｡
･　道順を尋ねることができる｡

h)店､郵便局､支払いカウンターで

児童は､

どのハガキ,切手,チケットを買いたいのか言うことができる｡

値段を尋ねることができる｡

C.リーディング

4･児童は情報を与えるテキストや彼らのために特別に編集されたテキストの主な部分を文脈情報や語愛知識

を用いて特定することができる｡

D.参照スキル

5.児童は､

･　英語の単語の意味を調べることができるo

-　辞書を用いてオランダ語の単語の英訳を調べることができる｡

(注)原典は入手不可能であったため､ Oskam(1995:36-37)に転載されたものに依った｡また､ oskamによる英訳

を参考にしながら､筆者が日本語に訳した｡

初等教育における1993年版の到達目標は､ 2つの｢全体目標｣と｢リスニン

グ｣､ ｢スピーキング｣､ ｢リーディング｣及び｢参照スキル｣領域における5

つの目標から成っている｡初等教育における英語教育の全体目標は､ ｢コミュ

ニケーション能力の基礎の育成｣と｢オランダ社会における英語の役割につい

ての理解｣である｡このうち後者の目標は､ ｢英語がオランダ国内､あるいは

日常世界で用いられていることを子どもたちが意識することで,彼らがこの言

語に親しみを感じ､その学習-の意欲を高めることを意図したもの｣であった

(小林1997:117)　｢リスニング｣ ､ ｢スピーキング｣領域の目標の記述にお

いては､話題､場面､言語機能やそれに関連する語嚢が併せて提示されている
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ため､記述量が目立って多くなっている(目標2,目標3) ｡このことからは､

リーディング能力よりも口頭能力の育成に重点を置くことが望ましいとする意

図が汲み取れる｡一方､文法､ライティング､文化領域に関する記述は見られ

ない｡ ｢参照スキル｣領域では,辞書を用いて英単語の意味を調べるスキル,

オランダ語の単語の英訳を調べるスキルについての記述がある(目標5) ｡

続いて､初等教育における1994年版と1998年版の到達目標を提示する(秦

9,表10)

【表9･初等教育における到達目標(1994年版) 】

(注)原典は入手不可能であったため､ Oskam (1995:38)に転載されたものに依った｡
参考にしながら,筆者が日本語に訳した｡
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【表10.初等教育における到達目標(1998年版) 】

教科領域の特徴

初等学校における英語教育の目的は､一方では児童に早期段階から外国語に親しませることにあり､他方では,

重要な国際語としての英語の機能に注意を向けさせることにある｡児童は､英語をオランダ語における借用語の

源として認識している｡彼(女)らは日常的な場面から始めて､英語のスピーキング､リーディングの基礎を養

う｡したがって､児童は語桑の習得や文構造の理解､語の意味を見つけることができるようになることから始め
るべきである｡

A.リスニング･スピーキング

1.児童は日常場面についての簡単な会話を理解することができる｡

2･児童は個人的な情報,食べ物･飲み物､家や近所のこと,時間について話されたメッセージを理解するのに

充分な英単語を理解することができる｡

3･児童は日常場面についてお互いに話すことができる｡発音は理解可能な程度とする｡

B.リーディング

4.児童は簡単な文書の主な点を理解することができる｡

5.児童は語の意味を見つけるために辞書を使うことができる｡

(注) The Netherlands Ministry of Education, Culture and Science (1998a:38)を筆者が日本語に訳した｡

初等教育における1994年版の到達目標は､ 3つの｢全体目標｣と｢リスニン

グ｣ , ｢スピーキング｣ , ｢リーディング｣領域における3つの目標から成っ

ている1993年版では独立していた｢参照スキル｣は｢リーディング｣領域に

吸収された形となった｡また,一見して明らかなように､ 1994年版の到達目･標

では記述量が激減している｡これは､ 1993年版で示されていた話題,場面､言

語機能やそれに関連する語嚢についての記述が削除あるいは大幅に縮約された

ためである｡ ｢スピーキング｣領域では､話題､場面､言語機能についての具

体的な記述が削除され､ ｢リスニング｣領域では､一部の話題､場面と関連す

る語桑についての記述が削除された｡その結果､1994年版では｢個人的な情報｣､

｢家や近所のこと｣ ､ ｢食べ物･飲み物｣ , ｢時間｣の4つの話題のみが示さ

れている1993年版では､これらに加えて｢趣味･余暇｣､ ｢人の描写｣､ ｢通

りで｣ ､ ｢店で｣ ､ ｢教室で｣という話題,場面が提示されていた｡このよう

に記述量が少ない傾向は1998年版の到達目標(現行)にも引き継がれている(秦

10)　このような措置が採られた理由は､初等教育のカリキュラムに含まれる
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内容がオーバーロード気味であったからである(Bodde-Alderlieste et al.,

1998‥11)しかしながら,初等教育における英語教育の目標が1993年当初に比

べて非常に暖昧になったことについては､明らかに後退であるとする関係者の

批判がある｡そのため､初等教育の英語教育の目標については､ 1998年版が有

効となっている現在でも､ 1993年版の到達目標が関係者の間で広く参考にされ

ている｡

初等教育における英語教育の全体目標については1993年から変化しておらず､

｢コミュニケーション能力の基礎の育成｣と｢オランダ社会における英語の役

割についての理解｣が大きな2つの柱である｡そして､コミュニケーション能

力の育成については､リスニング､スピーキング､リーディング能力の基礎を

身につけること､そして､それに関連する語嚢力と発音の基礎を身につけるこ

とが述べられている｡しかし,初等教育における1994年版と1998年版(現行)

の到達目標は目標領域を示しているに過ぎず､これらの記述から得られる情報

は非常に限られているため､中等学校の教員がこれを基点として実践を積み上

げていくための有用な文書とはなっていない｡

次は,中等教育(基礎教育課程)の到達目標の内容を検討する｡まず､ 1993

年版の到達目標を提示する(表11)

【表11･中等教育(基礎教育課程)における到達目標(1993年版) 】

全体目標

生徒は国内外での次のような特徴をもつ様々な状況において,コミュニケーションの要求を満たすように外国語
を使うことができる｡

･頻繁に起こり､かつ(または) ､生徒にとって(潜在的に)重要である状況

･　外国語の使用が必要であるか望ましい状況

･外国語の使用において,限られたスキルのみが求められる状況

口頭や筆記でのコンタクトや受容または産出によるコンタクトに関連する状況

A.コミュニケーション･スキル

リーディング

1･生徒は,テキストの文構造や語嚢が単純で理解可能であれば,方向,注意書き,警告､アナウンスの意味を
理解することができる｡

2･生徒は,テキストの文構造や語嚢が単純で理解可能であれば,冊子,書類､広告などの機能的なテキストか

ら関連する情報をスキャンすることができる｡
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3･生徒は,テキストの文構造や語嚢が単純で理解可能であれば,機能的なテキストの情報を比較することを通
して,結論を下すことができる｡

4･生徒は,次の基準を満たすテキストにおいて,新聞や雑誌などの情報記事,物語的,文学的､あるいは文化

的な性質をもつテキスト,手紙の主な部分を理解することができる｡

a･文構造と語嚢が単純で最も重要な情報が明示されていること0

b.彼らの日常世界や発達段階に即したものであること｡

c･真正性のあるものであること｡つまり,できるだけ原典に近い形で提示されたものであること｡

d･手紙の内容は,生活､学校､学習,職業､インフォーマルな社会的やりとり,余暇に関わるものであ
ること｡

5･生徒は長編で直前のa.-d.の基準を満たすフィクション･ノンフィクション作品の両方を読む経験をする｡

リスニング

6･生徒は､次の基準を満たすテキストにおいて,交通や旅行の場面における方向,警告,注意書きの意味を理

解することができる｡

a)テキストの文構造や語嚢が単純であることQ

b)音の歪みやノイズなどがなく､テキストが明確に提示されること｡

c)標準的な速さであること｡

d)社会的･地域的な強いなまりのないこと.

e)真正性があること｡

7･生徒は､ラジオ,テレビ,電話による機能的なテキストから､天気予報､交通情報､プログラムの告知など

の関連する情報を選択することができる｡テキストが満たすべき基準は6.と同じ｡

8･生徒は,テキストが彼らの日常世界や発達段階に即したものであれば,インタビューやモノローグ､物語的､

文学的,文化的テキストにおける主な部分を理解することができる｡テキストが満たすべき基準は6.と同じ｡

スピーキング

9･生徒は後に示すようなやりとりにおいて､非母語話者としての言語能力を考慮して外国語を話す人が話す内
容を理解することができる｡

10･個人の生活,学校､学習､職業,インフォーマルな社会的やりとり,余暇などの話題に関連して,生徒は
次のことができる｡

･情報を与える(尋ねる)ことができる｡

･個人の意見を述べる(尋ねる)ことができる｡

･判断を与える(求める)ことができる｡

･何か(誰か)を描写することができる｡

･何が起こったかを伝えることができる｡

･何が起こりそうかを伝えることができる｡

･肯定的(否定的)感情を表現することができる｡

･比較することができる｡

･好みを表現することができる｡

基準:

このような言語産出を行う際には､相手がその外国語の母語話者であったり､異なる言語背景をもつ人々と会話

をした経験が(ほとんど)ない相手であっても､生徒は状況に適したやり方で､意図が大きな困難なく理解され

るように表現することができる｡これが暗示することは､言語表現や語嚢使用,発音についてのある程度の正確

さの必要性である｡文法的正確さは.その誤用がコミュニケーションの妨げにならない限りにおいて､ここでは

比較的重要ではない｡生徒は話者の質問に対して､少なくとも1文を用いて意図を伝えることができる｡
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1l･交通､店､銀行など,日常生活の場面において､生徒は次のようなことができる｡
･正確な時間を伝える(尋ねる)こと｡

･方向･道順を伝える(尋ねる)こと｡

･何かを買うこと｡

･何かを注文すること｡

･場所,時間,質､体調,入手可能性､量､存在,などに関連する情報を与える(尋ねる)ことo
･必要であれば個人的な特徴を伝えること｡

･助けや支援を頼む(申し出る)こと｡

このような言語産出を行う際には､ 10･で提示した基準を満たすこと｡
1

12. 10. ll.において提示された話題や場面における他者との社会的なやりとりにおいて､生徒は次の言語機能
を果たすことができる｡

･挨拶する

･別れの挨拶をする　一

･自己紹介する､紹介されたときの応対をする

･お詫びを言う､お詫びに応対する

･感謝の言葉を言う､感謝の言葉に応対する
･祝福する

･誰かの幸運を祈る

･招待する､招待に応対する

･警告する

･承諾する､拒絶する

このような言語産出を行う際には､ 10･で提示した基準を満たすこと｡

13. 10. ll.において提示された話題や場面における他者との会話において.生徒は次の言語機能を果たすこと
ができる｡

･会話を始める

･会話を終える

･注意をひく

･呼びかける

･スピードを落として話すように頼む

･言ったことを繰り返すように頼む

･理解できないことを伝える

･当該外国語では何と言うのか尋ねる

･意味を尋ねる

･電話での会話を始める

･電話での会話を終える

･名前と住所を綴る

このような言語産出を行う際には, 10.で提示した基準を満たすこと｡

ライティング

14･生徒は書類に記入する際､少なくとも次の情報を書くことができる｡

名前,性別､日付,国籍,

IDの種類､住所

15･生徒は旅行者として予約をしたり情報を手に入れたりする目的で､標準的な手紙を書くことができる｡
次のような目的のために,単純な個人的手紙を書くことができる｡

･会合､約束､訪問､その他のコンタクトを,アレンジまたはキャンセルする
･短いメッセージを送る

･感謝する

･挨拶する

･誰かに気持ちを伝える

このような言語産出を行う際には, 10. で提示した基準を満たすこと｡

45



B･補償埠/

16･生徒は.自身の言語知識やその使用が充分ではない場合に､コミュニケーションの要求を満たすための方略

を用いることができる｡その方略は,自身の言語産出と他者の表現の解釈の両方に関連する｡

･生徒は文脈から意味を推測するなどの解釈のための方略を用いることができる｡

･生徒は,描写をするなどの産出のための方略を用いることができる｡

･生徒は､適切な参照能力をもち,辞書や文法書などの補助手段を用いることができる｡

C.社会文化的スキル

17･生徒は,当該外国語が母語として使用されている国における日常生活について理解し､その地域の特定の文
化的側面について知っている｡

D･外国語学習-の方向づけ･適応

18･生徒はどの国や地域において当該外国語が使用されているかを知り,国内外におけるビジネス,技術的､社

会･文化的見地からの国際的なコンタクトにおける､その外国語の重要性やその外国語が果たす役割につい
て理解している｡

19.生徒は,次のことについて理解している｡

･外国語習得のための目標

･これらの目標を達成するための､使用可能な手順やリソース

生徒は､自身の外国語習得過程において,目標に照らして自身の進歩を適切にモニターすることができる｡

(注) The Netherlands Ministry of Education and Science (1994:18-24)を筆者がEl本語に訳した.

中等教育(基礎教育課程)における1993年版の到達目標は､コミュニケーシ

ョン能力の育成を掲げた｢全体目標｣と｢コミュニケーション･スキル｣ ､ ｢補

償方略｣ ､ ｢社会文化的スキル｣及び｢外国語学習-の方向づけ･適応｣の4

つの領域に渡る19項目の目標から成る｡そこでは､ ｢リーディング｣ ､ ｢リス

ニング｣, ｢スピーキング｣､ ｢ライティング｣の4技能は｢コミュニケーシ

ョン･スキル｣の下位領域として位置づけられており､初等教育の到達目標と

同様に､話題､場面､言語機能に関する詳しい記述がある｡また､ ｢リスニン

グ｣と｢リーディング｣の領域ではテキストが満たすべき基準が述べられてい

る｡また､言語産出の際に求められる基準として､ ｢相手がその外国語の母語

話者であったり､異なる言語背景をもつ人々と会話をした経験が(ほとんど)

ない相手であっても､生徒は状況に適したやり方で､意図が大きな困難なく理

解されるように表現することができる｣ (目標10)という社会亭語的能力につ

いての言及がある(下線筆者) ｡また､文法的正確さについては､コミュニケ

ーションの妨げにならない程度に要求されるとした｡

続いて､中等教育における1998年版の到達目標を提示する(表12)
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【表12･中等教育(基礎教育課程)における到達目標(1998年版) 】

全体目標

生徒は次のことができる｡

言語の使用に関連して頻繁に起こる様々な状況において､できるだけ効率的にコミュニケーションを図るた
めに外国語を使用すること｡

･インフォーマルな,またはよりフォーマルな場面において､口頭と筆記,受容と産出の両面で外国語を使用
すること｡

･効果的なコミュニケーションを図ろうとする態度を養い､コミュニケーションの場面から楽しみを得ること
を通して,外国語が提供する視野･領域を正しく評価すること｡

･様々な場面において､外国語の限られた知識を口頭･筆記の両面で最大限に活用するために,方略を用いる
こと｡

その外国語が母語として使われている主な国々の社会や文化に関する洞察を得ること｡

･社会的なやりとりとの関連で､その外国語の役割と重要性に関する洞察を得ること｡

･進学､就職､レクリエーションを含む社会的活動に関する意思決定を助けるという観点から､その外国語の
知識とスキルを獲得すること｡

リーディング

1･生徒は･文構造や語嚢が単純な言語での指示,注意書き,警告､アナウンスの意味を理解することができる｡

2･特定の話題についての情報を得るタスクにおいて､生徒は,文構造や語嚢が単純な実用的テキストが関連す

る情報を含んでいるかどうか､また､その情報は何かを決定することができる｡加えて,生徒は情報を比較
することを通して結論を下すことができるo

実用的なテキストの種類は次のようなものである｡
･冊子

･パンフレット

･要項

･広告

3･生徒は情報を与える新聞記事や雑誌,物語､文学,文化的特徴の強いテキスト,私信などの要点を理解する
ことができる｡

ここで言うテキストは次の基準を満たすこと｡

･文構造や語嚢が単純で,最も重要な情報が理解可能な言語で明示的に提示されていること｡
･生徒の経験や発達段階に合ったものであること｡

･真正性があること｡できるだけ原典と同じ形で提示されたものであること｡

･私信は生活､学校､学習､仕事,インフォーマルな社会的やりとり､レクリエーションに関連する内容
であること｡

･男女両方にアピールする主題であること.

･オランダ人と移民の両方の若者にアピールする主題であること0

4･生徒は3･の基準を満たす長めの読み物を読む経験を得ること｡

5･情報を調べるとき･生徒は辞書,文法書､適切な外国語リソース.情報システム(電子化されたものと伝統
的なものの両方)を活用することができる｡

6･生徒は解釈のための補償方略を使うことができる｡
生徒は,

･既得の知識を活用することができる｡

･タイトル,見出し,テキストの構造,非言語的な情報を利用することができる｡

･文脈から語句の意味を推測することができる｡
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B.リスニング

7･生徒は交通,旅行の場面で出くわす,指示,警告､アナウンスなどの意味を理解することができる｡
これらの項目は次の基準を満たすこと｡

･文構造や語嚢が単純であること｡

･スピーチは明確に聞こえ､音にひどい歪みやノイズのないこと｡
･標準的なスピードであること｡

･強い社会的･地域的なまりのないこと｡

･真正性のあるものであること｡

8･生徒は､ラジオ､テレビ､電話による実用的なテキストから,天気予報,交過情報,番組案内などの関連す
る情報を選択することができる｡テキストが満たすべき基準は7.と同じ｡

9･生徒は,テキストが,男女を問わず､また移民であるか否かを問わず,彼らの経験に即し,彼らの発達馴皆

に即したものであれば､インタビューやモノローグ､物語的.文学的,文化的テキストにおける､主な部分

を理解することができる｡テキストが満たすべき基準は7.と同じ｡

10･生徒は､情報を与えるテレビ番組における主な点を指摘することができる｡

11･生徒は,解釈のための補償方略を用いることができる｡
生徒は,

･既得の知識を活用することができる｡

･身振り､ジェスチャー,その他の視覚情報などの非言語的情報を活用することができる｡

･イントネーションや感嘆詞などの言語的情報を活用することができる｡

･文脈から語句の意味を推測することができる｡

C･スピーキング(会話)

12･目標13.14.15.20.21.との関連で,生徒は彼らの言語能力を考慮して話す人の発話内容を理解することがで
きる｡

13･電話の使用や店,交通､銀行などで生じるような､予想できる,日常的なコミュニケーションに関連する状

況において､生徒は状況に適切なやり方で言語タスクを行うことができる｡
意図されるタスクは,

･情報を与える(尋ねる)こと

･意見を述べる(尋ねる)こと

･好みを言う(尋ねる)こと

･描写すること

･賛同,不賛同を表現すること

このような言語産出を行う際には､相手がその外国語の母語話者であったり,異なる言語背景をもつ人々と会話

をした経験が(ほとんど)ない相手であっても･生徒は状況に適したやり方で､意図が大きな困難なく理解され

るように表現することができるoこれが暗示することは,ある程度の表現能力,語嚢選択,発音の必要性であるo

文法的正確さは､その誤用がコミュニケーションの妨げにならない限りにおいて､誤りを避けることは要求され

ない｡生徒は話者の質問に対して､少なくとも1文を用いて意図を伝えることができる｡

14･性別や出身(移民であるか否か)を問わず､生活､学校･学習､雇用､インフォーマルな社会的やりとり.

レクリエーションに関連する,より予想しにくい状況において,生徒は状況に適切なやり方で言語タスクを
行うことができる｡

意図されるタスクは､

･情報を交換すること

･考え方や意見を交換すること

･好みを議論すること

･描写すること

･肯定的･否定的感情を表現し､聞くこと

このようなタスクを行う際には､ 13. で提示した基準を満たすこと｡
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15･生徒は,限られた言語能力でも,できるだけ効果的に会話に参加できるように,会話をコントロールするこ
とができる｡

生徒は次のことができる｡

･会話を始める(終える)こと

･ゆっくりと話すように頼むこと

･言ったことを繰り返すように頼むこと

･理解できない旨を伝えること

16･生徒は産出のための補償方略を用いることができる.

生徒は次のことができる｡

･描写(descriptions)を用いる

･当該外国語でそれは何と言うのかを尋ねる

･意味を尋ねる

D･ライティング

17･生徒は,彼らに関連する場面において少なくとも次の情報を書類に書き込むことができる｡
名前.性別,日付.国籍, IDの種類､住所

18･生徒は予約をしたり,旅行に関する情報を得るために､標準的な手紙やファックス,電子メールを書いて送
ることができる｡

19･生徒は,簡単な手紙･ファックス,電子メールを書いて送ることができるo

a･会合､訪問,その他のコンタクトを,アレンジまたはキャンセルする

b･感謝､挨拶,気持ちを伝える短いメッセージを送る

目標18.19.において,生徒は,相手がその外国語の母語話者であったり,異なる言語背景をもつ人々と会話をし

た経験が(ほとんど)ない相手であっても､状況に適したやり方で､意図が大きな困難なく理解されるように表
現することができる｡

E･言語と文化

生徒は､外国語を用いる際には､その外国語を母語とする国々の特定の特徴や雰囲気についての洞察があること
を示すことができる｡

20･生徒は､当該外国語を母語とする国々や地域,また,これらの国々や地域に特有な文化を知っている｡

21･状況に適切な慣習に従うことができる｡

22･生徒は次のようなタスクを適切に行うことができる｡

･会ったとき(別れるとき)の挨拶をする

･自己紹介をする,他者を紹介する

･挨拶,祝福､善意を伝える

･お詫びを言う,お礼を言う

･警告する

･承諾する､拒絶する

23･生徒はオランダやその他の地域における当該外国語の国際的な役割,商業的､技術的,社会･文化的な重要
性についての洞察をもち､描写することができる｡

(注)
The Netherlands Ministry of Education, Culture and Science (1998b‥21-25)を筆者が日本語に訳した｡

中等教育(基礎教育課程)における1998年版(現行)の到達目標は､ ｢全体

目標｣と｢リーディング｣､ ｢リスニング｣､ ｢スピーキング｣､ ｢ライテイ
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ング｣及び｢言語と文化｣の5つの領域に渡る23項目の目標から成っている｡

1993年版では独立領域として設けられていた｢補償方略｣は他の領域に埋め込

まれる形となった｡また､ 1993年版で設けられていた｢外国語学習-の方向づ

け･適応｣が1998年版では削除されているが､その目標が不要であると判断さ

れたわけではない｡そこで言及されていた｢外国語の役割と重要性についての

認識｣は1998年版では｢言語と文化｣に移動し､ 1993年版に示されていた｢生

徒は､自身の外国語習得過程において､目標に照らして自身の進歩を適切にモ

ニターすることができる｣という学習方略に関する目標は1998年版では一般の

教育目標に移動した｡その他の領域については1993年版とほとんど変わらず､

話題､場面､言語機能に関する詳しい記述やテキストが満たすべき基準につい

ての言及がある｡また, 1993年版と同じように､言語産出の際に求められる基

準として,社会言語的能力-の言及があり､文法的正確さについては,コミュ

ニケーションの妨げにならない程度に要求されるとした(目標13参照) 0

以上､これまでに提示した一連の到達目標の内容から見えてくる初等･中等

教育の｢連続性｣とはいかなるものであろうか｡少なくとも次の2つの点が指

摘できる｡

第一は,初等教育と中等教育の両方が共通して､話題,場面,言語機能を中

心としたシラバス-の志向性を表明しているという点である｡初等教育の英語

教育については1993年に先立って､ 1982年と1989年に､あくまで提案として

ではあるが､カリキュラム開発期間(SLO)が暫定的な目標を示していた(st｡kj

&Voortman, 1982;SLO, 1989)　それらはいずれもvanEk(1976)の"Threshold

Level"からの強い影響を受けたコミュニケーション志向の目標であった｡一方､

中等教育ではこの影響が文書に現れるのが遅れた1986年には下級普通中等教

育(MAVO) ､職業準備教育(VBO) (現在ではこの2つは統合されて､ [新]

職業準備教育(VMBO)となっている｡付録1参照)の学校種において修了試

験の規定が改訂されると､そこには言語機能を意識した記述があり､ van Ek

(1976)からの影響が見られる｡しかし､中等教育の全学校種へこの影響が拡大

したことを確認するためには1993年の到達目標の制定を待たなければならない｡

このことは何を意味するであろうか1980年代にはすでにオランダの外国語教

9　なお, 1982年時点ではライティング領域についての記述もあったが､
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育は概念･機能及び場面シラバスを中心としたコミュニケーション志向の外国

語教育-と変わり始めていたが､この傾向が1993年になってようやく初等･中

等教育(基礎教育課程)の両者において到達目標という形で公式化されたこと

を示している1986年当時から初等学校がコミュニケーション志向の英語教育

の導入に積極的であったのに対して,中等学校は1993年まではこの新しいアプ

ローチ-転換するためのインパクトある拠り所を与えられていなかった｡ 1993

年の到達目標の制定は特に中等教育側に大きな変革を促したと言える0

第二は,初等教育と中等教育の英語教育において扱う領域の違いが鮮明にな

ったという点である｡初等教育では,原則としてライティングは扱わず､口頭

能力の育成を中心的な課題とした上で,基礎的なリーディング能力と語嚢力を

育成することが目標となっている｡それに対して中等教育では､4技能及び文法

･語嚢力をバランスよく伸ばすことが目標である｡また､初等教育の目標にお

いては異文化理解と社会言語的能力に関する内容は特に言及されていないが､

中等教育の目標ではこれらの側面についての言及がある｡異文化理解について

は, ｢当該外国語が母語として使用されている国における日常生活について理

解し､その地域の特定の文化的側面について知っている｣ (1993年版の目標17)

という言及や､ ｢その外国語が母語として使われている主な国々の社会や文化

に関する洞察を得ること｣ (1998年版の全体目標)という言及がある｡社会言

語的能力については､ ｢相手がその外国語の母語話者であったり､異なる言語

背景をもつ人々と会話をした経験が(ほとんど)ない相手であっても､生徒は

状況に適したやり方で､意図が大きな困難なく理解されるように表現すること

ができる｣ (1993年版の目標10及び1998年版の目標13)という言及がある｡

さらに,中等教育の目標には, ｢自身の言語知識やその使用が充分ではない場

合に,コミュニケーションの要求を満たすための方略を用いることができる｣

(1993年版の目標16)という言及や､ ｢様々な場面において､外国語の限られ

た知識を口頭･筆記の両面で最大限に活用するために､方略を用いること｣

(1998年版の全体目標)という方略についての言及があることも初等教育の目

標との大きな違いである｡

これまでの記述を通してすでに明らかなように､ ｢連続性｣の実現には均質

化志向と分化(差異化)志向の両方が可能である｡すなわち､到達目標の制定
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によって,初等･中等教育の両方が話題､場面､言語機能を中心としたシラバ

スへの志向性を表明することで教育的なアプローチの溝を埋め,同時に,初等

教育が扱う領域と中等教育が扱う領域を明確にすることによって両者の役割が

無秩序に交錯することを防いでいると言える｡

しかし､オランダの到達目標に問題がないとは言えない｡先にも述べたよう

に､初等教育の到達目標はあまりにも記述量が少ないため､方法論の研究や教

材開発､あるいは教員養成プログラムの整備の指針として充分に機能しない恐

れがあるからである｡まして,初等学校教員の実践の指針としてはほとんど役

に立たないであろう｡また､初等教育で最低限どの程度の英語力をつけること

を目標とするのかが未だに明らかになっておらず1 1993年版では明示されてい

た話題､場面､言語機能とそれに関連する語嚢が1994年以降の到達目標から削

除されたことで,この点はむしろ不透明になっている｡しかし､この事実は矛

盾を孝んでいる｡なぜなら､オランダの初等教育における英語教育は中等教育

における学習の基礎となる｢コミュニケーション能力の育成｣を目的として掲

げており,ほとんどの学校で週1回2年間に渡る英語教育が行われているから

である｡仮に,初等教育においてはスキルの育成を目指したいわゆる｢英語教

育｣は行わず､専ら英語に親しむことのみを目的とするのであれば､目標とす

る学力レベルを規定する必要はない｡しかし､初等教育における英語教育が中

等教育の基礎として位置づけられている以上は､中等学校教員が初等教育にお

ける児童の学習結果を基点として積み上げていくという教育理念を実現するた

めに､初等教育で最低限身につけることが望まれる学力レベルを規定すること

は必要である｡前節で扱ったNAPの提言28 (p.34)をはじめ,連携改善のため

に到達目標制定の必要性が繰り返し強調されてきた理由は､まさにこの点にあ

ると言わなければならない｡しかしながら､先にも述べたように､初等教育に

おけるカリキュラムの内容がオーバーロード気味であるという制約と､学力を

一律に規定することは望ましくないとする｢教育の自由｣の原則に裏打ちされ

た政治的･行政的な制約がある｡このような制約の中で､学力の規定に関わる

問題をどのように扱うかが今後の課題であると言える｡
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第2項　方法論の整備

オランダには方法論に関して国家レベルの規定はなく､実際には､研究者や

教員養成担当者のコミットメントを得てまとめられたsLOの出版物が国全体に

実質的な影響を与えている｡これらの文献群は到達目標の改訂に合わせて改訂

されるため､最新の到達目標との｢結束性｣を充分に意識したものとなってい

る｡また､到達目標に基づいて開発された最新の教科書を実例として用いなが

ら方法論の解説を行っており､教材との強い｢結束性｣をもっている｡さらに､

これらが初等･中等学校教員養成機関において広く使用されることによって､

教員養成プログラムのト貫性｣を高める役割を果たしている｡

初等教育における英語教育の方法論を解説した代表的な文献として､ van

Barneveld et al. (1993)､ Oskam (1995; 2000)､ Bodde-Alderlieste et al. (2001)など

がある｡これらに共通する枠組みは4馴皆モデル(Four-phaseModel)と呼ばれ

るものであり,元々はKwakernaak (1981)などの先行研究をもとに, van

Berneveld&vanderSanden(1987)が提唱したものである｡それによると､児童

は､復習をしたり､既存の知識を活性化させたりするなどして理解活動-の準

備をした後(段階1｢イントロダクション｣),リーディングまたはリスニング

のテキストを通して新出事項が導入され､多肢選択式の問題に取り組むことに

よって新出事項を理解する(段階2 ｢インプット｣ ) ｡そして､問いに対して期

待される反応があらかじめ決まっている｢閉じた｣言語使用状況における言語

産出活動を行うことによって新出事項の理解を深め(段階3 ｢練習｣ ) ､問いに

対して期待される反応があらかじめ決まっていない｢開かれた｣言語使用状況

における言語産出活動を行うことによって､新出事項と既習事項との統合を図

る(段階4｢発信｣)0

初等教育における各段階の具体的な活動例としては､ Bodde-Alderlieste et al.

(2001)が次のようなものを提示している｡段階1 ｢イントロダクション｣の活

動としては,あるテーマ(例えば動物)に関して知っている単語を児童に発表

させて黒板にまとめたり､児童の身の周りにある広告の切り抜きなどを持参さ

せ､その中から英語で言えるものを画用紙に貼り付けていくなどの活動が挙げ

られる｡段階2 ｢インプット｣の活動としては､道案内に使う表現や時間の言い
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方についてのモデルの提示や,簡単な問い(4コマのストーリーの結末などにつ

いて)を与えたリスニング活動などがある｡なお､この段階における発問はあ

くまでも内容理解の確認のためのものである｡段階3 ｢練習｣から段階4｢発信｣

にかけての産出活動では, TPR (TotalPhysicalResponse)などの言語によらない

一定の反応を要求するものから､ある定型会話文をそのまま再生させるもの,

会話の流れのみを指定して表現は指定しないものまで､徐々に反応及び発話の

自由度を上げていくことになる｡このうち,最も発話の自由度が高く､かつ､

現実のコミュニケーションにより近い状況を設定した活動として､ Taaldorp

(Languagevillage‥ ｢言語村｣の意)という活動が紹介されている｡教室を外国

に見立てて､設定された8つの場面(通りで､病院で､学校で､など)におけ

るロールプレイを順に行う｡その際､各場面で設定されたタスク(タスク自体

はオランダ語で指示･説明されている)に合う英語表現を自分で見つけて会話

を進めていく必要がある｡どうしても適当な表現が浮かばない場合は,表現例

を確認できるようなコーナーが別に設けてあり､これを参照した後､元の場所

に戻って会話を続けるようになっている｡

一方､中等教育の基礎教育課程における英語教育の方法論を解説した文献と

しては､ Staatsenetal.(1994; 1998)が代表的である｡そこではCandlin(1981)の

エクササイズの4段階が基本的な枠組みとして取り上げられており､エクササ

イズの段階的な導入が説明されている｡まず､生徒はリーディングまたはリス

ニングテキストに関する多肢選択式の問題に取り組むことによって､言語的側

面を含めた内容を理解する(段階1 ｢情報の組織化｣ ) ｡そして､問いに対して

期待される反応-の統制を徐々に弱めながら､様々な場面や言語的側面を含む

言語産出活動を行うことによって､コミュニケーションスキルの育成と深化を

図った上で(段階2 ｢スキルの注入｣及び段階3 ｢スキルの育成｣ ) ､生徒の自

由な言語産出活動につなげていく(段階4 ｢スキルの使用｣ ) 0

中等教育における各段階の具体的な活動例としては､ Staatsenetal. (1998)や

Candlin(1981)が次のようなものを提示している｡段階1 ｢情報の組織化｣の活

動としては,短い映画を見させた後､誰が何を言ったのかを確認する活動が挙

げられる｡他には､ True-Falseエクササイズなど､内容から直接解答が導かれ

るもので､あらかじめ選択肢が与えられているような種類のものはこの段階に
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含まれる｡この段階のキーワードは｢理解｣であり､発問はテキストの内容理

解を確認する目的に限られる｡段階2 ｢スキルの注入｣の活動としては､置き換

え表(substitutionTable)を用いた発話練習やテキスト内容の復元作文などが典

型的である｡その際の反応は､シミュレートされた場面において､与えられた

表現や語嚢の中からいくつかを選択して｢再生｣されたものであるため､期待

される反応-の統制は非常に強いと言える｡それに対して,段階3 ｢スキルの育

成｣においては,制限作文や要約などが含まれ､引き続きシミュレートされた

場面ではあるが,表現や語嚢の選択がより自由である｡そして,段階4 ｢スキル

の使用｣においては､自由作文やディスカッション,スピーチなどが挙げられ

る｡あらかじめいくつかの表現例が提示される場合もあるが､段階2及び段階3

におけるエクササイズのようにその内容や言語の使用を強制するものではなく,

生徒の自由な言語産出活動を支援する役割を果たす｡

以上､両者の段階モデルは､ともにコミュニケーション能力の育成を一義的

な目標にしたものであり､理解から産出-､統制の強いエクササイズから統制

の弱いエクササイズ-､という過程に沿ってほぼ並置することができる(表13)｡

初等･中等教育の英語教育における方法論の根幹に関わる基本的な考え方を類

似させることによって｢連続性｣を高めようとする意図がうかがえる0

【表13･初等教育と中等教育(基礎教育課程)における段階モデルの比較】

初等教育 中等教育 (基礎教育課程)

段階 内容 段階 内容

1一イ ン トロ W arm -up､ 既得知識 の活性化 ､

ダクシ ョン 動機づけ､ 復習

2●イ ンプ ッ ト リーデ ィングまたは リスニ ン 1●情報の組織化 多肢選択 ､ マ ッチン グ

グテキス トを通 した新 出事項 等 に よるテ キス トの受

の導入と理解 動的理解
3●練習 主に新 出事項に関す る ｢閉 じ 2●スキルの注入 強 く統制 され た文脈 に

た (closed) ｣ 言語産出活動 お ける再生 的言語産 出

活動

3l スキルの育成 弱 く統制 され た文脈 に

おける言語産出活動
4●発信 新出事項 と既習事項 を統合 し 4■スキルの使用 自由な コミュニケー シ

た ｢開かれ た (open) ｣ 言語

産出活動､ (学校外にお ける)

応用

ヨン活動
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第3節　教材開発･教員養成領域の方策

本節では､Johnson(1989)の段階3｢プログラムの実施｣に属する方策として､

教科書の整備(第1項)と教員養成プログラムの充実(教員の資質･能力に関

するガイドラインの設置と初等･中等教育連携のための教員養成プログラムの

開発) (第2項)を取り上げ､その内容を検討する｡

第1項　教科書o)整備

オランダにおいては､ ｢憲法｣第23条で保障された｢学校教育の自由｣の原

則があるため､政府は教材の作成-の関与を許されず､教科書の検定制度も実

施できない(小林1997:112-113,本章第2節第1項参照) ｡したがって､教科

書の作成と選定は市場原理と学校の裁量に委ねられている｡ただし､市販の教

科書は新しい政策や動向に忠実に従らている(竹内他,1999:73)ために,教科書

の内容やそこに含まれるエクササイズの特徴は時代の流れを強く反映している｡

1993年以降は､国が定める到達目標(Kerndoelen)が教科書の作成に大きな影

響を与えているため､到達目標の改訂の時期に伴って新しい教科書が作成され

る傾向がある｡教科書は完全に市場原理にさらされているために､一般的に言

って教科書の値段は高い｡多くの学校は､学校経費でまとめて買った教科書を

生徒に貸し出す方式を採っており,同じ教科書が次の年度には別の生徒に使用

されるoそのため,学校が一端採択を決定した教科書は比較的長く使われる傾

向がある｡

オランダの初等･中等学校における英語授業場面では,ほぼ全ての教員が少

なくとも1種類の教科書を使用しており､授業時間の大部分を教科書や付属の

ワークブックの活動に費やすことから､教科書の果たす役割は非常に大きいと

言える(Oostdam&Rijlaarsdam,1995:35)教科書のタイプとして､テキスト本

文や言語材料の提供を主とし､言語活動の提供が少ないものと,言語活動(機

械的な活動も含む)まで含めて提供しているものがあるが､オランダの教科書

は後者の特徴を有する｡特に中等教育の低学年においては､ワークブックに提

供された言語活動を消化する作業が授業時間のほとんどを占める｡これに対し

56



ては､授業を組み立てる意思決定者としての教員の役割が充分に果たされてい

ないとする関係者の批判があるが､教員は授業で扱う多くの言語活動の特徴や

配列から教材作成者の意図を汲み取ることができるという側面もある｡教科書

に対する教員の受身的な態度についての是非はともあれ､オランダでは,教員

の教科書-の依存度が高いため､初等･中等学校の｢連続性｣を考慮した教科

書の整備は､ Johnson(1989)の段階4 ｢教室における実践｣における教授･学習

行為の｢連続性｣の実現を補助する強力な手段となることが期待された｡

初等教育に英語教育が導入された1986年から現在までの教科書の変遷をみる

と､ ｢連続性｣の実現度という観点から3つの時期に区分できる(図1) 0

【中等教育1

【初等教育】

■↓ ↓

文 法 志 向 コ ミュ ニ ケ ー シ ヨ,ン志 向

第 1 期 第 2 期 第 3 期
混 沌 期 移 行 期 安 定 期

コ ミュ ニ ケ ー シ ョン志 向 コ ミュ ニ ケ ー シ ョン 志 向
(第 1 波 ) (一 部 文 法 志 向 ) (第 2 波 )

↑ ↑

桝6年r英語教育必修化) 1993年㈱ 1998･ (Sli　　　　　　　　-現在

【図1英語教科書の変遷】 (Bodde-Alderlieste & Rijpstra-Veenhoven, 1999:7に一部加筆)

第･1期(混沌期)は1986年1993年､すなわち初等教育-の英語教育導入か

ら中等教育-の基礎教育課程導入までであり,初等教育と中等教育の教科書の

｢連続性｣が最も悪かった時期である｡初等学校用の教科書の多くが概念･機

能及び場面を中心としたシラバスに基づくコミュニケーション志向のものであ

ったのに対して､中等学校用の教科書は伝統的な文法志向ゃものが中心であっ

た.この時期の代表的な初等学校用教科書はEngels Basisonderwijs (1983)と

Real English (1985)であり､一時は両者を合わせると市場の50%程度を占める

までに至った｡前者は明確にコミュニケーション重視の教科書､後者はコミュ

ニケーション重視でありながら,文法を中心とした伝統的なアプローチを折衷

した教科書であった(Oskam,1995) ｡両者に共通する特徴としては､ある特定

の場面で必要な表現とそれに関連する単語を学習し､それを使らての会話練習
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(特に定型会話)を行うというパターンが多いことが挙げられる｡初等学校の

教員にとって英語は新教科であり､その教え方に不安をもつ者が多く,特定の

教科書に忠実に従って授業が展開されることがほとんどであった｡同時期にお

ける中等学校の代表的な教科書にはUnicorn (1987)やInFocus (1990)がある｡

一部において概念･機能シラバスの影響がみられるものの､どちらも文法を中

心としたシラバスに基づいており､ワークブックには言語形式の学習を目的と

したエクササイズが多く含まれていた｡

第2期(移行期)は1993年から1998年までの期間であり､ 1993年に制定さ

れた到達目標の強い影響を受け､中等学校用の教科書が一気にコミュニケーシ

ョン志向に傾いた｡その結果､この時期の教科書には特に初等･中等教育の｢連

続性｣を言匝った教科書はなかったものの､アプローチの上では初等学校用の教

科書と中等学校用の教科書は共通した特徴をもつよう､になった｡初等学校用の

教科書は第1期のものが引き続き広く使われ､中等学校ではStepping Stones

(1992)､ Interface(1996)などの教科書が広く使用された｡前者は､タイトルにも

なっている｢踏み石｣と呼ばれる主に言語機能に焦点をあてたコラムを各セク

ションの随所に埋め込んでいる｡後者も各課のメニューの中にその課で学習す

る概念･機能及び場面を明示的に提示しており､初等学校用の教科書と同じ特

徴を際立たせることによって｢連続性｣を高めた｡また､これらの教科書には

真正性の高い教材(Authentic Materials) (例.広告､新聞のテレビ欄､店の看

板,商品のラベル､出入国書類など)が多く見られる｡これは､望ましいテキ

ストの基準として｢真正性｣というキーワードが盛り込まれた中等教育の到達

目標との｢結束性｣をもたせた結果である｡真正性の高い教材は､学習者の興

味を引き出すと同時に, ｢オランダ社会で英語が果たす役割｣について注意を

向けさせるというねらいがあり(小林1997:117) ,そのようなねらいは初等教

育と中等教育の到達目標の両方に明示されている｡したがって､この点におい

ても｢連続性｣を高める配慮がうかがえる｡

第3期(安定期)は1998年以降であり､本格的に初等･中等教育の｢連続性｣

を盲匝った教科書が出現してきたJunior(1998) (初等学校用)はInterface(1996)

(中等学校用)と,　　　　　　(初等学校用)はWorldwide(1997) (中等

学校用)と､ Bubbles (1998) (初等学校用)はFullSwing(1998) (中等学校用)
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(Full Swingは後に販売不振のため市場から撤退)と､それぞれ同じ出版社に

よって初等･中等教育の｢連続性｣を考慮して作成された｡ ｢連続性｣の実現

のための具体的な配慮についてはN Junior(1998)とInterface (1996)を例にと

って検討する.なお､これ以降の記述はJuniorの著者から直接得た情報をもと

にしている(F. Lelieveld, personal communication, March 20, 2002)

教科書の構成については､初等学校用教科書Juniorは各課が6つのセクショ

ンで構成され､セクション1と2が｢Discovery｣ (学習内容の提示) ､セクシ

ョン3が｢Tunein｣ (リスニングを中心とした理解)､セクション4が｢Incontext｣

(リーディングを中心とした理解) ､セクション5が｢Interaction｣ (スピーキ

ングを中心とした情報伝達) ､セクション6が｢Inpractice｣ (学習内容の深化

･応用)という構成になっている..一方､中等学校用教科書Interfaceは各課が

5つのセクションで構成され､セクション1-3が｢Discovery｣ (学習内容の提

示) ､セクション4が｢Incontext｣ (リーディングを中心とした理解) ､セク

ション5が｢Interaction｣ (リスニングを中心とした理解)となっているInterface

の構成は､あたかも言語産出活動が含まれていないような印象を与えるが､

｢Discovery｣のセクションにおいて､文法･語嚢や会話表現などを学習する機

械的なエクササイズの後､比較的自由度の高いスピーキング､ライティング活

動を置いている｡

このように､これら2種類の教科書の構成を比較すると,一部のセクション

の名称と内容にずれがあるなどの細かな違いはあるが､多くの構成要素が共有

されていることがわかる｡この他､会話表現のまとめをする｢Speaker'sCorner｣

や語嚢のまとめをする｢NewWords｣といった構成要素も共有されている｡

またNJuniorとInterfaceではともにプロセスを重視した活動が強調されてい

る｡例えば､両教科書におけるリスニングエクササイズでは､大局的な理解か

ら局所的な理解-と徐々にテキストの理解を深める構成をとっている｡そして,

各課(または各セクション)を通じた活動の組み立ては明らかに本章第2節で

触れた段階モデル(表13,p.55)を反映したものとなっており､方法論との｢結

束性｣をもたせている｡学習者は､ 2つの教科書を通して含まれている構成要素

と活動に慣れ親しみながら学習を進めることができるようになっている｡

｢連続性｣ -の配慮はテキスト本文にも現れている｡同じ著者がJuni｡rと
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Interfaceの対話文の執筆に携わっており,そこに提示されている対話文はユー

モアに富み､わかりやすく､ストーリーに予測できないような｢ひねり｣が加

えられているという共通の特徴を有する｡また,どちらの教科書においても､

対話文のレコーディングは実際に学習者と同年齢の英語母語話者の子どもたち

によって行われている｡

JuniorとInterfaceには相違点もある｡ Junior ′にはInterfaceよりも多くのグ

ループ活動が取り入れられている｡これは､初等学校ではクラス全体での活動

が多く､中等学校では個別学習が多いという教室場面の一般的な特徴に沿った

ものである｡各セクションの長さもかなり異なる｡初等学校では英語の授業は

たいてい週1回45分程度であるのでNJuniorではそれぞれのセクションが1時

限で達成できるように分量が短く調整されている｡文法やライティングについ

てはInterfaceの方がJuniorよりも大きく扱っているという違いがある｡本章

第2節で触れたように､初等教育の到達目標には文法やライティングに関する

言及がないことを考え合わせれば､この違いは到達目標との｢結束性｣をもた

せた結果であると言える｡

題材についてはJuniorの方がInterfaceよりも伝統的で即物的なもの(例.

友達､家族､食べ物･飲み物､衣服,住居､日付と時間､道順､買い物,趣味

など)を全体として多く含んでいる.これらの題材の中にはInterfaceにも再度

登場するものがあるが､学習者の発達段階と語嚢量を考慮して､これらの題材

が単独で課を構成したり即物的な扱いをされたりすることは少なくなっている｡

語嚢の側面に関しては､ Interfaceは不必要な繰り返しを避けるために､学習

者はすでに550語の基本語(付録2参照)を学習したものとして作成されてい

る｡この基本語は初等学校の到達目標をもとに選定された150語､広く使用さ

れている初等学校用英語教科書から選定された250語を含み､これに150語の

機能語を加えたものであるJuniorではこれらの550語が確かに導入されるよ

うに注意が払われている｡

まとめて言えばNInterfaceを特徴づけている要素はJuniorにも多く含まれて

おり,テキストの特徴や活動の組み立てを類似させる一方で,学習者の年齢､

初等･中等教育の到達目標,教室場面における状況に合うように､活動形態､

分量､技能の重みづけ､題材､語嚢などを調整している｡
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第2項　教員養成プログラムの充実

1･教員の資質･能力に関するガイドラインの設置

初等学校教員の養成は､高等職業教育(HBO) (付録1参照)の初等学校教

員養成機関で行われる｡修業年限はフルタイムで4年､パートタイムで6年で

ある｡卒業者には､初等学校ですべての教科を教える資格が与えられる(文部

省1995:88)　このうち､英語を教える資格については､ 1982年に政府が全て

の初等学校現職教員に英語を教える資格を与えて以来,仮に初等学校の教員養

成機関で英語教育関連モジュール10が必修になっていない場合でも､卒業と同

時に英語を教える資格が与えられる体制になっている｡本章第1節で言及した

NAPにおいては､このような事態が憂慮され､ 1990年､初等学校教員養成機関

における英語教育関連モジュールの充実が提言された｡

中等学校教員の免許は1級免許と2級免許に分かれ､1級免許教員はすべての

校種における全学年を担当できるのに対し､2級免許教員は大学準備教育(vwo,

6年制)の上級3つの学年と上級普通中等教育(HAVO, 5年制)の上級2つの

学年を担当できない｡英語科を含む普通教科担当の2級免許教員の養成は､高

等職業教育(HBO)の中等学校教員養成機関で行われ､修業年限はフルタイム

で4年､パートタイムで6年である｡卒業後は, 1教科を教える資格が与えられ

る｡ 1級免許の坂得には, 2級免許取得後､高等職業教育(HBO)でさらに3年

間の課程を履修するか､大学卒業後､大学院で1年間の課程を履修することが

必要とされる(文部省1995:88)

明らかなように､制度上､初等学校の教員は仮に何の訓練を受けていない場

合でも英語を教える資格を得ることができる｡教員養成プログラムの中に英語

教育に関連するモジュ⊥ルをどの程度含めるかについては､各教員養成機関に

委任されており､初等教育における英語教育に対して積極的な姿勢をもつ機関

とそうでない機関との間で格差が広がっている｡本章第1節第2項において言

及したNAPの提言30 (pp.34-35)において､教員の資格･資質に関するガイド

ラインの設置が提案されたことには､教員養成プログラムのトー貫性｣を高め､

このような格差を埋めるねらいがあった｡そして､ガイドラインの設置につい

10 ｢モジュール｣とは科目の履修単位のことであり､ lモジュールは40時間である｡

61



て中等学校教員をも視野に入れたことには､初等学校教員と中等学校教員が英

語を教える際に求められる資質･能力の違いを浮き彫りにするねらいがあった

ものと思われる｡以下､初等学校教員養成機関と中等学校教員養成機関に対し

て提案されたガイドラインを提示した上でその内容を検討し,初等･中等教育

における英語教育にどのような連携が意図されたのかについて考察する｡

1997年､初等学校で英語を教える教員が身に付けるべき資質･能力について

表14のようなガイドラインが提案された(SLO/VSLPC,1997) ｡そして､翌年

には, PmL (ProcesmanagementLerarenopleidingen)から表15のようなガイドラ

インが提案された(pmL, 1998a)

【表14･初等学校教員の資質･能力に関するガイドライン(SLO/VSLPC) 】

言語運用 1● 初任者は､ 国の到達 目標 (K erndoelen) に示 された教科内容 についての授業を行 うため

能力 に関 に､ 英語の発音､ 文 の組み立て､ 綴 り､ 語嚢 について充分な能力を もち､ 英語 で授業 を

して 行 うことができる○

教授法 ●教 2● 初任者は言語習■得 (特に外 国語習得理論 と､ その理論の 10- 12 歳 の児童への応 用) に関

科 内容に す る最 も重要な理論や､ 第 2 言語 としてのオランダ語教育 との類似 点､ 相違点､ 多言語

関 して 使用児の特殊な位置づけ､ また､ 中等学校英語科のシラバ スとの重複 に■関する問題につ

いての知識 をもつている○彼 (女) は､ 情報 を与える英語 のテキス トを読んだ り語の意

味 を理解 しようとす るときに児童が使 うことのできる方略 を理解 してい る0 また､ 教科

領域の情報 コミュニケーシ ョン技術に関す る最近の進歩を認識 してお り､ これ らを授業

に統合す ることがで きる0

3● 初任者 は､ 言語習得理論や外国語の■学習段階モデルに基づ く多彩で効果的 な授業を行 う

ことによつて､ 児童の英語学習 を促進す ることができる0

口頭言語スキル

受容 ●産出語嚢 ､ インターラクシ ョン､ リスニング方略の発達に焦点をあて ることができるQ

リーデ ィングスキル

リーデ ィングスキルの発達 と口頭言語 スキルの発達 との関係 を理解 し､ 個々の言語習得機会

の活用の仕方 を知 つている0 書かれ た簡単なテキス トにおける情報を獲得 し､ 加工す るため

の方略を児童に教えることができる0

教育実践 (児童の) 特徴 と発達段階

に関 して ● 授業 で用い る話題 は児童が潜在的に持つてい る語嚢 に基づ くものであること0 児童は学校

外で ある程度の英語 を学習 してい ることから学力差が生まれ てお り､教員は これを考慮 に

入れ ること○ ロール プレイやゲーム､ 歌､ 口頭 ●文書テキス トなどを用いた､ さま ざまな

学習活動を提供することによつて､ 児童の言語発達 に合わせた英語 の授業を行 う0

授業の準備

● 新任教員の教科 としての英語に対す る肯定的な態度は児童 の授業への動機づ けにな る○教

員は他教科 にお ける英語の役割や､ オランダ語 と英語の関係 について認識 してい る○教員

は 目標 グル ープに応 じて教材を調整す ることが できる0 真正性 のある教材を用 いて授業 を

組み立てることができる○

教育環境 (形態) の創 造と組織

● 教員は､ 一斉学習､ 個別学習､ グルー プ学習などで､ 児 童が英語 を読み､ 話 し､ 聞 くため

の教育的な学習環境 を創造する0 効果的な英語教授 は入手可能 な時間において行 われ る0

教員は 4 段階モデルに基づ く授業 を準備 し､ 行 うことができるO
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教授法とメディアの活用

･潜在的な語嚢知識を活性化するときには,受容的情報処理やさまざまな言語状況における

練習が適応性のある指導の一部を形づくる.児童は英語を社会や環境の中で認識させられ

る｡授業中は､視聴覚機器その他の情報メディアシステムが効果的に使用される｡

学力差-の対応

･差異化は児童に与えられるタスクや指導レベルにおいて図られる｡教員は児童がさまざま

な学習環境で学習できるように､グループの構成に変化をもたせる｡

指導上の方略

.子どもは安全でやりがいのある快適な環境があって初めて英語で自己表現をしようとす

るo教員は言語習得･教授法の歴史を認識し,状況の理解に基づき,コミュニカティプア
プロ-チを選択する｡

教育評価

･英語のスピーキング,リスニング､リーディングの進歩は､インフォーマルな言語産出と

様々な受容的処理活動によって評価される｡活動の基礎は常にコミュニケーションにおか
れるべきである｡

教育実践

のコンテ

クストに

関して

専門性の発達

教員は教科書に含まれる教材を概念的カリキュラムや自身の仕事概念に適用することが

できる｡教員は発音,流暢さ､語嚢の各側面での自身の欠点を認識し,自身の学習の必要
性を明確に述べることができる｡

他者(同僚)との関係

･教員は核となる目的の適切な実現に焦点をあてる｡英語の概念的カリキュラムについての

彼(女)の知識に基づいて､教科書や教授法の選択,チームの会合(第2言語としてのオ

ランダ語との連携) 児童の進歩についての議論や質的ケアに貢献するこ とができる｡
(注)原典(SLO/VSLPC, 1997:42-44) が翻訳家(A.Daraban)によって英訳されたものを筆者が日本語に訳したo

【表15･初等学校教員の資質･能力に関するガイドライン(PmL) 】

知識とス■キル 1● 教員は初等学校で英語の授業ができるだけの､ 英語の発音､ 文の組み立て､ 綴 り､ 語

嚢の能力をもつ0 また､ 教授言語 として英語を使 うことができる0

2● 教員は言語習得に関する最も重要な理論､ 母語習得や第 2 言語としてのオランダ語習

待との類似点､ 相違点､ 多言語使用児の特殊な位置づけを知つてお りヾ学習段階モデ

ルを外国語教育に適用することができる○教員は児童の既得の知識を授業に統合する

ことができ○受容的 ●産出的言語使用を区別し､ 読んで情報を得るときに児童が用い

ることのできる方略について認識 している0

教科概念 3● 教員は英語教育に関する自■身の概念的カリキュラムを述べることができる○教員は学

習段階モデルを他q)琴育的概念の文脈に位置づけることができ､ 初等学校用の教科書

●教授法に批判的に応用することができる0 教員は例えば多言語使用児を含むクラス

などでは､ 目標グループに応 じて概念的カリキュラムを変えることができる○

実践知識 4● 教員は初等学校における効果的な英語教授に必要な､ 教科､ 教育､ 教授 ､ 及びコンビ

ユータ関係の知識をもつている○そこでは教員はこの領域における最新の成果を知つ

ていること0 小さな子どもに外国語を教えるアプローチによつて､ 教員は英語学習を

促進するために必要な､ 学習への積極的な態度や自信を児童に与えることができる0

(注)原典(procesmanagement Lerarenopleidingen (PmL) , 1998a‥119)が翻訳家(A. Daraban)によって英訳されたもの
を筆者が日本語に訳した｡

この2つのガイドラインは内容的に共通する部分が多く,相互に矛盾するよ

うな内容は含まれていない｡教員の言語運用能力に関わる領域の記述は粗く,
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不充分であると言わざるを得ない｡しかしながら､ ｢発音｣, ｢文の組み立て｣､

｢綴り｣ ､ ｢語嚢｣についての言及があり,初等教育の到達目標に言及されて

いた｢発音｣と｢語嚢｣についての言及が含まれているという点で､完全にで

はないが初等教育の到達目標との｢結束性｣があることに注目したい｡また､

教授法や教科内容に関わる領域おいては､ ｢学習段階モデルに基づく多彩で効

果的な授業を行うこと｣ (表14の項目3) ､ ｢4段階モデルに基づく授業を準

備し,行うことができる｣ (表14の｢教育環境(形態)の創造と組織｣) ､あ

るいは｢学習段階モデルを初等学校用の教科書･教授法に批判的に応用するこ

とができる｣ (表15の項目3) (ここでは本章第2節第2項で触れた段階モデ

ル(表13,p.55)を指している｡ )という文言が含まれており､方法論との｢結

束性｣をもたせようとする明確な意図がうかがえる｡その他､リスニング方略

やリーディング方略-の言及があるが､この点については初等教育の到達目標

との一致を確認することができない｡なぜなら､現行の到達目標では､中等教

育の到達目標のみにおいて方略に関する言及があるからである｡今後は､この

点についての｢結束性｣を明確にするために,初等教育の到達目標に方略に関

する記述が盛り込まれる可能性がある｡

1998年にSLOは､このようなガイドラインの影響力を高めるために,上記の

ガイドラインに沿った4モジュール(160時間)を基本としたカリキュラム作成

の手引書primary English (Bodde-Alderlieste et al., 1998)を初等学校教員養成機

関向けに出版した｡その中では､中等教育との連携というテーマを中心に据え

た科目の設置も提案されている｡しかしながら,現在までのところ初等学校教

員養成機関における英語教育関連モジュールの扱いは全体的に低調である｡

Bodde-Alderlieste et al. (1999)の実態調査によると､初等学校教員養成機関のう

ち､ primaryEnglishが提案する4モジュールを実施しているところはほとんど

なく,英語教育関連のモジュールが必修になっていない場合や､全く実施され

ていない場合が見受けられた｡英語教育関連のモジュールを教員養成プログラ

ムの中にいかに確実に位置づけていくかが引き続き今後の課題となっている｡

一方､ほぼ時期を同じくして､中等学校教員養成機関向けにも同様にガイド

ラインが設置された(pmL,1998b) ｡それは次のようなものであった(表16)

64



【表16･中等学校教員(2級)の資質･能力に関するガイドライン(PmL)】
教育準備 に 1● 教育環境 を組織す る際に､ 言語産 出の過程に関 しては､ 最 も重要な心理言語学的洞察を

関 して 応用する■ことができるO

2● 教育環境 を組織す る際に､ 入手可能な言語の加 工に関 しては､ 受容的 ､ 知覚的な心理学

か らの最 も重要な洞察を応用することができる0

3● 教育環境 を組織す る際に､ メタ認知的機能に関 しては､ 認知心理学か らの最 も重要な洞

察 を応用す ることができる0

4● 教育環境 を組織す る際に､ 言語習得論か らの最も重要な洞察を応用するこ とができる○

5● 外国語学習に関 しては､ 最 も重要 な学習 スキル を応用す ることがで きる0

6 . 外国語学習に関 しては､ 最 も重要な学習技術の発達を描写することができるO

7● 学習スキルや情報スキルの不足､ 不適切な学習態度な どに起因す る学習上の問題 を診断

し､ 処置をすることがで きる○

8● カ リキュラム開発の理論 を援用 し､ 言語 スキルの ､ ある与え られたスター トレベル と到

達 レベル に合つた適切な方法を琴択 し､ 実行す ることができる0

9■ 教員のチームの中で､ 学習者グループの特徴､ 言語及び国や コ ミュニティに関す る知識

を習得 ■獲得す るための学習スタイルの多様性を認識す ることに貢献す ることができる0

10●教員主導､ 教員 ●生徒主導､ 生徒主導 といつた教育アプ ローチに沿つて､ 異なる形 の指

導､ 学習活動 ､ ガイダンスを適用することができる0

11●教育 目標や学習活動に照 らして (コンピュータ教材 を含む)■教材の効果 を分析す ること

ができる○また､ 必要であれば既存の教材を 目標 グループのニーズに合 うように調整す

ることがで きる○

12▼職業教育の分野における外国語教育によつて満た され るべき､ コンピュー タを用 いた教

育の必要性 を述べ ることができる○

13● ワープロソフ トなど､ 言語に特化 した電子機器 を､ この領域 における進歩 と並行 して活 ■

用することができる0

活動 目標 (14 .- 16 . 省略 )

教育実践 に 1. 様々な教育理論 と学校教育の概念を援用 しながら､ ～斉授業 ､ グループ学習 ､ 個別学習

関 して に よる外国語教育を行 うことができる○

2● 関連す る外国語の使用を議論 し､ 授業のデザイ ンや実施において これ を説明す ることが

できる○

3■ 目標言語 を教授言語 として用いることができ､ 言い換えた りす ることで複雑 な事柄を間

単に言 う能力を示すことができる0

4◆ 授業中に生徒の 目標言語使用を動機 づけることができる0

5. 生徒の反応 ､ 回答 ､ 犯 した誤 りについで､ 臨機応変 に声の調子や言語 を変えて対応する

ことができる0

6● 言■語習得や､ 目標言語の国やコ ミュニテ ィについての知識 を獲得す るためのタスクや課

題において､ 目標 グループの レベルに合 わせてはつきりと語句 を発音す ることがで きる0

7● 生徒がコ ミュニケーシ ョン方略､ 補償方略を使 うことを学ぶための活動を作ることがで

きる0

8● リーディング方略､ リスニング方略､ 観察方略 ､ 言語使用規則 ､ 発音訓練 ､ 会話 ､ ライ

テ ィングスキル などに関わる練習問題 を与えることができる0

9● 言語スキルが統合 され た形で練習できるような授業 を計画 し､ 実施す ることができる0

10●教授場面において､ 様 々な提示技術､ 番組 ､ 視聴覚機器を活用す ることができる0

11一例 えば ､ 失読症や発話恐怖な ど特有の個人的特徴を認識 し､ 専門家や専門機 関に援助を

求めることができる0

12●言語習得 を効率的に補助す る視点か ら､ 目標言語の国 との学生交換 ､ 訪問 ､ 仕事体験な

ど､ い くつかの形態を (一部 ) 組織す ることができる0

13●多角的な方法による診断 によつて学力差を調査 し､ こ れに対処することができる0

活動 目標 (14 .~ 19 . 省略)

教育評価 に 1● 生徒に内省 させ ､ フィー ドバ ックを与え､ 解決に導 く0 必要であれ ば､ 彼 (女 ) らの言

関 して 語習得にお ける欠陥に対す るその他の解決法を提示す る0

2■ 外国語教育 におけるプロダク ト評価 ●プロセス評価 (総括的 対 形成的) の機能 を描

写 し､ 実際の例を使つて例示することができるO

3■ コ ミュニケーシ ョン､ 語用論 といつた言語教育観点から､ 統合的なスキル0)テス トを含
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め､ 妥 当で 信 頼 で き る評 価 手 法 を構 成す る こ とがで きる○

4● コ ン ピュー タを援 用 して外 国語 教 育 の テ ス トを した り､ 外 国 語教 育 をガ イ ドした りす る

こ とが で き る0

言 語運 用 能 1■ リー デ イ■ン グ､ リス ニ ン グ､ ス ピ⊥ キン グ につ い て は C E F レベ ル (p .70 の 脚 注 11 参 照 )

力 に 関 して の C 1､ ライ テ ィ ング につ い て は C E F レベ ル の B 2 の 運用 能 力 を 最低 限 もつ て い る0

2● ス ピー ド､ イ ン トネ ー シ ョン､ 発 音 ､ レジス ター な どを含 め て正 確 に 生 徒 に例 示 で き る

だ け の運 用 能 力 を もつ てい る0

3● 目標 言 語 教 育 に必 要 な語 や 表 現 と職 業 教育 の最 終 到 達 レベ ル に 関連 す る語 や 表 現 に共 通

する もの を認識 し､ 例示 し､ 使 用 す るこ とが で き る0

活 動 目標 (4.~ 8 .省 略 )

リー デ ィ ン グに お け る C 1 レベ ル とは､ 部分 的 に は次 の こ とを意 味す る0

9● 広 範 囲 にわ た る真 正性 の あ るフ ィ ク シ ョンま た は ノン フ ィ クシ ョンの類■のテ キス トを大

まか に ､ また は詳 しく理 解 す る こ とが で き る○ そ の 際 ､ 職 業教 育 の あ らゆ るテ キ ス トや

専 門雑 誌 か らのテ キス トにつ い て も同様 に理解 す るこ とが で き る0

l0● リー デ ィ ン グの 目的 に合 わ せ て体 系 的 に方 略 を使 用 す る こ とが で きる○

11■ コ ン ピュー タデー タベ ー スや イ ン ターネ ッ トを含 め ､ 異 な る種 類 の 参 照 資料 に よつ て情

報 を見つ け る ことが で き る0

リス ニ ン グに お け る C 1 レベ ル とは､ 部 分 的 に は次 の こ とを意 味 す る0

12● リスニ ン グの 目的 に合 わせ て 体 系的 に方 略 を使 うこ とがで きる0

13● 真 正性 の あ る (ビデ オ) 記 録 ●資 料 の 主 なテ ーマ と関連 す る詳 細 が 理解 で き る よ うに､

明 示 的 ､ 体 系 的 に方 略 を使 うこ とが で き る0

l4 . 主 な 地域 方 言 ､ 言 語使 用 と社会 文 化 的 レジス ター を認 識 し､ 理 解 し､ 指 摘 す る こ とが で

き る0

ス ピー キ ン グに お け る C 1 レベル とは ､ 部 分 的 には 次 の こ とを意 味す る0

15ー コ ミュニ ケー シ ョン方略 の レパー トリー を駆使 して使 用 す るこ とが で き る0

ライ テ ィン グに お け る C 1 レベル とは ､ 部 分 的 に は次 の こ とを意 味す る○

16. 'ーbu ild ing b lo ck日通 信 ､ 辞書 ､ スペ ル ●文 法 チ ェ ッ ク､ 言 語 の参 照 資 料 とい つ た (電子 的 )

道 具 を使 うこ とが で きる○

言 語 学 的側 17● 音 韻 論 ､ 形 態 論 ､ 統 語論 ､ 意 味論 ､ 社会 言 語 学 ､ 語 用論 の 分野 の 特 徴 的 な現 象 を述 べ る

面 に関 して こ とが で き､ 外 国語 教 育 にお け る これ らの現象 の重 要性 を指摘 す る こ とがで きる0

18■ 自身 や他 者 に よる発 音 の音 韻 的欠 陥 を 自身 の洞 察 に 基づ い て 同定 す る こ とが で き ､ か つ

発 音 器 官 の構 造や 機 能 に関 す る知 識 に 一部 基 づ いて ､ 適 切 な矯 正 処 置 を講 じる こ とが で

き る○

19● オ ラ ンダ語 と 目標 言 語 の音 韻 的構 造 の 主 な違 い を述 べ る こ とが で き､ それ に基 づ い て､

コ ミュニ ケ ー シ ョン を阻害 す る､ どの よ うな発 音 的 欠陥 が 生 徒 に頻 繁 に起 こ るか を予 測

す る こ七 がで きる○

2 0● 干 渉 を起 こ しや す いオ ラン ダ語 と 目標 言語 の 形態 論 ､ 統 語 論 的特 徴 を 比較 分 析 す るこ と

が で き る0

2 1● 生徒 の 母語 と目標 言 語 との違 い ､ 及 び そ こか ら生 じる言 語 干 渉 の典 型 的 な例 を挙 げ る こ

とがで きる0

2 2● 第 1 言 語 ､ 第 2 言 語 ､ 外 国 語 ､ リンガ ●フ ラ ンカ と して､ 目標 言 語 が 世 界 で果 たす 役 割 の

例 を挙 げ るこ とが で き る○

2 3● 関連 す る資料 に よつ て､ 自身 の 言語 学 的 知識 を増 や す こ とが で き る○

2 4● 教 室 での議 論 の た め に､ 言 語 現 象 につ い て の興 味深 い 事 実 を楽 しめ る形 で紹 介 す る こ と

が で き る0

文化 の知 識 2 5● コ ミュニ ケ ー シ ョン の手 段 と して 目標 言 語 が使 われ て い る主 な 地域 にお け る 日常 生 活 の

に 関 して 最 も重要 な側 面 を知 つ てい る○

26● 彼 ら 自身 の言 語 使 用 にお ける､ 目標 言 語 話者 との異 文 化 間 コ ミュ ニ ケー シ ョンの 難 し さ

を考慮 す る こ とが で き る0

27● 自国 にお け る 目標 言語 国の (文 化 の) 表 出 に気 づ いて お り､ これ に適 切 に 対処 す る こ と

が で き る0
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28.目標言語の主な国々の最も重要な地理的特徴を述べることができる.

29･目標言語の国々の文化,経済,政治､教育,社会領域の現在の兆候を描写し,解釈し,

それらの国々の歴史的背景から説明することができる｡

30.目標言語の文学作品についての知識やそれらの文学的､社会文化的背景についての知識

をもっているo　特に20世紀の文学と児童文学に力点をおいて｡

31. 2次的な文学作品や社会文化的資料(リファレンスブック､新聞記事､レク的な文学)を

使うことができる｡

32.文学や文化の領域で獲得した経験や知識に基づいて､自身や他者の行動を内省すること

ができる｡

33.ドラマや物語的散文､詩､詩歌など､言語が役割を果たす文化表現-の熱情を伝えるこ

とができる｡

1.マンネリ化を防ぎ,異文化領域を授業に添えることができるように､教科書,フィクシ

ョンまたはノンフィクションのテキスト,ビデオ教材など､教材の情報の規範的な性質

を認識し､議論することができる｡

2.読みや綴りの能力が劣っている生徒が外国語を学習する際に直面する特別な問題を認識

し,描写することができる｡

3.読みや綴りの能力が劣っている生徒の言語学習過程を支援するための基本的な処置活動

を実行することができる｡

(注)原典(procesmanagementLerarenopleidingen (PmL), 1998b:12-20)が翻訳家(A. Daraban)によって英訳されたも

のを筆者が日本語に訳した｡

中等学校教員の資質･能力に関するガイドラインが,初等学校教員のそれと

異なる点としては､ ①言語運用能力についての比較的詳しい言及があること､

② ｢言語学的側面｣と｢文化の知識｣に関する内容についての言及があること､

③ライティングについての記述があることなどが挙げられる｡これらの違いは､

言い換えれば初等･中等学校教員に求められる資質領域の違いであると言うこ

とができる｡ ②と@については､初等学校の到達目標では言語や文化について

の理解ではなく､スキルの育成(ライティングを除く)に重点が置かれている

ことを考え合わせると､到達目標との｢結束性｣が確保されていると言える｡

2.初等･中等教育連携のための教員養成プログラムの開発に向けて

SLOはPrimary English (Bodde-Alderlieste et al., 1998:61-63)の中で､初等学

校の教員養成における英語教育関連モジュールに中等教育との連携に関する科

目を導入することも提案している｡これは,ガイドラインにおける｢ (初等学

校教員は)中等学校英語科のシラバスとの重複に関する問題についての知識を

もっている｣ (表14の項目2)という言明を受けた提案であると思われる｡こ

の科目において､学生は､初等学校8年生から中等学校1年生に進学した際の

自分の英語学習経験について仲間と議論を深め､連携に関する文献調査､初等

･中等教育の到達目標の比較､初等･中等教育で広く用いられている教科書の
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分析､教員-のインタビュー調査､実習校における連携の実態調査などから､

この問題に関するレポートをまとめることを通して､中等教育との連携に対す

る洞察を深めることを提案している｡また､このような活動が中等学校教員養

成に所属する学生との交流を通して行われるならば,なお望ましいとした｡一

方､中等学校の教員養成においても初等教育との連携に関する選択モジュール

を設置することが､ガイドラインの中で提案されている(PmL,1998b:21)

オランダにおいては､これまで初等学校教員養成機関と中等学校教員養成機

関が交流することはほとんどなかったが,このように初等･中等教育の連携に

焦点をあてた提案は､一部の教員養成機関に確かな変化をもたらしている｡例

えば､ Fontys Hogeschoolでは,初等学校教員養成プログラムと中等学校教員養

成プログラムの共通カリキュラムを開発するプロジェクト(SLO-Fontysproject

deelcurriculum Engels Pabo/NLO)がsLOとの協力で発足している(Vedocep‥

Network of Teacher Trainers in English for Primary Education, 2002)　これは､両

教員養成プログラムを履修する学生が初等･中等教育におけるお互いの状況を

把握しながら専門性を高めていく上で有益な試みであると言える｡また､この

ような共通カリキュラムを通して､初等学校あるいは中等学校との継続的な情

報交換を行い､ ｢連続性｣の実現に積極的な態度をもつ人材の育成が期待され

る｡

第4節　教授･学習領域の方策

本節では､Johnson(1989)の段階4｢教室における実践｣に属する方策として､

初等･中等学校教員の交流(第1項)と言語ポートフォリオの開発(第2項)

を取り上げ､その内容を検討する｡その後､教授･学習領域における連携改善

のためのその他の方策として､ある学校の実践事例を簡単に紹介する(第3項)0

第1項　初等‡+･中等学校教員の交流

連携を改善するために､初等･中等学校教員の英語教育実践に関する情報交

換の必要性を訴えている文献は数知れない｡なぜなら｢連絡｣なくして｢連続
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性｣を実現することは不可能であるからである｡

この種の活動事例の中でも大規模でよく知られているものは,教育サポート

機関の1つであるプロテスタント系教育研究センター(Christelijk Pedagogisch

Studiecentrum,以下CPSと略記する)がイニシアティブをとって1996年5月に

開催した"BuildingBridges"と呼ばれる学会である｡Wisse(1996)の報告による

と､この会合には､教員や教員養成担当者を含む英語教育関係者が参加し､初

等･中等教育における英語教育の目標､方法､内容などに関する情報交換が行

われ,初等･中等学校における連携のあり方について意見が交わされた｡

この中で明確になったことは､初等･中等学校の教員を含めた英語教育関係

者の連携に対する意識が低かったこと､実際に初等･中等学校の英語教育につ

いてはお互いに知らない部分が多かったことなどであった｡そして､中等学校

では初等学校での学習結果を考慮せず､全く最初から教えているという実態が

指摘された｡しかし,このような実態の背後には､初等･中等教育の英語教育

を取り巻く次のような環境が作用していることが併せて指摘された｡

①　受け入れ元の初等学校の数が多すぎること｡ (中には80校にも

及ぶ初等学校からの児童を受け入れている中等学校もあった)

②　初等学校で使われている教科書が多様であること｡

③　初等･中等教育の｢連続性｣を考慮した教科書がないこと｡

このうち､ ③の点については､その後1998年ごろから,初等･中等教育の｢連

続性｣を言匝った教科書が出回ることになった(本章第3節第1項) 0

この会合は初等･中等教育の関係者が協力して連携の改善に取り組むための

第一歩と位置づけられ､その後も継続的にこの種の地域的な会合がもたれるこ

とが強く期待された｡この意味で､この会合は多分に啓蒙的な役割を与えられ

ていたと思われる　Oskam(2000:27)は,最近は研究会などによる情報交換活動

が増えているという見方をしているが､全国的にみてどの程度の初等･中等学

校が英語教育に関する情報交換をしているかという点は不明である｡この点に

ついては第5章の調査を通して明らかにする｡
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第2項　言語ポ∵+トフォリオの開発

連携問題を引き起こす原因の1つに､中等学校に入学してくる生徒の学力差

の問題がある｡学力差が大きいことについては､テスト研究機関(CITO)が1991

年と1996年に行った国家レベルの学力調査(vinje, 1993; Edelenbos et al., 2000;

Edelenbos &Vinje, 2000)及びEdelenbos (1993)の学力調査で明らかにされてい

る｡しかし､学習には常に個人差が伴い､ある程度の学力差が生まれることは

避け難いことを考えると､学力差を理由として初等学校での学習結果が無視さ

れ続けることは生産的ではない｡そこで,初等学校での学習結果が多様である

ならば,多様な学習履歴をそのまま記述することによって中等学校教員に伝達

し､児童･生徒の継続的な学習を保証する冬めの言語ポートフォリオの開発･

利用が期待されている｡

オランダではCommon European Framework of Reference for Languages (以下

CEFと略記する) (CouncilofEurope,2001)を基盤とした言語ポートフォリオ

の開発が進められている1l｡この言語ポートフォリオ(European Language

Portfolio)は､ ｢The Language Passport｣ ､ ｢The Language Biography｣ ､ ｢The

Dossier｣の3つのパートから成る｡ ｢TheLanguagePassport｣のパートでは､そ

の言語ポートフォリオの保持者がどのような場面でどの言語を使用しているの

か､また,ある時点におけるそれぞれの言語の熟達度についての情報､外国で

の滞在経験などが記録される｡ ｢TheLanguageBiography｣.のパートでは､チェ

ックリストなどの自己評価ツールによって､そのポートフォリオの保持者自ら

が､自分はこれまで何を目標に言語を学習し､どのような学習過程を通じて､

いつ何がどの程度できるようになったのかについて内省を行い､その記録が継

続的につけられる｡ ｢TheDossier｣のパートでは,学習者によって集められた,

彼(女)の言語能力や言語的･文化的経験を示す何らかの物理的なサンプルが

保管される｡

そして､この言語ポートフォリオには教育的機能(pedagogicalFunction)と報

ll cEFはNAPの提言29 (p.34)で言及した｢包括的な枠組み｣の理念がヨーロッパ共通の枠組みとなって実現
したものであり､用語の導入と定義をした上で,スキル領域ごとの言語能力のレベルをAl-C2の6段階で記述し

ている｡そして,言語ポートフォリオはこの枠組みに基づいて学習者が自分の外国語学習の履歴を記錬できるよう
に作成される｡言語ポートフォリオの開発は特に職業教育の分野で最も熱心に進められているが､初等･中等学校
段階を含めたあらゆる教育段階-の適用を視野に入れている∩
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告機能(Reporting Function)がある｡前者は､言語ポートフォリオの作成を通

して学習者に自身の学習行為を内省させ､自律的な学習を促す機能であり､後

者は､教育段階の移行や国内外での就職の際に学習の履歴とその達成度を伝達

する機能である(Little&Perclova, 2001) ｡

オランダの初等･中等教育における言語ポートフォリオの導入は始まったば

かりであり､これが連携の改善のために果たす役割は未知数である｡現在のと

ころ､主に言語ポートフォリオの報告機能､つまり｢連絡｣の側面での役割が

期待されているが,これが初等･中等教育に共通する学習ツールとして普及･

定着したならば､学習者の言語学習の｢連続性｣を高める役割を果たす潜在力

を持っている｡

しかしながら,ポートフォリオは関係者の期待が大きいにもかかわらず､オ

ランダにおける実態は決して楽観的なものではない｡ポートフォリオは自己の

外国語能力の発達プロセスに関する情報を含むプロファイルであるから､継続

的に用いられ､かつ､常に最新の情報に更新されてこそ真価を発揮する｡しか

し､初等学校の児童はポートフォリオの物珍しさに最初は興味を示すが､自分

の外国語能力をアピールする必要に迫られている職業教育の学生と違って､彼

らは飽きやすく,一度記入されたポートフォリオは二度と更新されないという

問題が起こっている(H. van Toorenburg, personal communication, October 24,

2001)

また､最近の報告で､オランダにおいて開発された初等･中等教育向けのポ

ートフォリオは教育的機能､報告機能とも他のヨーロッパ諸国と比べてうまく

機能していないことが明らかとなった(scharer,2001)　実際､オランダの初等

･中等学校レベルのパイロット･スタディ12 (1998年'2000年).で用いられた

ポートフォリオはCouncil ofEuropeの認可を受けることができなかったとい

う事実を考えると､現在の問題はポートフォリオ自体の質にあると判断できる｡

12　このパイロット･スタディには初等学校の児童1,952名,教員53名､中等学校の生徒1,935名､教員44名が参加

した｡結果,次のような傾向が明らかになった｡ 1)ポートフォリオが学習者に受け入れられるか否かはポートフォ

リオに対する教員の態度による｡ 2)教員の支援なくしては､学習者のポートフォリオに対する興味を長期的に維持
することは難しい｡ 3) ｢TheDossier｣のパートが無視されており,自己評価のパートに充分な注意が向けられてい

ない｡教員は自己評価という概念にあまり馴染みがなく､学習者が適切に自己評価をしないことに苦情を申し出て

いる｡ 4)大規模な実施にあたっては､教員養成･研修に注意が向けられるべきである｡ 5)肯定的なフィードバック
もあったが,全体としては少数である｡ 6)オランダにおけるプロジェクト-のフィードバックと結果は､ (他のヨ
ーロッパ諸国における)その他のプロジェクト-の反応とは非常に対照的であった(scharer,2001:55-56)
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また,ポートフォリオに対する教員の理解が充分ではなかったことも同様に問

題であった｡将来的に質の高いポートフォリオが準備され,これが教員の理解

を得て用いられるならば､初等･中等教育間の｢連絡｣が促進され､学習の｢連

続性｣が高まる可能性は残されている｡

寡__3項　その他の方策: TheDigital Classroom

オランダ中部､ゴーダ(Gouda)にある中等学校Driestar Collegeでは､地域

の初等学校との連携問題を改善する方策として､ 1998年からpovoプロジェク

ト13と呼ばれる､コンピュータとインターネットを利用したユニークな取り組

みを行っている　POVOプロジェクトでは､地域の複数の初等学校とともにTh｡

DigitalClassroom (以下TDCと略記する)という授業を週3時間導入した(TDC

については､同学校のホームページhttp://www.driestarcol二_!二軸及びvan

Moolenbroek&vanderWind-Ferreira(2001)を参照) ｡そこでは､英語は地理､

歴史､生物などの教科と統合され､学習者はタスクの遂行を通して英語を学習

する｡例えば, ｢ロンドン旅行4日間のプランをつくる｣というタスクにおい

ては､学習者はインターネット上の英文サイト(教材化されたcD-Romを用い

る場合もある)からの情報をもとに､交通､宿泊､観光についての旅行計画を

立てる｡この旅行計画は英語でまとめられ､最終的には文法､語嚢の選択､情

報量､内容の適切さなどの評価観点から成績がつけられる｡しかし､ TDCは英

語教育に重点を置いてはいるが､全てのタスクに英語学習が絡むわけではなく､

TDCは英語科とは別の独立した教科である｡成績も英語や数学といった教科と

同じようにつけられる｡したがって, TDCは､英語科における連携を改善する

ための方策というよりは､タスクに基づく学習を初等･中等学校の両方に導入

することたよって学習スタイルの｢連続性｣を実現するための方策である　TDC

は正規の英語授業の枠外で英語教育の連携を図ろうとしているという点で特殊

な取り組みであるが,学習者が初等学校で行ったやり方と同じやり方で英語学

習を続けることができるという点で意義のある取り組みである｡この取り組み

13　rpovo｣とは｢PrimaireOnderwijs,VoortgezetOnderwijs｣の略語であり,直訳すれば｢初等･中等教育｣プロ
ジェクトとなる｡
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は､初等･中等教育の連携改善を志向するとともに､コンピュータを用いた,

教科の枠に捕われない革新的な言語教育実践として評価され､ヨーロッパにお

ける優れた言語教育実践に対して贈られる言語賞(Talenprijs)を受賞した｡
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第5章

初等･中等学校における連携の実態

第1節　教員-の質問紙調査

第1項 目的

本節の目的は､連携に関する実態を､初等･中等学校の教員を対象とした質

問紙調査･14を通して明らかにすることである｡より具体的に言うならば､

Edelenbos(1997)の示した連携問題の中心となる5つの課題,すなわち､ (1) ｢初

等学校教員と中等学校教員の意思伝達の不足｣ ､ (2) ｢各学習段階での目標のつ

ながりの悪さ｣ ､ (3) ｢初等学校と中等学校の外国語教育に対するアプローチの

違いと教育内容の非連続性｣ ､ (4) ｢初等学校での学習結果を軽視する傾向｣ ､

(5) ｢初等学校現職教員の再教育と教員養成の欠陥｣を柱として､連携問題の現

在の様相を明らかにすることである｡

前章までの記述で明らかなように､ 1986年に初等教育における英語教育が導

入されてから､中等教育との連携を改善するために､Johnson(1989)の示した｢カ

リキュラム開発の段階｣の各段階において､様々な方策が採られてきた｡しか

し同時に,この段階の末端に位置し､学習の機会を創造するための重要な意思

決定を行う教員が､どのような実践を行い､連携に関してどのような意識をも

ち､行動しているのかという点を見逃すことはできない｡なぜなら､これまで

に採られてきた方策の目的はすべて学校現場によい変化をもたらすことを志向

したものと言えるからである｡

14本章における質問紙調査は現地の研究者RonOostdam氏(アムステルダム大学sco-Kohnstammlnstituut)及び

関係諸団体(SLO,LevendeTalen (言語教員のネットワーク) ,Vedocep (初等学校教員養成機関の英語教員のネット

ワーク) )の協力を得て行った｡オランダでは､ Oostdam&vanToorenburg(2002)の中で結果が報告されているo
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第2項‡質問項目の作成について

質問紙(付録3参照)は次の7つのパート､ 40の質問項目から成る｡質問紙

の構成と主な質問内容は次の表17の通りである｡各パートは連携問題の中心と

なる5つの課題(Edelenbos,1997)との関連を考慮して設定された(表右端) 0

【表17.質問紙の構成と内容】

各パー トの名称 主な質問内容 連携 問題 の中心 とな る課 題

(Edelenb os, 199 7) との関連

パー ト 1 (問 1～間 7) ●フェイス項 目 (年齢 ､ 性別 ､ 勤務年数な ど)■ ｢初 等学校 現職教 員の再 教■

｢学校 の背景 と教員 自身 に関 ●教員養硬 ●研修 の状況 育 と教員養成 の欠陥 ｣

する質問｣ ●受け入れ 元の初 等学校 の数

パー ト 2 (間 8～間 l8) ●各 目標 の重要度 ､ ｢各 学習段 階 での 目標 のつ

｢授業実践に関す る質問J ●4 技能 及び文法 ●語嚢指導へ の時間配分 なが りの悪 さ｣■

●教材 の使 用状況 ｢初 等学校 と中等学校 の外

●授業形態 国語 教育 に対す るア ブ ロ

●目標言語の使 用状況 ー チの違 い と教 育内容 の

非連続性 ｣

パー ト 3 (間 19～間 28) ●初等 ■中等学校 教員間の英語教育 に関す る授業 ｢初等 ●中等学校教員 の意思

｢初等 (中等) 学校 との連絡 に 交流及び 目標 ､ 内容､ 方 法に関す る情報交換 の 伝達の不足｣

関する質問｣ 状況

パー ト 4 (間 29～間 32) ●児童の英語学力に関す る情報交換の状況 ｢初 等学 校 で の学習結果 を

｢学習者 の知識 ●学力に関す る ●学力差に関す る実態 軽視す る傾 向｣

質問｣ ●初等学校卒業時 または中等学校入学時 にお ける

の学力測定の実態

パー ト5 (問 33～問 39) ●連携 の現状についての意識 教 員か らみ た連携 の現 状 と

｢初等●中等学校 におけ る英語 ●連携の改善状況についての意識 対策 (全体 的意識 )

教育の連携 に関す る質問｣ ●連携改善のための方策 に関す る意識 と行動

ノミー ト6 (間 40) ●初等学校の英語教育に対する意識や考 え方 ｢初 等学校 で の学習結 果 を

｢初 等学校 の英語教 育に対す 軽視す る傾 向｣

る教員の信念に関す る質問｣ ｢初等学校 現職 教員 の再教

育 と教 員養 成の欠陥｣

パー ト7 その他 ､ 初等 ●中等教育における英語教 育の連携

｢連携問題 に関す る自由記述｣ に関するコメン ト

パート1は｢学校の背景と教員自身に関する質問｣であり､年齢､性別､勤

務年数､クラスサイズ,クラスタイプ,教員養成･研修の状況､受け入れ元の

初等学校の数などについての質問項目を設けた｡このうち､教員養成･研修の

状況についての質問項目は､連携問題の中心となる課題の1つ｢初等学校現職

教員の再教育と教員養成の欠陥｣との関連で設けた｡ただし､初等学校教員養

成機関における英語教育関連モジュールの実施状況については､

Bodde-Alderliesteetal. (1999)の調査結果に依ることとし､ここでは､現在どれ
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くらいの割合の教員が英語教育を行うための訓練を受けているのかという点の

みに注目した｡また､受け入れ元の初等学校の数は､中等学校が初等学校との

連携を図っていく上で重要な要因であるため､行政的な背景を明らかにするた

めにここに含めた｡

パート2は｢授業実践に関する質問｣であり､各目標の重要度､ 4技能及び文

法･語嚢指導-の時間配分､教材の使用状況､授業形態､目標言語の使用状況

などについての質問項目を設けた｡これらは､連携問題の中心となる課題のう

ち､ ｢各学習段階での目標のつながりの悪さ｣と｢初等学校と中等学校の外国

語教育に対するアプローチの違いと教育内容の非連続性｣との関連で設けられ

たものである｡

パート3は｢初等(中等)学校との連絡に関する質問｣であり､初等･中等

学校教員間の英語教育に関する授業交流及び目標､内容､方法に関する情報交

換の状況についての質問項目を設けた｡これらは,連携問題の中心となる課題

のうち､ ｢初等･中等学校教員の意思伝達の不足｣との関連で設けられたもの

である｡

パート4は｢学習者の知識･学力に関する質問｣であり､児童の英語学力に

関する情報交換の状況,学力差に関する実態,初等学校卒業時または中等学校

入学時における学力測定の実態などについての質問項目を設けた｡これらは,

連携問題の中心となる課題のうち, ｢初等学校での学習結果を軽視する傾向｣

との関連で設けられたものである｡

パート5は｢初等･中等学校における英語教育の連携に関する質問｣であり､

連携の現状についての意識､連携の改善状況についての意識､連携改善のため

の方策に関する意識と行動についての質問項目を設けた｡これらは､連携問題

の中心となる課題を全体的に網羅したものであり､これらの課題に関連した教

員の意識と行動を把握するために設けられたものである｡

パート6は｢初等学校の英語教育に対する教員の信念に関する質問｣であり､

初等学校の英語教育に対する意識や考え方についての質問項目を設けた｡これ

は､連携問題の中心となる課題のうち､ ｢初等学校での学習結果を軽視する傾

向｣と｢初等学校現職教員の再教育と教員養成の欠陥｣との関連で設けられた

ものである｡
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パート7は｢連携問題に関する自由記述｣である｡ここでは､初等･中等教

育における英語教育の連携について､自由なコメントを求めた｡

第3項　調査対象の抽出方法と実施･回収状況

質問紙を用いた調査を,初等学校の第7･8学年(日本の小学校第5･6学年に

相当する)を担当する教員と中等学校の第1学年を担当する英語教員を対象と

して, 2002年4月に郵送により実施した｡

初等学校教員の標本抽出にあたっては,インターネット上で提供されている

学校リスト15を使用した｡それによると､初等学校の総数は7059校であり,こ

の中から500校を無作為に抽出した｡抽出された500校のうち､モンテソリ学

校､シュタイナー学校､自由学校(vrijschool) ､インターナショナルスクール

などの特森学校9校を除外した結果､最終的に491校を得た｡そして､各校あ

たり1名の英語を担当している教員に回答を求めた｡このうち158名から回答

があり､回収率は32.2%であった｡回答者の内わけは男性96名､女性60名､

性別不明2名､平均年齢は42.2歳(標準偏差10.0)であった｡

中等学校教員の標本抽出にあたっては､インターネット上で提供されている

学校リスト(同じく脚注15参照)を使用したが,全中等学校を網羅した学校リ

ストは提供されていなかったため､ ｢本校｣の学校リストを用いた｡ (ここで

言う｢本校｣とは｢分校｣に対する言葉であり､多くの場合､ 1つの｢本校｣が

いくつかの｢分校｣を持っている｡ )この学校リストにおける本校の総数は576

校であり,この中からまず,モンテソリ学校､シュタイナー学校､自由学校(vrij

school) ､インターナショナルスクールなどの特殊学校を除外した｡さらに､大

学準備教育(vwo)や上級普通中等教育(HAVO)の学校種(付録1参照)を

持たない学校を合わせて90校を除外した結果､最終的に486校を得た｡そして､

各校あたり1名の英語教員に回答を求めた｡このうち､ 147名から回答があり､

回収率は30.2%であった｡回答者の内わけは男性65名,女性82名､平均年齢

は44.9歳(標準偏差10.1)であった｡

15　BRI-web (http://bri.cfi.kennisnet.nl) 2001-2002年度版を使用した.
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第4項‡結果と考察

本項では､質問項目の番号に沿って調査結果を羅列するのではなく､連携問

題の中心となる5つの課題(Edelenbos,1997)を柱として,関連する質問項目と

その回答結果に言及しながら考察をすすめる｡こうすることによって､各課題

を中心としたまとまりのある記述が可能になるからである｡なお､パートごと

の各質問項目に対する回答結果の詳細は付録4にまとめたので､そちらを参照

されたい｡

(1) ｢初等･中等学校教員の意思伝達の不足｣について

英語教育に関する初等･中等学校教員間の意思伝達は不足していると言わざ

るを得ない｡教科ではない一般的な事柄については8割以上の初等･中等学校

が｢連絡｣をしているが(問19) ､英語教育に特化した内容になると逆に8

割以上の初等･中等学校が｢連絡｣をしていない(問21)　英語教育に関する

｢連絡｣がある場合でも双方の目標､方法､内容について知ろうとする意識は

決して高くないが(間2ト1) ､初等学校の(あるいは中等学校の)教授方法と

内容については｢少しは知っている｣とする回答が70%以上あった(間23,問

24)ことから､お互いの英語教育について全く無知というわけでもないようで

ある｡しかし､相互の授業観察の機会はほとんどなく､初等･中等学校間の交

流は少ないということが分かる(問25,問26)　ただし､過半数(55.1%)の

中等学校の教員が｢初等学校の教科書を見たことがある｣と回答していること

から(問28) ､教科書を介した間接的な情報伝達はいくらかあるという実態が

見て取れる｡

ここでいう一般的な事柄とは､ほとんどの場合､学校種の選択に関わる内容

である1993年から前期中等教育に基礎教育課程が設置され､各学校種共通の

コア･カリキュラムが提供されたが(付録1参照) ､前期中等教育から学校種

の選択が消えたわけではない｡多くの場合､中等学校の第1学年はVWO/HAVO､

HAVO/VMBOのような混合クラスとして組織されており､どのレベルに入学す

るかを決定しなければならない｡初等･中等学校の教員が会合をもつ理由は,

この件に関して児童や親に適切な提案をするためである｡したがって､教科領
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域のことが話題にのぼる場合でも､それは児童の学力のことであり(問21-1)､

教科内容や方法論に話題が及ぶことはまれである｡一般的な事柄についての

｢連絡｣があるにもかかわらず､英語教育についての｢連絡｣がほとんどない

という事実は､このような事情を反映したものである｡

英語教育に関しては､教科書を通した間接的な情報収集しかないという現状

は､英語教育ひいては教科領域の連携に対する初等･中等学校教員の関心が低

いことを表している｡この関心の低さは､ ｢初等学校は児童中心の教育を行い､

中等学校では教科中心の教育を行う｣という常套句に象徴されるような､初等

･中等学校の教育的雰囲気の違いによってしばしば説明されることがある｡

しかし,情報交換がないという現状の裏には､オランダの中等学校が非常に

多くの初等学校から児童を受け入れているという行政的な事情がある｡オラン

ダにおいては､ ｢受け入れ元の初等学校の数が10校以上｣という中等学校が

実に87.2%にものぼっており(中等学校教員の問7に対する回答から) ､連携

-の動機を弱めているのである｡このような事態が生じている理由は大きく2

つある｡まず､日本の場合とは異なり､校区が存在しないため､学校教育にお

ける地域共同体の概念が弱いことが挙げられる｡もう1つの理由は､初等学校

の数の多さである｡オランダでは｢学校選択の自由｣が保障されるために､自

治体は複数の学校が存在するように配慮する責任をもっている｡最低の基準と

しては, 4キロ以内に最低2校の初等学校がなければならない｡また､統計に

よれば､徒歩通学可能な範囲に1つの初等学校しかない地域は存在せず, 90%

の児童は3つ以上の学校から選択することができる(太田1994:98-99) ｡比較

的狭い範囲に多くの初等学校が存在するため,オランダ全土に7,000を超える

初等学校が存在しており､結果として､ 1つの中等学校が受け入れる初等学校

の数が増えているのである｡ (オランダの約10倍の国土と人口をもつ日本の

小学校総数が24,000程度である(赤尾他,2000)ことを考えると､この数は多

いと言える｡ )このような状況で､数ある教科のうちの-教科にすぎない英語

科について受け入れ元の初等学校との｢連絡｣を確保することは大変な労力を

要する｡このことは､初等･中等学校の合意に基づくカリキュラムの｢連続性｣

を実現することを難しくしている｡
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(2) ｢各学習段階での目標のつながりの悪さ｣及び(3) ｢初等学校と中等学校の

外国語教育に対するアプローチの違いと教育内容の非連続性｣について

｢目標のつながりの悪さ｣とは､具体的に言えば､初等教育においてはコミ

ュニケーション能力の育成を目指し､その中でも特に口頭能力の育成が主な目

標とされたのに対して､中等教育では文法体系の効率的な獲得と読み書き能力

の育成が主な目標とされたという事実を指している｡そして､初等･中等教育

におけるこのような目標の違いは､初等学校における概念･機能シラバスに基

づいた音声中心の指導と,中等学校における文法･構造シラバスに基づいた読

み書き中心の指導という英語教育実践上の｢アプローチの違い｣となって現れ

た｡実際,初等教育の英語教育が必修化された1986年時点においては､この

ような違いは明確に存在していた｡しかし､ 1993年の到達目標の影響で､特に

中等学校用教科書の特徴が一気にコミュニケーション志向に傾いてからは､こ

のような違いが以前ほど顕著ではなくなった｡初等･中等教育の両方において､

言語を社会現象として捉える言語観(language as a social phenomenon)と言語

使用を通して言語が習得されるとする学習観に立った英語教育-の志向性が

高まったためである｡

各技能の育成に費やす相対的な時間をみると､ ｢口頭能力を重視する初等学

校｣と｢読み書き､文法を重視する中等学校｣という構図が残存しているよう

に受け取れるが(問13) ､各目標の重要度に対する回答から判断すれば､中等

学校が特に口頭能力の育成を軽視しているというわけではないことがわかる

(問17)　この結果を解釈すれば､初等学校においてすでに口頭能力の育成が

重点的に行われているため､中等学校における4技能及び文法･語嚢指導の重

要度が同じ程度であっても､実際､口頭能力の育成に費やす指導時間は少なく

することが可能になっていると考えられる｡したがって､総合的に考えれば､

初等学校では白頭能力の育成を中心とし,中等学校では4技能及び文法･語嚢

力をバランスよく伸ばすという到達目標と一致した教育実践が行われている

と結論づけることができる｡ただし､異文化理解や社会言語的能力の育成につ

いては,中等教育の到達目標においてのみ言及されていたにもかかわらず､異

文化理解の重要度については初等･中等学校でほぼ同じであり､社会言語的能

力については初等学校の方が重要視する傾向があった(問17)　この点は到達

80



目標との｢結束性｣が弱いと言える｡しかし､この点を除いては,初等･中等

学校における教育実践は｢無秩序な違い｣ではなく､ ｢計画された違い｣のも

とに行われていると捉えることができる｡つまり､ ｢違いが計画､合意された

状態｣になっていることによって｢連続性｣が実現され､問題が解消(dissolved)

されたと捉えることができる｡このことが示唆する点は, ｢連続性｣を実現す

るためには､初等･中等教育における英語教育が共有する部分と異なる部分を

意図的･計画的に明確にすることが重要であるという点である｡すなわち､ ｢同

じであること｣あるいは｢異なっていること｣それ自体は｢連続性｣の実現と

は直接的には関係ないのである｡

･その他､ ｢アプローチの違いと教育内容の非連続性｣という課題に関連して,

教科書採択とその使用状況､授業展開･形態､授業における英語の使用割合の

3点についての調査結果を補足しておく｡

第一に,教科書採択とその使用状況については､ ①初等教育で使用されてい

る教科書の種類は中等教育よりも多いこと, ②初等教育の方が教科書-の依存

度が強い傾向があるが､初等･中等教育においてともに教科書が主要な教材と

なっていること､ ③教科書採択に際しての｢連続性｣ -の関心は中等教育にお

いて目立って低いことが明らかになった｡

①については､初等教育の教科書として14種類が挙がったのに対して､中

等教育の教科書としてはそれより少ない8種類が挙がった(問8) ｡この結果

から､初等教育で用いられている教科書には大きな幅があることが示唆される｡

②については,初等教育の方が中等教育よりも教科書に依存する度合が強い

という傾向がみられた(問10)　初等学校では､ ｢教科書のみを使用する｣と

いう回答が46.5%､ ｢主に教科書を使用し､自主教材も使用する｣という回答

が49.7%であったのに対して､中等学校では､ ｢教科書のみを使用する｣とい

う回答が27.8%､ ｢主に教科書を使用し,自主教材も使用する｣という回答が

72.2%であった｡教科書を主教材としないという回答はほとんどなく､制度上､

学校側に教科書を使用する義務はないにもかかわらず､教科書が主要な教材と

なっていることは疑いない｡特に初等教育においては､充分な訓練を受けてい

ない教員が教科書を使用するため､その依存度が高くなっているものと思われ

る｡
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③については,教科書採択の際の動機について, 80%を超える中等学校教員

は初等学校の教科書との接続は｢重要ではない｣または｢あまり重要ではない｣

と回答しており､そのように回答した初等学校教員が25%程度であったのとは

対照的である(問9) ｡この結果から,特に中等教育においては教科書採択の

際に初等学校の教科書との｢連続性｣という側面は軽視されていることがわか

る｡初等教育との｢連続性｣という言匝い文句が中等教育における教科書採択の

際にそれほどのインパクトを与えていないことは､ SteppingStonesが特定の初

等学校用教科書との｢連続性｣を言匝っていないにもかかわらず､ 36.1%と高い

割合で使用されているという調査結果にも現れている｡中等教育において教科

書の接続に関する関心が低いことには､ ①受け入れ元の初等学校の数が多いこ

と, ②教科書採択が各学校で完全に自由に行われていること､ ③初等教育で使

用されている教科書のばらつきが大きいことが総合的に影響している｡オラン

ダでは｢教育の自由｣が保障されているため､日本のような広域採択制に基づ

く教科書の共同採択16は成立し得ず､採択の基準は専ら各学校の方針による｡

このような背景のもと､初等･中等学校において｢連続性｣を吉匝った教科書を

採択するためには､初等･中等学校間の｢連絡｣が不可欠である｡しかし実際

は､受け入れ元あるいは受け入れ先の学校との｢教科書の選択｣に関する連絡

がほとんどないことから(問21,問21-1) ､たとえ初等･中等教育の｢連続性｣

を考慮した2つの教科書が整備されたとしても,児童･生徒がその2つの教科

書を用いて学習することになるかどうかは偶然に委ねられる部分が多いと言

える｡

第二に､授業展開･形態については､①｢教授｣ ｢テスト｣に比べて｢練習｣

に費やす時間が長いという共通点と(問12) ､ ②初等教育では一斉学習の割合

が高いのに対して､中等教育では個別学習の割合が高いという相違点が見られ

た(問14,問18)

①については-,初等･中等教育ともに｢練習｣に費やす時間が全体の5-6

割を占めているが､このことはオランダの英語教育の特徴である｡ただし､こ

16　日本においては､市町村立の小･中学校で使用される教科書の採択の権限は市町村教育委員会にあるが､無償
措置法により.採択に当たっては｢市若しくは郡の区域又はこれらの区域をあわせた地域｣を採択地区として設定
し,地区内の市町村が共同して種目ごとに同-の教科書を採択することになっている0　日本の教科書制度の概要に

ついては文部科学省のホームページが参考になる(http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/kyoukasyo/index.htm) (2002
年12月22日現在)
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こでいう｢練習｣とは､教授されたある特定の学習事項の定着を図るためのプ

ラクティスとは必ずしも捉えられない｡オランダの英語授業場面における｢練

習｣とは,教科書やワークブックに提示されたあらゆる活動を指し､それらを

中心として授業が組み立てられているために､必然的に｢練習｣の時間が長く

なる｡その活動内容は教科書にもよるが､機械的なドリルから,読解･聴解問

題､会話練習､制限英作文などあらゆる活動を含んセいる｡ ｢教授｣は各活動

を行う上で必要なときに,必要なだけ行われる傾向があり､テキストの内容理

解のための精読､及び翻訳はほとんど行われない｡テキストはあくまでも提示

された活動を行うための材料である｡ ｢テスト｣はこれらの活動を通して学習

した内容に関して行われる小テストのことであり､中等教育で頻繁に行われる

傾向がある｡このような授業を全体として捉えると､いわば｢練習｣の間に｢教

授｣と｢テスト｣を挟み込んでいるとも言える｡したがって,オランダにおけ

る英語授業を｢導入｣ ｢展開｣ ｢練習｣ ｢整理｣などという型で捉えようとす

ると､しばしば困難が生じる｡初等･中等教育に共通する､活動を中心とした

授業の特徴は児童･生徒の学習スタイルに共通の基盤を与えている｡しかし､

初等教育では英語は週1回(45分)であり､中等教育では週3-4回(各50

分)であるため､当然ながら､週あたりの活動量は中等教育で急に増えること

になる｡この急激な活動量の変化にとまどう生徒も少なくない｡

②について､中等学校で個別学習の割合が高くなるのには､ 2つの理由があ

る｡ 1つは,中等学校においては学校種が細分化されていることに象徴される

ように､学力差-の対応がより強く求められているという点､もう1つは後期

中等教育で特に強調されている｢自律学習｣の基礎を養うという点である｡た

だし､このような違いは初等･中等教育の教育的雰囲気や教育方針の違いに裏

打ちされたものであるため､一概に問題であるとは言えないであろう0

第三に､授業における英語の使用については､初等教育の方がその割合が高

い傾向が見受けられた(間15)授業場面における教員の目標言語使用は初等

･中等学校教員の資質･能力に関するガイドラインにおいて奨励されている｡

そして,一般的に言って､中等学校教員の方が初等学校教員に比べて英語で授

業を行えるだけの能力を持っているにもかかわらず､中等教育における英語使

用の割合が初等教育よりも低い傾向にある｡その主な理由は､中等教育では文
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法説明やより複雑な活動に伴う長めの指示が必要となる場面が多くなり､この

ような場面では英語があまり使用されていないためである(問16)　しかし,

中等教育で行われる文法領域の指導と､より複雑な活動を効率よく行うための

説明に際しての母語使用の役割を考慮すれば､初等･中等教育における目標言

語の使用状況についての違いは､一概に問題であるとは言えない｡

(4) ｢初等学校での学習結果を軽視する傾向｣について

初等学校での学習結果は軽視されている｡中等学校に入学してくる生徒の学

力に関する情報の有無については､ 90%近くの中等学校教員が情報を受け取っ

ていないと回答したことから(問29) ､初等学校でどの程度の学力を身につけ

たかについて､中等学校側はほとんど知らされていないことが明らかになった｡

そして､本調査の結果からは､そのような目的で｢言語ポートフォリオ｣を用

いている学校は確認できなかった(問29-1) ｡それにもかかわらず､中等学校

側が積極的に学力を測定している様子はなく､入学時の生徒の学力を何らかの

形で測定するという中等学校教員の回答は35%程度に留まった(問31)　これ

らの結果から､多くの中等学校教員は生徒の初等学校での学習結果を軽視して

いることが明らかになった｡

中等学校側が入学時の生徒の学力を測定しない理由を質問したところ, ｢初

等学校における実践が多様｣で｢生徒の状況が非常に異なる｣上に､ ｢初等学

校における学習の影響はすぐに消える｣などとして､初等教育における英語教

育を否定的に捉え､それが後の学習に与えるインパクトに疑問を投げかけてい

る(問31-2) 0

中等学校入学時の学力差に関する質問に対しては､ ｢全体的な英語力｣につ

いて65.5%の中等学校の教員が｢学力差は大きい｣または｢学力差が非常に大

きい｣と回答しており､比較的差が小さいと判断された項目は｢動機づけ｣の

みであった(間30)　また､このような学力差の原因が初等学校の学習経験に

よるものであると思うかについて質問したところ､ 77.6%の中等学校教員が｢そ

う思う｣と回答した(間30-1) ｡学力差については､学校外での児童の生活経

験の違いによる部分も大きく,必ずしも初等学校間の格差に起因するものでは

ないという関係者の指摘もあるが､中等学校教員の間では学力差を初等学校の
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責任とする傾向が強いようである｡

これら一連の結果は中等学校教員の初等学校英語教育に対する不信感を表し

ている｡これを反映するように, ｢初等学校で2年間の英語教育が行われるよ

うになったので､中等教育の基礎教育課程修了時点における英語の達成レベル

は高まる｣との言明に対して67.9%の教員が否定的であり(問40-d) ､ ｢初等

学校における英語教育は重要ではない｣との言明に対して70.2%の教員が賛意

を示している(問40-e)

しかし､注目すべきことは初等学校の教員の間でも､英語は必修教科である

とはいえ,あくまでも付加的な教科であるとして､初等学校の英語教育を軽視

する傾向があるという事実である｡ ｢初等学校における英語教育は重要ではな

い｣という言明に対しては､実に48.1%とほぼ半数の教員が賛意を示した(問

40-e)　この結果から､政府は1986年から英語を初等教育のカリキュラムに位

置づけることを明示してはいるが､これが必ずしも初等学校教員から支持され

ていないことがわかる｡この背景には,初等学校のカリキュラムがすでにオー

バーロード気味であるという状況がある｡このような事態を考慮して､2002年､

初等教育の到達目標検討委員会(commissie Kerndoelen Basisonderwijs)は初等

学校における英語を必修教科から外し､到達目標を制定しないことを提案した

(Oostdam&vanToorenburg,2002)仮に､この提案が受け入れられたならば､

初等教育における英語教育の存在感はますます薄くなってしまうという危倶が

あり､関係者の間で大きな波紋を呼んでいる｡

(5) ｢初等学校現職教員の再教育と教員養成の欠陥｣について

1986年に初等学校の英語教育が必修化されてから15年以上が経った現在で

も､ 4割程度(38%)の初等学校教員は何の訓練も受けずに英語を教えているこ

とが明らかになった(問4) 0 Matsuka(1996)の報告では､初等学校教員養成機

関において訓練を受けた教員の割合が6%に過ぎなかったのに対して､今回の調

査では32.9%と数字の上では増加している｡しかし､各教員養成機関における

英語教育関連モジュールの扱い方には依然として大きな違いがあるために,そ

の質についてはばらつきがある状態が続いている　Bodde-Alderliesteetal. (1999)

によれば､初等学校教員養成のフルタイム･プログラムを提供している47の機
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関のうち､教員の資質･能力に関するガイドラインに基づいたカリキュラム作

成の手引書primary English (Bodde-Alderlieste et al., 1998)が提案する4モジュ

ール(160時間)以上を実施している機関は1つだけであり､ 3モジュールを実

施している機関が5つ､残りはすべて2モジュール以下であった｡しかも､初

等学校の上級学年を専攻する学生とそうでない学生をどのように区別し､モジ

ュールを割り当てるのかという点についての統一見解が得られていない｡その

ため, 2モジュール以上が全員必修になっている場合もあれば､完全に選択モジ

ュールになっている場合もあるなど,大きな格差がみられた｡教員の資質･能

力に関するガイドラインをもとに,いかにして研修や教員養成プログラムの｢一

貫性｣を高めていくかが今後の課題である｡

｢初等学校教員は児童に基礎的な事項を教えることができるだけの充分な英

語力を身につけている｣との言明に対しては､初等学校教員は79.4%が賛意を

示したのに対して､中等学校教員は32.7%が賛意を示したに留まった(問40-c)

この結果を見ると､初等学校で英語を教えるために必要な英語力に関して両群

の想定するレベルが大きく異なっている可能性が大きい｡中等学校教員が初等

学校教員に対して過剰な期待をすることで不信感を募らせることがないように､

初等学校教員の身に付けるべき英語力についても明確な提案が必要になるであ

ろう｡教員の資質･能力に関するガイドラインであるSLO/VSLPC(1997)やpmL

(1998a)ではこの点が充分に明らかになっていないため､改善の余地があると忠

われる｡

教員からみた連携の現状と対策

初等･中等学校教員の双方とも､連携の現状については全体的に悪いという

評価を下しており(問33,問34) ､過去5-10年間の連携の改善状況について

も､どちらかといえば否定的な意識が大勢を占めていることが明らかになった

(問35,間36)　そして､およそ半数程度の教員はこの連携の現状を改善すべ

きであると捉えている(間33)　概して中等学校教員の方が初等学校教員より

も連携の現状について否定的な意識をもっており､受け入れ側としての中等学

校では､この間題の深刻さをより強く感じる傾向があると言える｡

改善のための方策としては初等学校教員と中等学校教員との間で意識のずれ
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が見られる｡その上位3つを取り出して比較してみると,初等学校教員からの

回答は｢初等･中等学校用の教科書の接続を図る｣ (55.0%)､ ｢教育内容につい

ての合意を確立する｣ (51.7%)､ ｢地域における学校間で話し合いをもつ｣ (29.8

%)であり､初等学校における英語教育の多様性を確保しながら､教科書や対

話などの手段によって中等学校との連携を図っていこうとする傾向がある｡そ

れに対して､中等学校教員からの回答は､ ｢初等学校卒業時の児童の学力を均

質化する｣ (67.4%), ｢初等学校教員の英語力を高める｣ (41.5%)､ ｢初等学校

における教育実践に一貫性をもたせる｣ (41.5%)であり､初等学校教員の英語

力を高め､初等学校における英語教育の｢一貫性｣を高めることが先決である

とする傾向が見られる(問38)　｢初等学校教員と中等学校教員の意思伝達の

不足｣及び｢初等学校での学習結果が軽視される傾向｣がほとんど改善されて

いないことの背後には, ｢初等学校現職教員の再教育と教員養成の欠陥｣によ

る初等学校英語教育の｢一貫性｣の欠如があり､かつ､この｢一貫性｣の重要

性に対する初等･中等学校教員の意識のずれが事態を停滞させていることが示

唆される｡

確かに87.2%もの中等学校が10校以上の初等学校からの児童を受け入れてい

る(問7)という行政的な事情を考えると､初等学校の英語教育にある程度の｢一

貫性｣がなければ､ ｢連絡｣を通して初等･中等学校間の教授･学習行為に｢連

続性｣をもたせることが難しい｡しかし､初等学校の英語教育にある程度の｢一

貫性｣と教科書による｢連続性｣があったと.しても､ ｢連絡｣を欠いては初等

･中等学校間の教授･学習行為に｢連続性｣をもたせることは同様に難しい｡

初等学校における英語教育の｢一貫性｣を高め､教科書の｢連続性｣を高め､

｢連絡｣を通した情報交換をするという対策はひとまとめで実施すべきもので

あろう｡

また､実際に連携改善のために何らかの対策を講じている教員(あるいは学

校)は初等学校で14.6%､中等学校で19.4%に留まっており(問39) ､具体的

な行動を起こしている教員(あるいは学校)は少数であることが明らかになっ

た｡対策を講じていない理由としては､初等･中等学校の上位3つの回答は∵

致しており､順に｢時間がない｣ ､ ｢英語科は優先教科ではない｣ ､ ｢何をす

るべきかよくわからない｣であった(問39-2)　教員は初等･中等学校におけ
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る英語教育の連携に問題があることを認識しているが､校内での優先されるべ

き仕事が多くあるため､数あるうちの-教科に過ぎない英語教育について校外

の初等(中等)学校との連携を図ることに対しては動機が弱いと言える｡

第2節　生徒-の質問紙調査

第1項　目的

本節の目的は､中等学校第1学年の生徒が､初等･中等学校の英語教育とそ

の接続についてどのような意識をもっているのかを質問紙調査を通して明らか

にすることである｡ただし､生徒-の質問紙調査は前節における教員-の質問

紙調査の場合とは異なり, Edelenbos(1997)の提示した連携問題の中心となる課

題とは直接の関連がないため､本論文においてはあくまでも付加的な位置づけ

で行った｡しかし､彼(女)らの意識は初等･中等教育の連携の現状を評価す

る上で捨象できない側面であることは疑いない｡なぜならば,英語教育の享受

者である彼(女)ら自身が初等･中等教育の英語教育の接続について肯定的な

意識をもつことができるようにすることが1つの目標となるからである｡

第‡+2項　質問項目の作成について

生徒-の質問紙調査では柱となる特定の課題が存在しないため､初等･中等

教育の英語教育に対する生徒の意識と学習経験を問う一般的な質問を設定した｡

質問紙(付録5参照)は14の質問項目から成る｡主な質問内容は｢中等学校の

授業-の適応の難しさについて｣ (問3) , ｢中等学校における学習経験と入学

時以来の学力向上具合について｣ (問今,問8) , ｢初等学校で英語を学習する

ことに対する意識と初等学校における学習経験について｣ (問5,問9) ､ ｢初

等･中等学校の英語授業を比較した場合の意識について｣ (問12) ､ ｢初等学

校での学習経験の有用性について｣ (問13) ､ ｢初等･中等学校における英語

教育の違いについて｣ (問14)などである｡
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第3項　調査対象の抽出方法と実施･回収状況

生徒-の質問紙調査は､特定のサンプリング手法を採らず,調査協力-の承

諾があった任意の学校3校において, 12クラス(男子145名､女子150名､計

295名)を対象として行った｡この295名の内わけは､大学準備教育(vwo)

と上級普通中等教育(HAVO)の混合クラス182名､上級普通中等教育(HAVO)

と[新】職業準備教育(VMBO)の混合クラス76名､ [新】職業準備教育の単独ク

ラス37名である｡任意の学校を対象とした理由としては,調査の内容が一般的

であり､かつ実施の規模が小さかったこと､また,現地の研究者と検討した結

果､このような-般的な質問に対する回答は,モンテソリ学校などの特殊学校

を除けば､大きな違いがあることは考えにくいという結論に至ったためであっ

た｡それでも､データがあまりにも特定の地域に偏ることは避け､ 3つの異なる

地域から中等学校を選出した｡実施時期は2002年4月である｡オランダでは9

月に新年度が始まるため､彼(女)らは中等学校に入学後､ 7ヶ月あまりの英語

教育を経験していた｡実施にあたっては､筆者が質問紙を学校に持参し､直接

生徒に配布した｡そのため､回収率はほぼ100%である｡そして､質問紙が記入

･回収された後,直接訪問のメリットを活かし､生徒(クラス全体)に対して

｢初等学校と中等学校の英語教育で違うと思う点は何ですか｡またそれについ

てどう思いますか｡ ｣という質問を口頭で発することで彼らの意見を聴取し､

回答結果の解釈のための一助とした｡

第4項　結果と考察

本項では､質問項目に対する回答結果全体を見通して興味深い点を指摘しな

がら考察を行うことにする｡なお､各質問項目に対する回答結果の詳細は付録6

にまとめたので､そちらを参照されたい｡

まず､初等学校における英語教育については憂慮すべき格差が広がっている

こと､すなわち, ｢一貫性｣が著しく欠如していることが明らかになった｡多

くの生徒は初等学校の第7･8学年において週1回程度の英語教育を受けている

が､ 4人に1人は週1回よりも少ない頻度でしか英語教育を受けていない(問
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10,問11)｡また､これは生徒との会話を通して明らかになったことであるが､

週2-3回の授業を受けてきた生徒もいる一方で､初等学校でほんの数時間しか

英語教育を受けていない生徒もいた｡それを反映するように､初等学校の英語

教育については,文法学習の側面を除いて､ ｢非常に多く学んだ｣あるいは｢多

く学んだ｣と感じている群と｢少し学んだ｣あるいは｢学ばなかった｣と感じ

ている群がほぼ半分に分かれた(問9) ｡さらに､初等学校における英語教育が

｢非常に役に立った｣あるいは｢役に立った｣とする群と｢あまり役に立たな

かった｣あるいは｢全く役に立たなかった｣とする群も同様に半分に分かれた

(間13)

このように､初等学校の英語教育には格差が広がっているが､そのような格

差に関係なく､生徒は案外簡単に中等学校の授業に適応しており､かつ､学力

の伸びを実感しているようである(問3,問4) ｡これはこの年齢の子どもが一

般的に持っている適応力の高さも理由の1つとして考えられるが､オランダの

社会言語的な背景も関係していると思われる｡オランダの児童･生徒は普段の

生活において､テレビ･ラジオ,映画,広告などを通して英語に触れる機会が

多いため,学力の伸びが早く､初等学校の格差を短い時間で掻き消してしまう

のではないかと考えられる｡

もっとも,生徒は初等学校と中等学校の英語授業に大きな違いを感じてはい

る(問14)　筆者の口頭での質問に対する生徒からの回答では､中等学校に入

学して急に学習量が増えたことに関する意見が多く出た｡エクササイズの量が

増え､その中でも特にライティングや文法･語嚢学習が増えたことが主に指摘

された｡また､初等教育においてあまり英語の授業がなかった生徒は､初等学

校の英語教育を単なるレクリエーションと捉え､中等教育でまとまった量の学

習を経験して初めて英語学習を開始したという感想をもっていた｡実際に､ 4

技能及び文法･語嚢のすべての側面において､中等学校に入学してから｢多く

学んだ｣という実感を生徒はもっている｡特に語嚢学習については中等学校で

急激に増えたという実感をもっているようである(問8) ｡生徒からは,中等学

校の英語授業はエクササイズばかりで単調だという批判もあったが､学習量が

増えたことについてはむ.しろ肯定的に受けとめられていた｡

ここで注目すべき点は､オランダの児童･生徒の場合､ある程度まとまった
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量の英語学習がモチベーションを高めている可能性があるという点である｡初

等学校と中等学校の英語教育を比較して､ ｢中等学校の英語授業の方が好き｣

という回答は40%にもなり, ｢初等学校の英語授業のほうが好き｣という回答

(8.5%)を大きく上回った(問12)　初等学校で高められたモチベーションを

中等学校で(少なくとも第1学年の時点ではあるが)失っていく生徒は少なく､

初等学校で充分に高まらなかったモチベーションが中等学校で高められている

生徒はかなりいることが明らかになった｡ただし,この傾向はやはりオランダ

の社会言語的背景と不可分であることを指摘しておく必要がある｡子どもたち

は普段の生活で英語を話す機会は多くないものの､テレビ･ラジオ､映画､広

告などによる英語のインプットが豊富なため,かなりの量の学習に適応できる

だけの素地が育っており､逆に言えば､ある程度の量が与えられなければ学習

しているという実感がないのである｡この点から言えば､先の40%の生徒にと

っては初等学校の英語教育は彼(女)らの知的欲求を満たしておらず､モチベ

ーションを高めるものではなかったことになる｡ただし､初等学校で英語を学

ぶこと自体についてはほぼ全員が賛成していることを考えると(問5) ､初等教

育における英語教育の量と質を高めることが求められる｡初等教育のカリキュ

ラムがオーバーロード気味である中で,どのようにして英語教育を確実に位置

づけ,初等学校間の格差を減らしていくかという点が今後の課題である｡

91



第6章　結論

第1節　本論文の要約

第1章｢目的と構成｣においては､本論文の目的､意義､構成を明らかにし

た｡まず､本論文の目的を｢オランダの初等教育における英語教育導入に伴っ

て生起した､中等教育との連携問題にかかわる諸事象を一定の枠組みのもとに

記述し､これを分析･考察することを通して,その他の国における類似の問題

に対する示唆を探求すること｣とした｡また､この目的をより明確にするため

に, ① ｢初等教育における英語教育導入｣が意味する状態, ② ｢連携｣という

用語の暖味性を補うための,別の用語を用いた概念定義の必要性､ ③ある特定

の国の事例が社会的､文化的､教育的背景を異にする国-の示唆を与える可能

性の3点について補足を行った｡.そして､本論文の意義を､ ①オランダや日本

を含めた多くの国々の英語教育界における現実的な要請に応えるという社会的

意義､ ②日本の英語教育学における地域研究の方法論的側面からの学問的意義､

③日本の英語教育研究において軽視されてきた研究領域(国家的作業としての

言語教育プログラムの定着過程に関わる領域)の開拓という側面からの学問的

意義､ ④連携の捉え方に関して新たにマクロな視点を提供しているという側面

からの学問的意義の4点にまとめた｡

第2章｢記述の枠組み設定及び連携に関わる用語の概念定義｣においては､

連携問題の諸相とその改善のための方策を整理して記述するための枠組みとし

て,国家的作業としての言語教育プログラムの定着過程に関する枠組みを求め､

Olshtain(1985)及びJohnson(1989)に言及した｡そして, ｢カリキュラム開発

の段階｣ ､ ｢意思決定者｣ , ｢産出物｣の関係について明確な位置づけをして

いるJohnson (1989)の枠組みを本論文における記述の枠組みとして援用するこ

ととした｡それによると､ ｢カリキュラム開発の段階｣は､段階1 ｢カリキュラ

ムの計画｣ (政策領域) ､段階2｢目標と方法の特定化｣ (シラバス領域) ､段

階3 ｢プログラムの実施｣ (教材開発･教員養成領域) ､段階4 ｢教室における
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実践｣ (教授･学習領域)の4段階から成る｡本論文では第4章において､こ

の段階に沿った節を設け,初等･中等教育の連携改善を志向した方策の記述･

考察を行った｡このような記述の枠組みを設定した後､ Richards(1982)､ Dericott

(1985)､Marshall(1988)などに基づき､連携に関わる4つの用語､すなわち､ ｢結

束性｣ (coherence) ､ ｢一貫性｣ (consistency) ､ ｢連続性｣ (continuity) ､

｢連絡｣ (liaison)について概念定義を行った｡そして､ ｢結束性｣を｢カリキ

ュラム開発の各段階(第2章表l,p.1O参照)における産出物に相互矛厚がない

こと｣ ､ ｢一貫性｣を｢初等教育または中等教育における教育目標､内容,方

法などに関する共通性｣ ､ ｢連続性｣を｢初等･中等教育間における教育目標,

内容,方法などに関する合意､計画｣ ､ ｢連絡｣を｢初等･中等教育間におけ

る情報交換｣とそれぞれ定義した｡

第3章｢オランダの初等教育における英語教育導入の歴史的展開｣において

は初等教育-の英語教育導入までの軌跡と､その直後から問題化した中等教育

との連携の実態を記述した｡

第1節｢準備期｣においては､先行研究に基づき､初等学校-の英語教育導

入の準備期を､ 1968年から1978年までのユトレヒト(Utrecht)大学の研究グル

ープによる開発研究期(第1項)と, 1978年から1986年までのSLOによる開

発研究期(第2項)に大きく分け､初等教育-の英語教育導入に至るまでの試

行錯誤の過程と連携問題-の伏線を記述･考察した｡その中で､ ①初等教育-

の英語教育導入が10歳から16歳の児童･生徒の学習過程全体に及ぼす長期的

な効果を充分に明らかにできなかったこと､ ②初等教育改革と言語観のシフト

による混乱があったこと､ ③初等教育のカリキュラム開発における｢結束性｣

が弱かったことによって､教材､教員養成･研修､教授･学習行為の｢一貫性｣

が失われたこと､ ④初等･中等教育の連携を副次的なものとする政治的風潮に

よって｢連続性｣と｢連絡｣が軽視されたことなどを挙げた｡

第2節｢連携問題の顕現｣においては､初等教育の英語教育が導入された1986

年以後数年の実態を､ Inspection for Education (1991)､ Edelenbos (1993)､ Oskam

(1995)などを参考にしながらまとめた｡そして､これらの実態を､ Edelenbos

(1997)が指摘した連携問題の中心となる課題､すなわち､ (1) ｢初等･中等学校

教員の意思伝達の不足｣ ､ (2)｢各学習段階での目標のつながりの悪さ｣ , (3) ｢初
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等学校と中等学校の外国語教育に対するアプローチの違いと教育内容の非連続

性｣ ､ (4) ｢初等学校での学習結果を軽視する傾向｣ ､ (5) ｢初等学校現職教員の

再教育と教員養成の欠陥｣にあてはめて整理した｡また､第2章で設定した記

述の枠組みと連携に関する用語との関連を併せて示した(第3章第2節表6,p.28

参照) ｡

第4章｢オランダにおける連携改善のための方策｣においては､初等･中等

教育における連携の改善を志向した各方策の内容を記述･考察した｡

第1節｢政策領域の方策｣においては､オランダの外国語教育改善のための

国家的プロジェクト(NAP)を取り上げ､その歴史的な展開を述べた後(第1

項) ､特に初等･中等教育の連携改善を志向した3つの提言に言及した(第2

項) ｡それらは､初等･中等教育(基礎教育課程)における到達目標の制定､

その目標を位置づける包括的な枠組みの設定､初等学校教員養成プログラムの

充実に関するものであった｡

第2節｢シラバス領域の方策｣においては､国レベルの公式の到達目標

(Kerndoelen) (第1項)と､初等･中等教育における英語教育の方法論に関連す

る内容を検討した(第2項) ｡初等教育の到達目標については､ 1993年版､ 1994

年版､ 1998年版(現行)を､中等教育(基礎教育課程)の到達目標については､

1993年版と1998年版(現行)を提示し､それぞれの内容についての理解を得た｡

その後､初等･中等教育においてどのような｢連続性｣を持たせることが意図

されたのかという点に関して考察を加えた｡そして､ ①初等教育と中等教育の

両方が共通して､話題､場面､言語機能を中心としたシラバス-の志向性を表

明していること, ②初等教育と中等教育の英語教育において扱う領域の違いを

表明していることを指摘した｡そしてその違いとは, ①初等教育では原則とし

てライティングは扱わず､口頭能力の育成を中心的な課題とした上で,基礎的

なリーディング能力と語嚢力を育成することが目標となっているのに対して,

中等教育では､4技能及び文法･語嚢力をバランスよく伸ばすことが目標となっ

ていること, ②初等教育においては異文化理解､社会言語的能力､及び方略に

関する言及がないことであった｡一方､英語教育の方法論に関連しては､初等

教育については　van Berneveld & van der Sanden (1987)の4段階モデル

(Four-phaseModel)が､中等教育についてはCandlin(1981)のエクササイズの
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4段階が広く影響を与えていることを指摘し､これらの内容について説明した｡

その後､両者の段階モデルが,ともにコミュニケーション能力の育成を一義的

な目標にしたものであり,理解から産出-､統制の強いエクササイズから統制

の弱いエクササイズ-､という過程に沿ってほぼ並置することができ､初等･

中等教育の英語教育の｢連続性｣を高めようとする意図がうかがえることを指

摘した｡

第3節｢教材開発･教員養成領域の方策｣においては,初等･中等学校用教

科書の変遷と｢連続性｣を考慮した教科書の特徴を書き出し(第1項) ､教員

養成プログラムの充実を目指した教員の資質･能力に関するガイドラインの内

容を検討した(第2項) ｡教科書については､先行研究に基づいて､ 1986年か

ら現在までの期間を教科書の｢連続性｣の実現度という観点から3つの時期に

区分し､それぞれの時期における教科書の特徴を明らかにした｡そして､初等

･中等学校の｢連続性｣を考慮した教科書がもつ特徴として､ ①到達目標や方

法論との｢結束性｣を実現していること､ ②教科書の構成や活動の組み立て､

テキストの特徴を類似させていること､ ③語嚢や題材などの無秩序な重複を避

けていることが指摘された｡一方､教員の資質･能力に関するガイドラインに

ついては､ ①特に格差が広がっている初等学校教員養成プログラムの｢一貫性｣

を高めるという役割と､ ②中等学校教員をも視野に入れたガイドラインの設置

によって初等･中等学校教員に求められる資質･能力の違いを浮き彫りにする

という2つの役割に言及した｡そして､初等･中等教育における2つのガイド

ラインの内容を比較した結果､中等学校教員のガイドラインでは､初等学校教

員のガイドラインでは言及がない｢言語学的側面に関する内容｣ ､ ｢文化の知

識に関する内容｣､ ｢ライティング｣についての言及があることが指摘された｡

これは,初等･中等学校教員に求められる資質領域の違いを示しており､到達

目標に規定された内容との｢結束性｣が実現されていた｡また,初等学校教員

のガイドラインの中には4段階モデル(第4章第2節第2項表13,p.55参照)を

念頭においた授業実践-の言及があり､方法論との｢結束性｣が実現されてい

た｡

第4節｢教授･学習領域の方策｣においては､初等･中等学校教員の交流活

動(第1項)と､言語ポートフォリオの開発(第2項)について言及し､その
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他の特殊な取り組みとして､正規の英語授業の枠外にコンピュータを用いたタ

スク中心の英語活動を取り入れた学校の事例を紹介した(第3項) ｡初等･中

等学校教員の交流活動の例としては､教育サポート機関がイニシアティブをと

って1996年5月に開催した"BuildingBridges"と呼ばれる学会に言及し､この

会合が初等･中等教育の連携を改善するための啓蒙的な役割を与えられていた

ことを述べたo言語ポートフォリオについては､報告機能(ReportingFunction)

と教育的機能(pedagogicalFunction)があることを述べた上で､言語ポートフォ

リオが｢連絡｣の側面での役割と学習者の言語学習の｢連続性｣を高める役割

の2つを持っていることを指摘した｡その他､付加的ではあるが､ある学校で

導入されているThe Digital Classroom (TDC)と呼ばれる連携改善のための取り

組みを紹介することによって､英語科の枠を超えた連携の可能性を述べた｡

以上の羊うな方策をカリキュラム開発の段階と連携に関する用語によって位

置づけ､その内容を簡単にまとめたものが表18である(p.98)　この表から明

らかなように,オランダの初等･中等教育における連携改善のための方策は､

カリキュラム開発のすべての段階に渡って行われており､各段階からの産出物

に｢結束性｣をもたせながら､ ｢一貫性｣ ､ ｢連続性｣ ､ ｢連絡｣という幅広

い概念を包含して行われていることがわかる｡

第5章｢初等･中等学校における連携の実態｣においては､初等･中等学校

教員(第1節)及び中等学校第1学年の生徒(第2節)を対象とした質問紙調

査を通して,初等･中等教育の連携に関する実態を記述･考察した｡

第1節｢教員-の質問紙調査｣においては､ Edelenbos(1997)の示した連携問

題の中心となる5つの課題を柱として､結果の記述･考察を行った｡その結果､

①教科ではない一般的な事柄についての｢連絡｣はあるが､英語教育に関する

内容の｢連絡｣はないこと, ②初等･中等教育における教育実践上の｢違い｣

が国の到達目標によって｢計画｣された状態と一致する.ことによって､ ｢連続

性｣が実現されたこと, ③初等学校での学習結果は引き続き軽視されているこ

と､④1986年に初等学校の英語教育が必修化されてから15年以上が経った現在

でも,4割程度の初等学校教員は何の訓練も受けずに英語を教えていることが明

らかになった｡また､初等･中等教育の連携を改善するための方策として､初

等学校教員は,英語教育の多様性を確保しながら教科書や対話などの手段によ

96



って中等学校との連携を図ろうとする傾向があるのに対して､中等学校教員は

初等学校教員の英語力を高め､初等学校における英語教育の｢一貫性｣を高め

ることが先決であるとする傾向があり､両者の意識のずれが明らかになった｡

これらのことから､連携問題の中心となる課題のうち, ｢初等学校教員と中等

`学校教員の意思伝達の不足｣及び｢初等学校での学習結果を軽視する傾向｣が

ほとんど改善されていないことの背後には､ ｢初等学校現職教員の再教育と教

員養成の欠陥｣による初等学校英語教育の｢一貫性｣の欠如があり､かつ､こ

の｢一貫性｣の重要性に対する初等･中等学校教員の意識のずれが事態を停滞

させていることが示唆された｡

第2節｢生徒-の質問紙調査｣から明らかになったことは､ ①初等学校にお

ける英語教育については憂慮すべき格差が広がっていること, ②生徒は初等学

校と中等学校の英語授業に大きな違いを感じていること,しかし, ③そのよう

な格差や違いに関係なく､生徒は案外簡単に中等学校の授業に適応し､学力の

伸びを夷感していることが明らかになった｡ただし, ③については､生活場面

における英語のインプットが多いオランダの社会言語的背景と不可分であるこ

とを併せて指摘した｡
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【表18.連携改善のための方策のまとめ】

開発段階 連携改善 の

ための方策

結

束

悼
貫
悼

初 中

逮
続

悼

逮
絡

備 考 (方策 の主な内容 )

段階 1

CU N A P ② ⑤
外国語教育界の連携に対する政治的●社会的関

｢カ リキユ 心を高め､ 到達目標の制定､ 教員の資質●能力
ラムの計画 ｣ @ P に関するガイドラインの設置を提言するとと
(政策領 域 ) もに､ 目標を位置づけるための一般的な枠組み

を設定することの必要性を示唆した0
段階 2

②到達 目標 (D ③ + + +

初等●中等教育における英語教育の目的 ●目標
｢ 目標 と方 を明確化することによつてそれぞれの教育段

法の特定化 ｣ の制定 ④ ⑤ 階における ｢一貫性｣ を高め､ 初等●中等教育
(シラバ ス ⑥ の両方に概念■機能を中心としたシラバスの定
領域) 着を図ることよつて ｢連続性｣ を高めた0 ま■た､

幅広い段階との｢結束性｣をもつことによつて､

全体的な影響を与えた0

③方法論 ② ④ + + +
到達目標､ 教科書､ 教員養成などと ｢結束性｣

をもち､ 初等●中等教育の両方にマミユニケー
の整備 ⑤ ⑥ シ■ヲン能力の育成を重視した段階モデルの定

着を促すことによつて ｢†貫性｣ と ｢連続性｣

を高めた○
段階 3

④教科書 ② ③ +
到達目標や方法論などと ｢結束性｣ をもたせな

｢プ ログラ がら､ 言語材料､ 題材の調整を行うことによつ
ムの実施 ｣ の整備 ⑥ て､ 初等■中等教育における内容の無秩序な重
(教材開発 複を避けた0 また､ 教科書の構成や言語活動の
●教員養 組み立ての共有化を図ることによつて､ 初等●
成領域) 中等教育における教授 ●学習上の溝を′トさく

し､ ｢連続性｣ を高めた■○

⑤教員養成 ① ② + +
N A P､■到達目標､ 方法論との ｢結束性｣ をもた

せながら､ 教員の資質●能力に関するガイドラ
プログラ ③ インを設置することによつて､初等学校及び中
ムの充実 等学校教員養成プログラムの ｢一貫性｣ を高め

た0

段階 4

⑥情報交換 ② ③ ■+

教育サポー ト機関のイニシアティブによつて､
｢教室 にお 初等■中等学校における教育目標､ 内容､ 方法

ける実践 ｣ のための ④ に関する情報交換を促した0 (第 5 章の質問紙
(教授 ●学習 会合 の開 調査の結果､学校レベルではこのような活動は

■領域 ) 催 定着していないことが明らかになつた0 )

⑦言語 ポー ① + +

学習者の学習履歴の伝達と初等●中等学校にお

ける学習ツールの共有化を図つたが､パイロツ
トフォ リ ト●スタディにおいては否定的な結果に終わつ
オの開発 た0 しかし､ ポートフォリオの質が高まり､ こ

のツールに対する教員の理解が深まれば､ 今
後､大きく連携の改善に寄与する可能性をもつ

ているO

(注) ｢結束性｣の項の丸数字は､その方策が別の方策と相互に矛盾することなく関連づけられていることを示す｡

｢一貫性J　の項に+印のあるものは､初等教育(表中では｢初｣ )または中等教育(表中では｢中｣ )におけ

る英語教育の　r一貫性｣を高めることを目的とした方策であることを示す｡ ｢連続性｣の項に+印のあるもの

は,初等･中等教育間の英語教育の｢連続性｣を高めることを目的とした方策であることを示す｡ ｢連絡｣の

項に+印のあるものは､初等･中等教育間の情報交換を目的とした方策であることを示す｡
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第2節　本論文からの示唆

初等教育-の英語教育導入に伴って生起する中等教育との連携問題に関して､

本論文全体を通して記述･考察したオランダの事例から得られる示唆は次の5

点にまとめることができる｡

示唆1

中等学校の英語教育に対する組織的 ●計画的変革がなければ､ 初等学校の英

語教育は (導入 されたとしても) 中等学校の英語教育 との連携 を図ることが■セ

きない0

オランダの中等教育における英語教育に大きな変革をもたらしたのは､ 1986

年の初等教育における英語教育必修化ではなく､ 1993年の到達目標の制定であ

り､それに基づいた教科書の整備などであった｡この歴史的事実が示唆するこ

とは､初等教育に英語教育を導入することそれ自体は､必ずしも中等教育-の

インパクトをもたないという点である｡中等教育-の何らかのインパクトを期

待するのであれば､初等教育における英語教育体制の充実を図ると同時に､中

等教育においても､初等教育との連携のあり方について明確なビジョンを描き,

それに基づいて､カリキュラム開発の段階(Johnson,1989)を網羅した組織的･

計画的な変革を行うことが必要である｡

示唆2

連携に関しては ｢結束性｣ の概念が ｢一貫性｣ ｢連蔵性｣ ｢連絡｣ の概念

に比べて重要である0 『目標』によつて､ 初等 ●中等教育における英語教育の

位置づけを明確に し､ ｢結束性｣を確保 していく■ことが連携の改善につながる0

オランダにおける連携問題の発端は,初等学校-の英語教育導入にあたって､

Johnson(1989)の段階2 ｢目標･方法の時定化｣ ､段階3 ｢プログラムの実施｣ ､

段階4 ｢教室における実践｣の間の｢結束性｣が弱かったことにある｡そして連

鎖的に初等学校における英語教育の｢一貫性｣が失われ､初等･中等学校間の
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｢連続性｣や｢連絡｣を確保することが困難になった｡連携問題は､ともすれ

ば学校レベルにおける初等･中等学校教員間の｢連絡｣の欠如と安易に置き換

えられがちであるが,根本的には｢結束性｣の欠如がその原因になっているの

である｡

｢結束性｣を確保するために最も重要なものは目標である｡オランダの場合

も到達目標が｢結束性｣をもたせるための中心的な役割を果たしていた｡この

事実が示唆することは､初等･中等学校における英語教育の位置づけについて

の明確な方針を目標として具現化するべきであるという点である｡しかし,初

等･中等教育の連携について明確なビジョンがないままに制定された目標は,

後になって安易に変更される可能性がある｡新たな目標の下で｢結束性｣を確

保していくためにはある程度の時間がかかるため､初等･中等学校における英

語教育の位置づけを変化させるような目標の極端な転換を繰り返すことは避け

るべきである｡

示唆3

連携の改善を図るためには均質化志向と分化 (差異化) 志向の両方が可能で

ある0 その際､ 初等 ●中等学校の葵語教育における類似点 と相違点が計画 され

たものになつていることが重要である0

オランダの初等･中等学校では,連携を改善するために､コミュニケーショ

ン能力の育成を重視する立場から､方法論や教科書の構成を均質化する一方､

到達目標によって初等学校では特に口頭能力を中心とした言語スキルの育成を､

中等学校では言語や文化について.の知識と4技能をバランスよく伸ばすという

差異を明確にした｡結果として､初等･中等学校の英語教育においてはアプロ

ーチの均質化が進み､重視する知識やスキル領域については分化(差異化)が

進んだ｡連携が問題化される要因は｢類似していること｣あるいは｢異なって

いること｣にあるのではなく,その類似点と相違点が｢計画されているか否か｣

にある｡
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示唆4

初等●中等学校教員間の情報交換活動は連携改善のための重要な方策では

あるが､ その必要性を説くのみ■では促進されない0 教員個人のレベルを超え

たイニシアティブが必要である0

学会等における初等･中等学校教員の情報交換活動は重要であるが､これは

単発的な活動に陥りやすい｡学会はあくまでも啓蒙的な意味合いが強く,これ

によって初等･中等学校間の英語教育に関する実質的な｢連絡｣が定着すると

は考えにくい｡数あるうちの-教科にすぎない英語科に関する情報交換活動は､

教員個人の熱意によるところが大きく､これのみに頼ることには限界がある｡

したがって､英語教育に関する情報交換活動を継続的に行うことが必要である

場合には､英語教員個人のレベルを超えたイニシアティブが必要である｡

示唆5

中等学校入学時における生徒 の学力差の原因に関しては冷静な判断が必要

である0 また､ 初等学校の英語教育による到達度の違いを活かして中等学校で

の授業 を開始するべきである0

初等学校での学習結果が軽視される主な原因は学力差である｡しかも､学力

差は充分な根拠も無く初等学校の責任にされる傾向がある｡特に受け入れ側と

なる中等学校では､初等学校の英語教育の質を評価する際には慎重になるべき

である｡さらに､初等学校における英語教育によって､ある程度の学力差が出

ることは避けられないことを考えれば､学力差を否定的に捉えている限り､事

態は好転しないであろう｡そこで期待される方策は(オランダでは今のところ

失敗に終わっているが)例えば言語ポートフォリオというツールを導入するこ

とによって､各学習者の学力のプロフィール化を行い､学力差を否定的に捉え

ない発想-と転換することである｡充分に質の高い言語ポートフォリオが､教

員の理解を得て用いられるならば,初等学校から中等学校-の学習者の学習結

果に関する情報伝達を補助し､初等･中等学校に共通する学習ツールとしても

利用できる｡これによって､初等学校の英語教育が過小評価され､その価値が
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減じられるのを防ぐことができる｡ただし,初等･中等教育段階にふさわしい

言語ポートフォリオの質とそれを有効利用するための教員研修のあり方につい

ては本論文のテーマを超えるため､別途の議論が必要である｡

第3節　日本の英語教育との接点

本論文においては,初等･中等教育の連携を問題にする場合､初等教育にお

いて英語が必修教科であることが前提である｡現在の日本のように｢総合的な

学習の時間｣の中で国際理解教育の一環として英語活動を行ってもよいとする

カリキュラム上の位置づけでは,初等教育における英語教育は未導入であると

捉えている(第1章第1節参照) ｡そのため､日本においては今のところ初等

･中等教育の連携問題は潜在的にしか存在していないというのが本論文におけ

る捉え方である｡これは,オランダにおいて初等教育の英語が必修化される1986

年までは､かなりの数の初等学校で英語が教えられていたにもかかわらず､中

等教育との連携は問題とされて来なかったという事実に依っている｡しかし､

日本においても初等教育の英語を教科化し､全員が英語を学ぶ体制を作る動き

があることを考えると､この体制を作る過程において中等教育との連携を視野

に入れた準備作業を行う必要がある｡その際､日本の現状とオランダの事例と

の接点が見出されたならば,準備作業を行うにあたっての何らかのヒントが得

られるのではないであろうか｡

そこで本節では､日本とオランダの接点を探る手順として､まず､日本の′ト

･中学校における英語教育の連携に関する教員の意識について, JASTEC (日本

児童英語教育学会)プロジェクトチーム(2002)及び荒川･伊東(1999)の調査

結果の中から,本論文との関連で興味深いと思われる事項に言及する(第1項)0

これは,日本においては潜在的にしか存在していない連携問題の一側面をオラ

ンダの事例との接点を探るために敢えて浮き彫りにするためである｡その後､

第1項で指摘された日本の現状とオランダの事例との接点を探りながら､日本

の小･中学校における英語教育のよりよい連携を実現するための留意点をまと

める(第2項) 0
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第1項　連携に関する教員の意識

日本の小･中学校における英語教育の連携については､最近､ JASTEC (日本

児童英語教育学会)のプロジェクトチームが｢小学校英語活動に対する中･高

英語教員の態度及び意識に関する研究｣という興味深い研究を行っている

(JASTECプロジェクトチーム, 2002) ｡樋口他(2002)は､この調査結果に基

づいて､小学校の英語活動の成果を生かすという視点から､小･中学校の連携

のあり方について論じている｡それによると,小学校と中･高等学校の連携が

必要であると回答した中学校･高等学校の教員は597名中508名(85.1%)であ

り､連携は不必要であると回答した教員は79名(13.2%)であった｡この結果

から､大多数の教員は連携が必要であると考えていることが指摘されている｡

そして,連携の内容と方法について最も多かった回答は｢校区内の小学校と連

絡会を持ち,相互に授業参観を行う｣ (71.9%),次に｢校区内の小学校の英語活

動の年間指導計画に目を通す｣ (47.2%)であった｡しかし､ ｢中･高英語教員

は小学校の英語活動にある程度の関心を抱いているが,英語活動の研究発表会

に参加したり､授業を参観したり､校区内の小学校の年間活動計画を研究する

といった積極的な態度は見られない｣という結果が併せて報告されており､教

員の意識と行動の不一致がみられる｡考えられる理由としては､ ｢差し迫った

問題として捉えていない｣ , ｢小学校の英語活動経験に対する評価が低い｣ ,

｢小学校と中･高の英語教育では目的や指導目標が異なる｣が挙げられていた｡

一方､連携が不必要であるとした主な理由としては, ｢小学校の英語活動と中

学校の英語学習では目的や指導目標が異なる｣ ､ ｢小学校の英語活動には期待

していない｣が挙げられていた｡

他方､荒川･伊東(1999)は,小学校における英語の｢教科としての導入｣を

前提として､小･中学校教員に質問紙調査を行い､次のような結果を報告して

いる｡ (回答者数は小学校教員286名､中学校教員130名,計416名と報告さ

れている｡ )それらは､ ①小学校教員の英語研修を全員必修とすべきと考えて

いる中学校教員は6割に達しているのに対して､そのように考えている小学校

教員は4割に満たないこと, ②小･中学校教員はともに4割前後の教員が,予

想される学力差-の対応策として､中学校では英語はゼロからスタートするも
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のとして指導すると回答したこと, ③特に文字学習指導の到達目標について､

期待される到達レベルが小･中学校教員間で大きく異なっていることなどであ

った｡

続く第2項では､これらの点を踏まえてオランダの事例との接点を探ること

にする三

第2項　初等･中等教育における‡連携に向けて

まず､ JASTECプロジェクトチーム(2002)の報告からは､受け入れ側である

中学校教員は小学校の英語教育について｢関心はあるけれども行動しない｣と

いう､まさにオランダの事例で指摘されたようなパターンが出来上がりつつあ

るようにも受け取れる｡しかし､日本には地域共同体としての｢校区｣が存在

していることによって､行政的･制度的にはオランダの場合よりも意思伝達が

促進されやすい環境にあるという点は､ ｢連絡｣の確保のための肯定的な要素

であることは疑いない｡したがって､樋口(2002:45)の期待するように,今後､

小学校の英語が教科化され､連絡会や授業参観などの機会が設けられると､中

･高の英語教員は積極的に参加する可能性もある｡ただし,一般的に教員は校

内における他の優先させるべき仕事で多忙であり､ ｢初等･中等学校教員間の

情報交換活動はその必要性を説くのみでは促進されない｣ (本章第2節におけ

る示唆4)ことが懸念されることから､教育委員会や教育センターなどの教員個

人のレベルを超えたイニシアティブが必要になると思われる｡

ところが, ｢小学校の英語活動には期待していない｣という中学校教員の言

葉に象徴されるように､ ｢小学校の英語活動経験に対する評価が低い｣ことに

よって,そのようなイニシアティブが空回りする可能性も否定できない｡オラ

ンダの事例から明らかなように､ ｢小学校の英語活動経験に対する評価｣は小

学校間の格差と到達レベルの不透明さに起因する小学校教員-の不信感によっ

て大きく減じられる可能性がある｡したがって,小学校の英語教育に一定の質

を確保し､小学校での到達レベルを評価し公表することは小･中学校の連携の

ために重要な点である｡そして､この過程を通して､小学校の英語教育におけ

る学習結果が中学校の教員に正しく理解されるようになれば､ ｢連絡｣は活発
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化し､ ｢連続性｣が高められていくものと思われる｡

小学校の英語教育に一定の質を確保するために最も重要なのは､到達目標を

｢学習指導要領｣に明確に記述し､それと調和した教材開発､教員養成･研修､

教育実践を行うことである｡なぜなら､ ｢目標によって,英語教育の位置づけ

を明確にじ､ ｢結束性｣を確保していくことが連携の改善につながる｣ (本章

第2節における示唆2)からである｡しかしながら,荒川･伊東(1999)の戟告

によれば､特に文字学習に関する小学校の到達目標について､小･中学校教員

の共通理解が必ずしも得られていないことから,中学校教員の一方的な期待に

よって小学校の英語教育が過小評価される要因がすでに存在していると言える｡

今後は､ ｢学習指導要領｣にこの点が明確に記述され,小･中学校教員の意識

の統一を図ることが必要である.

到達目標については､JASTECプロジェクトチームの調査結果の中で､ ｢小学

校と中･高の英語教育では目的や指導目標が異なる｣ので､連携は不必要であ

るという考え方があった｡しかし､この言明は｢異なっていることを(それが

計画された違いでありさえすれば)連携の1つの形と捉えることができる｣と

いう事実を見落としている｡ ｢連携の改善を図るためには均質化志向と分化(差

異化)志向の両方が可能｣であり､ ｢その際,初等･中等学校の英語教育にお

ける類似点と相違点が計画されたものになっていることが重要｣ (本章第2節

における示唆3)なのである｡したがって,小･中学校における英語教育におい

ては目標領域のどの部分を共有し､どの部分を分担するのか､また､その重み

づけをどうするのかという点を明確にする必要がある｡

教材については,小学校の英語が教科化された場合､ ｢学習指導要領｣に記

述された到達目標との｢結束性｣を確保した検定教科書が供給される｡日本に

おける｢学習指導要領｣の定着過程では｢バイパスとしての教科書｣ (和田,

1997:55)が重軍な役割を果たしている17こ.とから､教科書の重要性が指摘でき

る｡また､オランダの場合は､教科書が完全に市場原理にさらされており､各

学校による自由な採択が認められているため､採択の時期にも時間差があり､

｢連続性｣を考慮した教科書が執筆者の意図どおりに使用されるか否かは教員

17　学習指導要領は文部科学省一都道府県教育委員会-教師という伝達のチャンネルでその主旨が普及するのが正

規の方法であるが,このチャンネルを迂回した(bypass).文部科学省一教科書-教師という図式があり､この迂回路
の方が正規のチャンネルよりも強力であるとも言える(和田,1997:54-56)
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の意思決定に委ねられている｡しかし､日本の小･中学校で用いられる教科書

は広域採択制に基づく共同採択が行われているため､理論上は同じ地域の小学

校･中学校に_｢連続性｣を考慮して開発された教科書を確実に配置することが

できる｡もっとも､広域採択制自体の是非についての問題はあるが､現行の制

度を背景として｢連続性｣を考慮した教科書を開発することは,オランダの場

合と比べて､よりよい連携の実現に向けた強力な方策であると言うことができ

る｡

教員養成･研修について,荒川･伊東(1999)の調査では､中学校教員の6割

は小学校教員の英語研修を｢全員必修とすべき｣と考えていること､また､ ｢研

修は各学校の裁量に任せ､学校内研修をすればよい｣とした中学校教員が少な

かった(13.1%)と報告されている｡この結果について､荒川･伊東は､ ｢行政

機関による教員研修の機会と内容の均等化,及びそれによる英語担当教員の質

をある水準まで均一化することを望む表れ｣であると解釈している｡この点は

オランダの事例における傾向と全く同じであり,中学校教員は､小学校におけ

る英語教育の｢一貫性｣を高めることが先決であるとする傾向があると言える｡

また､荒川･伊東(前掲書)では､小学校教員が研修に対して消極的である理

由として､ ｢教員の精神的･肉体的負担の増加｣が挙がっていた｡そのため､

教員の負担という制約を考慮した上で､ある一定の水準を確保することが求め

られる｡その一助として､小学校教員が英語を教えるために必要な資質･能力

に関する現実的なガイドラインを設置することが有効ではないであろうか｡そ

の際､オランダの事例と同じように､中学校英語教員の資質･能力に関するガ

イドラインを同時に設置することによって両者に求められる資質･能力の共通

点と相違点を明確にし､共通点については､小･中学校教員養成課程の共通カ

リキュラムの開発につなげていくことができる｡

小･中学校の連携のためにもう1つ重要な点は､到達目標に照らして小学校

での到達レベルを評価し公表することである｡なぜなら､小学校での学習結果

が不透明なままでは､中学校教員は小学校の英語教育を正しく評価することが

できず,児童の学習経験の上に授業を創り上げていくことができないからであ

る｡したがって,小学校卒業時あるいは中学校入学時に何らかの形でテストを

実施したり,児童の学習経験及び学力に関する情報を小学校教員から中学校教
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負-伝達することが必要になる｡しかしその過程で,中学校入学時の生徒の学

力差が大きいことが明らかになった場合､中学校教員の連携-の意欲が低下す

るという事態を招くことも考えられる｡オランダの事例では､中等学校入学時

における生徒の学力差に対処するために全く最初から教えるという対応がなさ

れてきた｡荒川･伊東(1999)の調査においては,中学校入学の際に出身小学校

によって生徒の英語力にばらつきが出た場合の対処法として,小･中学校教員

ともに4割前後の教員が､ ｢中学校では英語はゼロからスタートするものとし

て指導する｣と回答していることから､日本においても児童･生徒の学力差を

理由とした同様の現象が起きることが懸念される｡

しかしながら､学習には常に個人差が伴い､小学校において早くも児童の学

力差が生じることは避け難いことを考えると,学力差を理由として小学校での

学習結果が無視されることは生産的ではない｡しかも､その学力差が小学校の

英語教育に起因するものなのか､あるいは塾や民間の語学学校での学習経験に

依るものなのかについて正しい判断を下すことは難しい｡オランダの場合,実

際は生活経験の差が学力差となって現れているという指摘があるにもかかわら

ず､学力差は充分な根拠も無く初等学校の責任にされる傾向があり､結果とし

て初等学校の英語教育に対する評価を減じていた｡したがって､ ｢中等学校入

学時における生徒の学力差の原因に関しては冷静な判断が必要｣ (本章第2節

における示唆5)である｡これは日本においても起こりうる問題であるが､児童

･生徒の学力差を小･中学校の連携を妨げるものとして否定的に捉えている限

り,解決が難しい問題である｡そこで､ ｢初等学校の英語教育による到達度の

違いを活かして中等学校での授業を開埠する｣ (本章第2節における示唆5)た

めに,学力差を否定的に捉えない発想-と転換する必要がある｡その一助とし

て期待されている方策が言語ポートフォリオによる各学習者の学力のプロフィ

ール化である｡これは､学習者の学習結果に関する情報伝達を補助する(報告

機能)とともに､初等･中等学校に共通する学習ツール(教育的機能)として

も利用できるものである｡

しかし､オランダで開発されているような言語ポートフォリオの日本におけ

る有効性は未知数であり,ヨーロッパでの事例を参考としながら慎重に研究を

進めていく必要がある｡そして､その際には､オランダの言語ポートフォリオ

107



はCEF (第4章第4節第2項の脚注11,p.70を参照)という枠組みに基づいて

開発されているという事実を忘れてはならない｡つまり,もしも日本において

も同様の言語ポートフォリオを開発するのであれば､それ以前にCEFのような

前提となる枠組みを設定することが必要となるのである｡この作業は大変な労

力と時間を要するであろうが,充分に細かく設定されたスキル領域ごとの信頼

性のあるレベル記述に基づいて開発された言語ポートフォリオは､小･中学校

の連携というコンテクストにおいて､児童の学習経験の無秩序な集積ファイル

以上の役割を果たすことであろう｡

以上のように､到達目標を明確にし､それとの｢結束性｣を確保しながら､

教材開発,教員養成･研修を行うことによって､小学校の英語教育実践に一定

の質が確保できる｡そして､小学校における英語教育の成果を目標に照らして

評価し､かつ､学力差を否定的に捉えない姿勢をもつことによって､小学校に

おける児童の学習経験が過小評価されることを防ぐことができる｡そして､す

でに明らかなように､その過程においては,小学校のみならず中学校の英語教

育についても何らかの具体的なアクションを起こすことが重要である｡なぜな

ら｢中等学校の英語教育に対する組織的･計画的変革がなければ,初等学校の

英語教育は(導入されたとしても)中等学校の英語教育との連携を図ることが

できない｣ (本章第2節における示唆1)からである｡オランダでは中等教育と

の連携という側面が充分検討されず､中等教育-の具体的なアクションがない

ままに初等教育における英語教育を必修化したことによって､その直後に深刻

な連携問題を生んだという事実がこの必要性を物語っている｡

第4節　今後の課題

今後の課題としては次の3つの点が挙げられる｡

①　学力調査による連携評価の必要性

本論文では,オランダにおける連携改善のための方策の内容とその役割を記

述･分析することに重点がおかれたため､実際に連携が改善されたか否かを判

断するにあたって､生徒の学力という側面からの評価を行うことができなかっ
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た｡これは本論文が積み残した課題である｡例えば､中等学校基礎教育課程修

了時点における生徒の学力が以前よりも高まっていることが確認されることに

よって､はじめて初等･中等教育における連携が改善されたと結論づけること

ができる｡今後は､基礎教育課程における学力調査を含めた研究が必要になる

であろう｡

②　連携のための言語ポートフォリオの有効性に関する研究の必要性

言語ポートフォリオは､学習者を中心として連携の改善を図るためのツール

であり,ヨーロッパ全土で最近特に注目されているツールである｡オランダに

おいては,英語教育における初等学校間の格差が大きく､また､生活経験の異

なる移民が多く存在することによって,学力差を埋めることが困難であった｡

そして､児童･生徒の学力差を理由として中等学校では全く最初から教えるこ

とが多かった｡しかし,言語ポートフォリオは､学力差は必ずしも初等･中等

教育における連携の障害にならないという革新的な発想を提供しており､連携

の改善に多大な貢献をする可能性を秘めていることから､このツールを連携の

改善に役立てるための具体的な方法を模索していく必要がある｡その際には､

初等･中等教育における言語ポートフォリオの定着過程を､他のヨーロッパ諸

国の事例との比較を通して研究することによって､この教育段階における言語

ポートフォリオの質を決める条件や､それに伴う教員養成･研修のあり方など

を探求する必要がある｡

③　sLOのプロジェクトを中心とした継続申な研究の必要性

2002年, SLOは初等･中等教育における英語教育の連携に焦点をあてたプロ

ジェクトを立ち上げている｡第4章第3節第2項で言及した初等･中等学校教

員養成プログラムにおける共通カリキュラムの開発プロジェクト

(SLO-Fontysproject deelcurriculum Engels Pabo/NLO)はこの一環である｡同年4

月には初等･中等教育における英語教育の連携に関する国家規模の実態調査(本

論文第5章の内容の大部分がこれにあたる)が行われ､ 10月には政府､教育監

査機関､教員養成担当者､ cps (教育サポート機関の1つ) ､ CITO (テスト開

発機関) ､ LevendeTalen (言語教員のネットワーク) ､ NaB-MVT (NAPの担当
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局を前身とする機関)の代表者が会合を開き､この問題を協議している｡その

他,本節の②で言及した言語ポートフォリオの開発も引き続き進められている｡

このように､オランダにおける英語教育の連携改善に向けた取り組みはこれま

で以上に活発化しており､今後もこれら一連の動きに引き続き注目していく必

要がある｡
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付録1　オランダの教育(主に初等･中等教育に関して)と社会言語的背景

Ⅰ　学校教育制度

現在のオランダの教育制度(図参照)の原型は1968年のマンモス･アクト(MammothAct)

と呼ばれる教育改革にみられる｡以来､教育システムの全体的な機能を重視した教育制度

を確立するために､何度か改革が行われてきた｡就学前教育は4-5歳の幼児を対象に保

育学校で行われていたが､ 1985年の初等教育法により保育学校が初等学校に統合された｡

初等中等学校には､初等学校(8年間)と､これに続く大学準備教育(vwo),上級普通

中等教育(HAVO)､下級普通中等教育(MAVO)､職業準備教育(VBO)の4つのコース

があったが､ 1999年には､ MAVOとvBOが統合されてVMBO ([新]職業準備教育)とな

った(http://www.minocw.nl/english/education/secondaryT叫印_!を参照　2002年10月30日現在).

また同年に､直接就職につながる6年間の職業訓練教育が設置された(The Netherlands

Ministry of Education, Culture and Science, 1998b:9)
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初等教育 i(8年 間)

【図　オランダの教育制度】

(注) The Netherlands Ministry of Education, Culture and Science (1998b)及びオランダ教育文化
科学省のホームページ(http://www.minocw.nl/english/flyer/print.litm1 2002年3月28日
現在)をもとに筆者が作成｡
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(1)義務教育

1985年以前は　16歳が義務教育であったが, 1985年から5歳に達した翌月から16歳

になる学年の終了までとされ､ 11年以上になっている｡実際には通常5歳になる学年の

当初から入学しているため(4歳入学)､一般には12年間の義務教育となる｡また, 1985

年から16歳以降､全日制学校に通学しない場合は､ 18歳まで過当たり1日ないし2日の

パートタイムで学校に通う義務が課せられるようになっている(文部省1995‥83)

(2)初等教育

初等学校は4歳から12歳までの8年間の教育を行う｡初等学校で共通に開設される教

科は､ ｢体育｣ ｢オランダ語｣ ｢算数･数学｣ ｢英語｣ ｢事実教科一地理､歴史､理科(生物

を含む)､社会(公民を含む)､宗教活動を少なくとも含む｣ ｢創造的活動一会話､図画,

音楽､工作､遊戯を少なくとも含む｣ ｢自律的生活一例:交通安全等の社会生活及び日常

生活上の知識･技能｣ ｢保健｣となっている｡ ｢英語｣は1985年の初等教育法により新し

く導入されたもので､上級2学年で開設される｡これらの教科の内容及び教育方法につい

ては特に全国的な基準･規定は定められていないが､初等学校修了時に達成すべき学力の

水準が｢達成目標(Kerndoelen)｣ (筆者注‥本論文中では｢到達目標｣と呼んでいる)と

して定められている｡教科書は各学校が独自に選択,使用する(文部省,1995‥83)

(3)中等教育(基礎教育課程)

1993年度から, 4種類(現在は3種類)の中等学校において共通の基礎教育課程が導入

された｡各中等学校では1986年の中等教育法により第1学年を｢移行学年｣とし､この

移行学年終了後に最終的な進路決定をしていた｡移行学年制度は12歳時点で行う進路決

定の補償措置という意味を持っものであったが､各学校種の第1学年の教育に共通性がな

かったため期待どおり機能せず､依然として12歳での進路が決定的となっていたことか

ら､これを改善するため3年間の共通の基礎教育課程が導入された｡移行学年はこれに伴

い廃止され,進路の最終決定はこの基礎教育課程の終了後になされることになった0

基礎教育課程は普通教育を幅広く提供することを目的とし､全課程の80 %を必修の共

通科目が占める｡ 1単位時間50分で､ 3年間で3,000単位時間が必修科目にあてられる｡

国が定める必修科目と標準的な時間配分は表(次頁)のようになっている｡

これらの必修科目のほか,総授業時間の20%は各学校が開設する科目であり､ラテン

請,宗教､移民生徒の母語､職業教育科目などが開設されている(文部省1995:85)
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【表　基礎教育課程の必修科目及び標準時間節分(1993年冥施)】 (文部省, 1995:86)
必修科目 標準単位時間(1時間-50分
オランダ語
英語
第2現代語(外国語)
数学
生物
物理･化学
コンピュータ･情報科学
歴史･公民
地理
経済
技術
社会･生活技能
美術･音楽･ダンス及び演劇(うち2つ)
体育
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(注)標準時間は3年間の合計である｡

(4)その他の特徴

オランダの教育で最も特徴的なことは､その多様性と自由さである｡憲法が保障する｢教

育の自由｣の原則に基づき､ローマカトリック,プロテスタントなどの宗教団体やその他

の民間団体がそれぞれの信念に従って学校を設置している｡このため多様な私立学校が存

在し､私立学校の在学者が在学者総数の約70%を占めるまでになっている｡しかし､財

政的には､公立､私立の区別はなく,政府は全く同じ基準で公私立学校すべての学校経費

を負担している｡私立学校も教育課程など教育科学省(現在は教育文化科学省)が定める

様々な基準に従わなければならない(文部省1995:89)このような多様な学校の中から

学校を選択する自由と並んで､学校をつくる自由もある｡通学している学校に合わない生

徒は次々と転校するし､またどうしても教育理念に合う学校がない場合､親が学校をつく

る権利も保障されている(栗原1995:290-291)

Ⅱ　社会言語的背景

オランダ語は知的職業､行政､法律､教育の分野で認知された公用語である｡オランダ

人口の90%以上がオランダ語を話す｡フリースラント語はオランダにある12地域の1つ

であるフリースラントでは公用語である100以上の異なった言語がオランダの少数民族

によって話されている｡主要少数民族は世界の様々な地域からの出身者である｡即ち､旧

オランダ植民地(インドネシア､スリナム､アンチル諸島)出身者､地中海周辺国(モロ

ッコ､トルコ､スペイン､イタリア)からの労働移民,他の西ヨーロッパの国(ドイツ､

フランス,イギリス､ベルギー)からの移民など｡最近では､アフリカ,ヨーロッパの紛

争地域からの難民もオランダに流入している(竹内他1999:71)

オランダ語以外に他の多くの言語が官公庁､学校で使用されている｡少数民族言語の話

者は自分のコミュニティ内で放送や新聞に自分の言語を使っている｡学校ではオランダ語
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が教育用言語である｡オランダ語以外の言語を使用している学校はほんの少数である｡大

都市ではことに､人口の大多数が多言語使用である｡特定の都市部では50 %にも達する

ほどの生徒がオランダ語以外の母語をもっている｡社会的､経済的分離政策をとったこと

によって､言語的､民族的に少数民族出身の生徒が占める学校の数が増えた(竹内他,
1999:71)

オランダの公用語であるオランダ語は言語系統からみると英語とドイツ語に非常に近

い｡オランダは国土も人口も日本の約10分の1という小国であり､地理的にはイギリス､

ドイツ､ベルギーに囲まれ､国内での外国語(特に英語)の使用頻度は高い(小林1995‥87)

戦後､特に映画･テレビといったマスメディアによって､英語はオランダに普及していっ

た｡オランダでは吹き替えを行わないため,外国製の映画･テレビ番組はオランダ語字幕

がっけられ､そのまま放映･放送される｡山岸(1999)によると､オランダでは専門的な内

容の対話や高等教育など､国内でのコミュニケーションにおいて,英語が使われる機会が

増大しており､ノルウェーやスウェーデン等とともに､ ｢外国語としての英語(EFL) ｣の

立場から｢第二言語としての英語(ESL)｣の立場に移行しつつあるという｡しかし､Dronkers

(1994)はオランダ国内の英語による教育の増大は主にヨーロッパ統合とそれに伴う一部エ

リート層のコスモポリタン(世界主義)気質の増加によるとし､当面は教育用言語として

のオランダ語の地位は揺らがないであろうことを述べており､英語を教育用言語としてい

るESL国とは事情が異なることがわかる｡一般的に言って､オランダ国内での日常生活

にはオランダ語しか必要なく､英語はオランダ人にとって外国語であることに変わりはな

いが､世界に開かれた貿易国家であるオランダでは,英語の重要度が下がることは考えに

くい｡
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付録2　初等教育英単語リスト(Interfaceの教員用マニュアルpp.22-23より)

acro s s bridge

addre s s brother

Africa

African bus

a洗er but

a氏erno on c ake

again c an

age c ar

D utch h amburger

ears hand

e ast h appy

easy

eat

egg

England

English

all over card (postcard) evening

all right careful ever

alway s c arry eye s

Americ a c at fac e

Americ an chair fal l

and cheese family

animal chewing gum farm

apple chicken

arm child

army chi l dren

around chip s

asleep

church

at cinema

Au stral ia c ircus

back (adj.)　　city

back (n.)　　class

bacon (and eggs) clean

bad clock

bag close (v)

ball clothes

banana club

band coat

bank coffee

basket coke

basketball co ld

bathroom colour

beautiful come

because come on

bed cook

bedroom corner

b efore c o untry

behind cow

best cup (of tea)

b etween cupb o ard

big cycle

b ike dad

b irth day danc e

b ite dark

black day

blackboard dessert

b l ous e dining-ro om

b lue dinner

boat disco

body do

book dog

boot door

b oring down

b ox downstairs

b oy dre am

bre ad dre s s

bre akfast drink

hat

hello

help

here

hi!

high

Holland

music sandwich

name school

new sex

n ews shirt

nice shoes

night shop

north sh ort

nose sing

not sir

nothankyou sister

homework now sit down

hope　　　-clock sit

horse ok sleep

hospital old small

hot

fasthotel

fathour

fatherhouse

findhow

fingerhungry

丘rstin

firstnameinside

fish

fit忠s

flatjust

floorkill

footkiss

footballkitchen

forgetknow

Franceladies

Frenchlady

friendlamp

friendlylast

fromlate

舟ultle氏

fulllegs

funletter

funnylife

garagelift

gardenlisten

gentlemanlive

on snow

open socks

orange son

outside son

paper sorry

today

toilet

town

tram

tram ticket

tree

under

vegetables

very

video

village

wait

walk (v)

wall

Wan

wash

water

wear

week

past (clock)　soup weekend

pear south welcome

pen spaghetti west

pence spelling what

pencil sponsor when

penny (p)　stamp where

perfect star which

person station white

pet stop who

piano storm window

pilot straight on winter

p izza stre et w ith

place strong word

plan sugar work

plant summer workbook

play sun world

police-station supermarket write

po lice superstar year

po l iceman surname yellow

post-office sweater yes, please

postcard swim yesterday

potatoes swimming

gentlemen living-room pound (money) table days of the week

German long problem tabletennis months of the year

Germany look programme take numerals 1-100

get up love quarter tall ordinals 1 - 1 0

get

girl

give

glad

glass

gO

good

goodbye

gras s

gre at

gre en

grow

hair

lunch queen taxi possessive pronouns

make quick tea personal pronouns

march rain (n)　　team demonstrative pronouns

middle read television be: simple present

milk ready tennis have got: simple present

milkman red thankyou

minute rest thanks (very much)

money right (OK)　then

month right (opp. le氏) there

m ore ring thin

morning road thing

mo仇er ro om th ink

Mr roun d ti cket

h alf Mrs run time

hall mum salad to
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付録3　　教員-の質問紙(原文はオランダ語)

(注)実際は初等学校用の質問紙と中等学校用の質問紙は別々に用意した｡しかし,両質問

紙には共通部分が多いため､ここでは紙面の都合上1つにまとめて提示している｡そ

のため､同じ問い番号が複数ある場合がある｡質問項目あるいは回答の選択肢に(初)

が付してあるものは､初等学校教員のみを対象とした質問項目または選択肢であるこ

とを示し､ (中)が付してあるものは､中等学校教員のみを対象とした質問項目また

は選択肢であることを示す｡

パート1:学校の背景と教員自身に関する質問

ノ野1年齢　　　　　　…‥…...歳

ノ野2　佐財　　o男性　　o女性

ノ野3　{W等学於夢7/8学年l=おげる戯脚　……‥‥年(初)

J野3　中等学'0での桝　…‥..…年(中)

ノ野30-^J*0-｡Hを鮎Ofc<ゆに安/ナ71一訓練(初)

○特になし

○現職研修

○高等職業学校におけ･る教員養成(pabo)

○　その他

ノ野4　教貞養成(中)

○　高等職業学校における2級教員養成

○　高等職業学校における1級教員養成

○　大学における1級教員養成

o　その他

ノ野5　平珍クラスサイズ　……‥‥...人

ノ野6　クラスタイブ(初)

○　第8学年単独学級

○　第7/8学年混合学級

ノ野∂　クラスタイブ(中)

○　学校種別(vwo,havo,vmbo)

o vmbo/havo/vwoの混合

o vmbo/havoの混合及びvwo

o havo/vwoの混合及びvmbo

○　その他
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ノ野7　gtfAれ元の榊(Dio (中)

o　10校未満

o　10校-20校

o　21校以上

パート2:授業実践に関する質問

ff17　東署の産業/=草'W&i　らいの棉野を劇13Lまy-/A (w

o　15時間未満

o　15時間-25時間

o　26時間以上

原8　どの身群書を魚層L Tいますカ,o

o　教科書は使用していない

o EngelsBasisonderwijs (初)

o RealEnglish (W

o RealEnglish, Let'sdoit (初)

o WalkieTalkie (W

o Units (W

o NoProblem (W

o Interface (中)

o SteppingStones (中)

o Clips (中)

○　その他

o EnglishSpoken (fU)

o HelloWorld (初)

o Bubbles (初)

o Junior (初)

o JuniorContact (SJ)

o NottingHillGate (中)

o OntheMove (40

o Worldwide (中)

G7 9　あなfL-の草野!=か一丁ば､瀞群書の避#7Ar原L T､如D･岸f9JSitt･co厚度盛君裾さ//

Tいます~#>｡者屠Gl=ついno　あ塵要でかリ0.あ塵要であa)の中からあてぼ

まる数字を記スL TTきレlo

…..……　言語の捉え方に関するスタンス

….…….教授･学習に関するスタンス

.….……　価格

習熟度別クラス-の対応

･･仙川…　英語を教えるための訓練を受けていない教員-の有用性(初)

………..教授内容

………‥　初等(中等)学校用教科書との接続

ノ野10　度業でぼどのような身材を鹿骨L, Tいますづ,o

o　教科書のみを使用する

○　主に教科書を使用し､自作教材も使用する

○　主に自作教材を使用し､教科書も使用する

○　自作教材のみを使用する
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6Vll　身のよj々教材を>"の窟度停滞L Tいます-?J¥｡

a)教科書付属のテープ､ cD

b)教科書付属以外のテープ､ cD

c)視聴覚教材(ビデオ,スライド)

d)辞書､単語･熟語集

e)読み物教材

しばしば使う　時々使う　使わない

0

0

0

0

0

り　冊子､新聞などのオーセンティックな教材　　　｡

g)コンピュータ､インターネット教材　　　　　　｡

0 o

0 o

0 o

0 o

0 o

0 o

0 o

軌2 /教/働｢デスFノl=頗彬l=平珍どのぐらいの稀野を費やしTいます-fa

(3つのカテゴリーの合計が100%になるように数字を記入して下さい｡ )

a)教授(学習内容の提示や説明)　　　　　　　　　　　　　　…...…%

b)練習(一斉練習､個別練習､グループ練習:宿題のチェックを含む) .……‥%

c)テスト　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…‥….%

合計100%

原13　4超潜/>｣'一手ンクン　rライティンクン　ryスニンクン　ryレディンクンRびrA

蕗ノ1琵愛/の京成l=頗卿ク仁平珍どの(らいの稀野を者やL, Tいます功㌔

( ｢文法｣ ｢語嚢｣は4技能全てに統合されるものと考えることができますが､ここで

は別のカテゴリーとして答えて下さい｡ )

a)リーディング

b)リスニング

c)スピーキング

d)ライティング

e)文法

0tBLi
pp;

…..….%

………%

………%

…‥….%

‥…….%

…….‥%

合計　100%

ノ野14　どのような度巣形麿を廃っています-fr

o　教授と練習を一斉に行う

○　一斉教授を行い,練習において学力グループに応じた差異化を行う

○　教授と練習において学力グループに応じた差異化を行う

○　教授と練習を個別に行う

ノ野15　度業でぼどの言欝を皮膚Lていますづ,o

o　英語のみ

○　主に英語

○　主にオランダ語

o　オランダ語のみ
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W16　身の度若芽5/=おいでLL､､の密度茶房&&R L Tいま-す-fa

しばしば使う　時々使う　　使わない

a)生徒との個人的なやりとり

b)雰囲気づくり

c)誤りの訂正

d)生徒をほめる

ら)授業を始める

i)授業を終わる

g)授業の秩序を保つ

h)短めの指示例: `openyourtextbook'

i)長めの指示,活動の説明

j)文法説明

k)語嚢の意味確認･説明

1)読解活動

m)聴解活動

n)言語･文化についての説明

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0 o

0 o

0 o

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

ノ野17　あftfcfD度薯/=おい丁､身のsmi*どco鐙度畳穿です-,jも

重要ではない　いくらか　　重要である

重要である

a)話す力の育成

b)聞く力の育成

c)読む力の育成

d)書く力の育成

ら)文法知識の獲得

i)語嚢知識の獲得

g)異文化理解

h)次の教育段階-の準備

i)社会言語的能力の育成

0

0

0

0

0

0

0

0

0

j)英語でコミュニケーションをとること　　　o

-の肯定的な態度の育成

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

ノ野18　身の番学資彩麿での草野l=棚l=どの虜身の稀野を費やLますカ㌔

(3つのカテゴリーの合計が100%になるように数字を記入して下さい｡ )

a)一斉学習

b)個別学習

c)グループ学習

……‥%

……..%

……‥%

合計100%
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パート3:初等(中等)学校との連絡に関する質問

W19　あ&fcの学鰍敏好の{W筈(LP筈ノ学l#｣のコンククFがあクますづ,o
o　ある

○　ない　　　(質問項目20-進んで下さい)

○　わからない(質問項目20-進んで下さい)

周19-1どのよう/JコンククFの厳密をtっTいまずづ㌔　(複数回答可)

○　初等･中等学校間の管理職レベルのコンタクト

○　初等･中等学校間の一般教員レベルのコンタクト

○　初等学校の教員と中等学校の学年主任のコンタクト

○　その他

W19-2　蕗が会合のイニシアチブをtっていますカ㌔ (複数回答可)

○　初等学校

○　中等学校

○　教育サポート機関

○　地域の教育行政機関

○　その他

W20　あ/Jたの学Wzt*英語教育についTのカ教文書があクますづ,o

o　ある

○　ない(質問項目21-進んで下さい)

ff120-1その.未鈍才書�"/02抑等･中等学皮の庶務,'=つい丁`/)言.jP′が�"#> tノまi-7)-㌔..

o　ある

○　ない

周21あ/Jたの草野で徒脚のごtl=ついて安ノブスれ元〔穿枕入れ免ノの{W筈仲等ソ学

歴`｣10らかの遷潜があクます-fa

o　ある

○　ない(質問項目22-進んで下さい)

ノ野21-1虜好があa歩合､その主題ぼ/p7でプ切jo　(複数回答可)

o　教科書の選択について

○　教育目標について

○　教育内容について

○　教授方法について

o　授業形態について

○　学習者の学力について

o　その他
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22　榊り英語教新=ついて瀞j二者めた男達5虜(Kerndoelen)の舟容をどの虜度知

5Ei喝^mmm

o　よく知っている

o　少しは知っている

○　全く知らない

ノ野23#J晋作#)学皮/こおVO男Oiffの教新宮fiTついTIS
(`:/)岸度初っ丁います-fro
○よく知っている

○少しは知っている

○全く知らない

ノ野24　0筈｢中辛)単産l=おifa男i穿の密度方彦l=ついTどの虜度知っています諺,o

o　よく知っている

○　少しは知っている

○　全く知らない

ノ野25　　等｢LP筈)学好l=おげa東署の度者を参密Lたこtがあクます切,a

o　ある

○　ない

ノ野26　0等｢中幕)学好の教責があなfcogm-の度業を参密Lたこtがあクiすカ)o

o　ある

○　ない

ノ野27　あな虎の単産�"OMM&勘とLて中等学好機者を�"Mk行(頗会があクます-fro

(初)

a 27　w筈学好e)]巳著が獲八t Lであなたの学貯㌣有欝の度者を月a戯会があクますカ㌔

(中)

○　ある

o　ない

ノ野28　勿等｢中筈)学bFで皮カれている男雷の身群書をMfcこtがあクます-J>｡

○　ある

○　ない
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パート4:学習者の知識･学力に関する質問

ノ野29　腰の英語学力l=ついての膚#を中筈学好l=彦していますづ㌔ (初)

ノ野29　生産硯賢覧カl=ついTの厚顔を(W筈学劾ユら安げ屠っていますづ㌔ (中)

○　学習者集団全体としての情報を渡している(受け取っている)

○　学習者個人についての情報を渡している(受け取っている)

○　特に渡していない(受け取っていない) (質問項目30に進んで下さい)

?-7　どのcfうな方潜で修好を顔L,Tいまず切) (安げ磨っていま形v> 0 (複数回答可)

○　学力テストの結果

○　教員からの報告､記事

○　言語ポートフォリオ

○　その他

ff13o ms学令揮7呼/=･か-T､児童d)男語学力碁�"#^岸&1:'& (> ｣寸-A*｡ (W

ノ野30　_夢1学卒尊mおいて､生産の英欝学力差ぼどの虜度あクますづ㌔ (中)

差は小さい　いくらか　差が大きい　差が非常に

a)全体的な英語力

b)話す力

c)聞く力

d)読む力

e)書く力

i)語嚢力

g)文法力

0

0

0

0

0

0

0

h)英語学習に対する動機づけ　　　o

差がある

0　　　　　　　　　0

0　　　　　　　　　0

0　　　　　　　　　0

0　　　　　　　　　0

0　　　　　　　　　0

0　　　　　　　　　0

0　　　　　　　　　0

0　　　　　　　　　0

大きい

0

0

0

0

0

0

0

0

ノ野30-1全席の学力差'tttti身のpic等学皮の違いから卓CTい�"o　ノ軌>.｣�"ォ>　(中)

o　はい

o　いいえ

ノ野31_夢8学年卒業時o>M:の農好βクな単カを'Lます切㌔(初)

J野31物め仁者1学卒の旦産の学力をi歓看します�"fr｡中)

○はい(質問項目31-1-進んで下さい)

oいいえ(質問項目31-2-進んで下さい)

ノ野31-1どのよ~)teL~0学力*.fc｣｣*′卿宙Lます/^(複数回答可)(初)

○教科書付属のテスト

○教室場面における教員自身の観察○　その他
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ノ野37-7　どのようl=Lて単カを戯君Lます切㌔　(複数回答可) (中)

○　彼らが何を知っているのかについてクラス全体に問いかける

○　第l学年の生徒とともに教科書全体にざっと目を通す

○　診断テストを行う

○　アンケート調査を行う

○　教室場面における教員自身の観察

o　その他

ノ野37-2屠8学卒の虜#l=単カを戯君Lない屠串ぼ�"{0ですオも(複数回答可)(初)

○測定したとしてもその結果が使われない

o初等学校における英語教育の影響は小さい

○仕事が過剰である

○英語は特に優先される科目ではない

○中等学校の方が学力をよりよく測定できる

○よいテストがない

○　その他

J野31-2　虜1学卒の虜$7Ar学力豹歓君Lない屠歯ぼ/p7です-fro (複数回答可) (中)

○　受け入れ元の初等学校における実践が多様すぎる

o　初等学校における英語教育の影響は小さい

○　中等学校における学習開始時点の学習者の状況が非常に異なる

○　初等学校における学習の影響はすぐに消える

○　学力差が非常に大きいので差異化を行うの不可能である

○　学力差に対応するにはクラスサイズが大きすぎる

○　初等学校で身につけた学力は中等学校の教科書には適さない

○　よいテストがない

○　その他

ノ野32　一夢8学年の児童の学力差に対応すaえめfc{0を行っていますカ㌔ (複数回答可) (初)

ノ野32　_夢1学卒の卓彦の単力差に対応すaためIz{0-を行っTいますカ㌔ (複数回答可) (中)

○　特に何も行っていない

o　学力の低い児童･生徒には特別な注意を向ける

○　学力の高い児童･生徒には学習内容を豊かにする

o　児童･生徒が知っていること,できることを活用する

○　学力の高い児童･生徒には要求度を上げる

○　学力の高い児童･生徒には自主学習を促進する

○　児童･生徒が(テレビやラジオなどを通して)学校外で身につけたスキルを活用す

る

○　その他
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パート5:初等･中等学校における英語教育の連携に関する質問

ノ野33　初等･中筈学Wtお/ja男謝夢の凄務'IZJ8すa穿存の#虎l=ついTr顔ガタl=どの士

うな併象を邑っTいますoJ>｡

o　深刻な問題であり､優先的に改善策が採られるべきである

○　問題であり､改善の必要がある

○　小さな問題であり､あまり改善すべき点はない

○　問題ではなく､改善すべき点はない

o　特に意見なし

ノ野34　次の者痢箇カ〕らみて､ {W筈･中拳学好Irお/fa二有茅野夢の遵務l=ノ野すa穿在の瀕冴を

どのJ:ラ/=超克Tいま1-#も

悪い　　どちらとも　良い　　意見なし

いえない

a)初等･中等学校間の意思伝達

b)教育目標の接続

c)教授方法の接続

d)教育内容の接続

e)初等･中等学校教員間の相互理解･尊重

i)初等･中等学校教員間での英語教育に

関する知識･技能の共有

0　　　　　　　　0

0　　　　　　　　0

0　　　　　　　　0

0　　　　　　　　0

0　　　　　　　　0

0　　　　　　　　0

0　　　　　　　0

0　　　　　　　0

0　　　　　　　0

0　　　　　　　0

0　　　　　　　0

0　　　　　　　0

ノ野35　初等･中筈学好におIj∂男語教育の慮鯵l=ノ野すa最近5 --10年ノ野の顔･善粁虎IrついT

一一府桝こどのよう&､伊東をi,つ丁いまy-;^,つ

○　大きく改善された

o　少しは改善された

o　全く改善されていない

○　特に意見なし

犀36身の容顔嵐からみて冴夢･中等学WtおIJaの英語教育の遵務/-�"BBf^i&する最近5-10

年ン野の身善粁冴をどのようl=超克ていますづ㌔

大きく少しは全く改善意見なし

改善された改善されたされていない

a)初等･中等学校間の意思伝達

b)教育目標の接続

c)教授方法の接続

d)教育内容の接続

e)初等･中等学校教員間の相互理解･尊重

i)初等･中等学校教員間での英語教育に

関する知識･技能の共有
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0　　　　　　　　0

0　　　　　　　　0

0　　　　　　　　0

0　　　　　　　　0

0　　　　　　　　0

0　　　　　　　　0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0



ft37冴等･4J畢学皮/=お〆ナ0#m&ifO>.遅滞<z>0善ば蕗が資産をど,つ丁笹`^0ヾぎで満<-5

四q圏喝^mmm.

o初等学校側が中等学校のやり方に合わせるべきである

○中等学校側が初等学校のやり方に合わせるべきである

○初等学校と中等学校の両者がお互いのやり方に合わせるべきである

W38神算･4J音字#.にお/ナa男謝辞co避据をL7f善ナ<5｣め〆=､屠t,塵質でfi>OI-SJ

-^/_j%.Ml
aノ方二夢を下方〕ら4つ選ルでTきレlo

o初等学校教員の英語力を高める

o初等学校における教育実践に一貫性をもたせる

○初等学校においては一つの教育アプローチを用いる

○初等学校卒業時の児童の学力を均質化する

o初等学校において簡単な文法指導を増やす

○初等学校において構文をより強調した実践を行う

○初等学校においてもっとスピーキング･リスニングに注意を向ける

○初等学校においてもっとリーディングに注意を向ける

o初等学校においてもっとライティングに注意を向ける

○初等･中等学校用の教科書の接続を図る

○地域における学校間で話し合いをもつ

○国が定めた到達目標(Kerndoelen)についての知識を増やす

o初等学校においてもっとコミュニケーション重視の実践を行う

○中等学校においてもっとコミュニケーション重視の実践を行う

o教育内容についての合意を確立する

○中等学校教員は初等学校での英語教育実践についての知識を増やす

○初等学校教員は中等学校での英語教育実践についての知識を増やす

o中等学校第1学年入学時に学力テストを行う

○中等学校においてより学力差に対応した実践を行う
o　その他

ノ野39　初等･中等学齢こおIfa男語数夢の遵務を身善すaためl=,あなたば(i度ぱあ/Tた

の学&*でW {0らかの′貴君を二者行しまLfcfc

o　はい　　(質問項目39-1-進んで下さい)

o　いいえ　(質問項目39-2-進んで下さい)
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層39-1冴筈･中草学齢=お/Ja男讃教育の凄務を身善すOfcめi=､あ/Jたが(iたぱあ/J

PL-の学於がソ#っf=カ瀞&Tfr&^でTき< >���瓜��D�ﾉJH�"�

o　英語教育について､地域の初等(中等)学校と定期的な話し合いをもっている

｡初等学校教員と中等学校教員がお互いに授業観察を行っている

o　初等学校第8学年の児童が中等学校の英語授業を見学に行く(来る)

○　初等(中等)学校と目標についての合意がある

○　初等(中等)学校と教授方法についての合意がある

o　初等(中等)学校と教育内容についての合意がある

｡初等(中等)学校と教材･教科書についての合意がある

○　初等(中等)学校とテストについての合意がある

o　初等(中等)学校との接続を志向した外国語教育の方針文書がある

○　初等学校卒業時(中等学校入学時)にテストを行っている

○　中等学校第1学年で学力差に対応した実践を行っている(中)

｡受け入れ元の初等学校から生徒の学力についての詳しい情報を得ている(中)
○　その他.

39-2S]�"夢･中音字好/=おftO男*-^z"-0夢</^ftr身弄す,3か')に/?#｣,那(｣｣ttあ々

jt-の学於がソ符fc{00>&夢邑摩らなかった腰歯を下方jら選んでTきK複数回

答可)

○連携は特に問題ではない

○英語科は優先教科ではない

○興味が無い

○時間が無い

○改善策をとるために必要な設備がない

○何をするべきかよくわからない

○　その他
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パート6:初等学校の英語教育に対する教員の信念に関する質問

GD7イ0　次の番^>>7Tす内容~についTLL･､､のJr ;5 /こ軌ぜす#サ, cあなf=`+/)意見/こ岸rJ,近いざ6/V,

チェックをLTTきケlo

そう　どちらか　どちらか　　そう　　　意見

思う　といえば　といえば　　思わない　なし

そう思う　そう思わない

a)初等学校における英語教育の主な目的は

学習者を動機付け､日常的な用を足す

ことのできる力をつけ､英語を話すこと

-の不安を取り除き,英語学習の楽しさ

を教えることである

b)中等学校第1学年の教員は､しばしば生徒

が初等学校での学習によって間違って身

につけた誤りを訂正する必要がある

c)初等学校教員は児童に基礎的な事項を

教えることができるだけの充分な英語力

を身につけている

d)初等学校で2年間の英語教育が行われる

ようになったので､中等教育の基礎教育

課程(Basisvorming)修了時点における

英語の達成レベルは高まる

e)初等学校における英語教育は重要ではない

i)初等学校における英語教育は中等学校

との円滑な接続が実現されたときに

のみ意味のあるものになる

g)充分に高いレベルの英語力を身につける

ためには早期に英語学習を始めることが

不可欠である
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パート7:連携問題に関する自由記述

本質問紙調査における主題及び内容に関して,何かご意見がございましたら､以下の空
欄にご自由にお書き下さい｡

この質問紙調査でご回答いただいた内容に関するより深い情報を収集するため､将来的に

コンタクトをとらせていただいても差し支えないようでしたら､以下に連絡先を記入して
下さい｡

ご協力ありがとうございました｡
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付録4　教員-の質問紙調査における回答結果

パート1の質問項目に対する回答結果

初等学校　　　　　　　　　　中等学校

総回答者数158 総回答者数147

回答者数　度数(%)また　回答者数　度数(%)または

はM-平均　　　　　　　　　　M-平均

(標準偏差) (標準偏差)

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳以上

ノ野J　年齢
156　　M-42.2 (10.0)　　147　　　M-44.9 (10.1)

30 (19.2)

24 (15.4)

60 (38.5)

41 (26.3)

18 (12.2)

20 (13.6)

52 (35.4)

52 (35.4)

ノ野2　&&J　　男性

女性
156　　　　96 (61.5)　　147　　　　65 (44.2)

｣73

5年未満

5年-10年

11年-20年

21年-30年

31年以上

155　　　M-9.3 (7.9) '　141　　M-19.4 (10.7)

56 (36.1)

51 (32.9)

34 (21.9)

12 (7.7)

21 (14.9)

16(ll.3)

33 (23.4)

53 (37.6)

ノ野4　教卓養成･m@

なし

現職研修

初等学校教員養成課程

2級教員養成課程

1級教員養成課程

大学における1級教員養成

その他

ノ野∫　平場クラスサイズ 1 58　　　　　M-20 2)　　　1 47　　　　M-27

くあったため省略

ノ野7 ｢中ノ

10校未満

lo枚-20校

21校以上

l　第7学年､第8学年に限る

2　初等学校教員の回答の内わけは,外国滞在による独学(2名) ,旧初等学校教員養成課程(4名) ､初等学校教員養成課程と

中等学校2級教員養成課程の混合(4名)であった｡中等学校教員の回答の内わけはほとんどが2級教員養成課程とl級教員

養成課程の混合(17名)であり,残りは初等学校教員養成課程やその他の高等教育との混合(5名)であった.
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パート2の質問項目に対する回答結果

初等学校　　　　　　　　　中等学校
総回答者数158 総回答者数147

回答者数　　度数(%)ま

たはM-平均

(標準偏差)

回答者数　　度数(%)ま
たはM-平均

(標準偏差)
ノ野7 (初　男謝辞に費やす櫛(･ffl)

15時間未満

15時間-25時間
26時間以上

13 (8.4)

76 (49.4)

ノ野8　超二骨LTL

教科書を使用しない

Hello World

Real English

Junior

Real English, Let 's do it

Bubbles

Un its

English Spoken

Your Own English

No Problem

Junior Contact

Engels Bas isondenv ijs

Walkie Talkie

Say it in English

Ticket to Britain

Real English + Real English Let 's do it

Stepping Stones

Interface

Worldw ide

Unicorn Plus

Go for it

Clips

Tune in

Unicorn Plus + Clips

Generation 2000

039

1 (0.6)

33 (21.3)

21 (13.5)

19(12.3)

18(ll.6)

15 (9.7)

15 (9.7)

ll (7.1)

6 (3.9)

4 (2.6)

4 (2.6)

3 (1.9)

2 (1.3)

1 (0.6)

1 (0.6)

1 (0.6)

0 (0.0)

53 (36.1)

42 (28.6)

22 (15.0)

13 (8.8)

ll (7.5)

2 (1.4)

2 (1.4)

1 (0.7)

(I -富男で'tt#l ¥ 2-どちらかLJ･い.i腰で/i

なtf¥ 3-どちらtあい虎なり4=どちらかtい虐

僻であ0　5-重要であa)

言語の捉え方に関するスタンス

重要ではない

どちらかといえば重要ではない

どちらともいえない

どちらかといえば重要である

重要である

教授･学習に関するスタンス

重要ではない

どちらかといえば重要ではない

どちらともいえない

どちらかといえば重要である

重要である

価格

重要ではない

どちらかといえば重要ではない

どちらともいえない

どちらかといえば重要である

重要である

習熟度別クラス-の対応

重要ではない

どちらかといえば重要ではない

どちらともいえない

どちらかといえば重要である

重要である

76　　　M-3.5 (1.22)

6 (7.9)

10 (13.2)

18 (23.7)

24 (31.6)

18 (23.7)

77　　　M-4.3 (.80)

1 (1.3

0 (0.0)

10 (13.0)

30 (39.0)

36 (46.8)

76　　　M-2.4 (1.05)

19 (25.0)

18 (23.7)

30 (39.5)

7 (9.2)

2 (2.6)

78　　　　M-3.7 (1.43)

12 (15.4)

4 (4.1)

13 (16.7)

19 (24.4)

92　　　　M-4.3 (.85)

0 (0.0)

4 (4.3)

12 (13.0)

33 (35.9)

43 (46.7)

92　　　　Af-4.3 (.92)

3 (3.3)

0 (0.0)

11 (12.0)

32 (34.8)

46 (50.0)

91　　　AM.9(1.ll)
49 (53.8)

17(18.7)

17 (18.7)

5 (5.5)

3 (3.3)

89　　　　M-3.1 (1.19)

11 (12.4)

13 (14.6)

30 (33.7)

24 (27.0)
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英語を教えるための訓練を受けていない教員-
の有用性(初等学校のみ)

重要ではない

どちらかといえば重要ではない
どちらともいえない

どちらかといえば重要である
重要である

教授内容

重要ではない

どちらかといえば重要ではない

どちらともいえない

どちらかといえば重要である

重要である

初等(中等)学校用教科書との接続

重要ではない

どちらかといえば重要ではない

どちらともいえない

どちらかといえば重要である

重要である

WIO

76　　　M-3.0 (1.44)

17 (22.4)

10 (13.2)

20 (26.3)

13 (17.1)

16(21.1)

76　　　　M-3.5 (.97)

3 (3.9)

6 (7.9)

25 (32.9)

31 (40.8)

11 (14,5)

74　　　M-3.4 (1.31)

8 (10.8)

11 (14.9)

16 (21.6)

20 (27.0)

91　　　M-3.3 (1.13)

6 (6.6)

17 (18.7)

29 (31.9)

25 (27.5)

14 (15.4)

M=1.7 (1.01)

53 (60.2)

20 (22.7)

8(9.1)

5 (5.7)

教科書のみを使用する

主に教科書を使用し,自作教材も使用する

主に自作教材を使用し,教科書も使用する

自作教材のみを使用する

40 (27.8)

104 (72.2)

0 (0.0)

ノ野1 1　　材の∠乾骨折冴

a)　教科書付属のテープ, cD
よく使う

時々使う

使わない

b)　教科書付属以外のテープ､ cD
よく使う

時々使う

使わない

c)　視聴覚教材(ビデオ,スライド)
よく使う

時々使う

使わない

d)　辞書､単語･熟語集
よく使う

時々使う

使わない

e)　読み物教材
よく使う

156

124

143

‖EE

143

時々使う

使わない

り　　冊子､新聞などのオーセンティックな教材　　　　139

よく使う

時々使う

使わない

g)　コンピュータ､インターネット教材

よく使う

時々使う

使わない

139

130 (83.3)

23 (14.7)

3 (1.9)

3 (2.4)

20 (16.1)

101 (81.5)

12 (8.4)

66 (46.2)

65 (45.5)

20 (13.7)

95 (65.1)

31 (21.2)

17(ll.9)

72 (50.3)

54 (37.8)

4 (2.9)

61 (43.9)

74 (53.2)

5 (3.6)

62 (44.6)

146

122

139

140

146

137

139

136 (93.2)

9 (6.2)

1 (0.7)

0 (0.0)

46 (37.7)

76 (62.3)

6 (4.3)

100 (71.9)

33 (23.7)

15 (10.7)

65 (46.4)

60 (42.9)

59 (40.4)

77 (52.7)

10 (6.8)

5 (3.6)

74 (54.0)

58 (42.3)

16(ll.5)

82 (59.0)

ノ野12　皮業の者パーF l=費やす瀬棚tiffffl (%)

教授

練習

テスト

154

M=35.7 (15.7)

肪53.2 (15.0)
M=28.1 (10.5)

M=54.0 (12.7)

ノ野13　容顔庶の京成l=費やす棚な時節｢%)

リーディング

リスニング

スピーキング

ライティング

文法

語嚢

134

M=18.4 (7.6)

M=19.4 (6.5)

M=24.3 (8.9)

M=12.9 (6.1)

M=9.6 (5.3)

M=18.8 (7.8)

M=14.2 (4.8)

〟=14.3 (6.1)

M=17.7 (7.2)

AM8.7 (7.7)
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ノ野I4

教授と練習を一斉に行う

一斉教授を行い､練習において学力グループに
応じた差異化を行う

教授と練習において学力グループに応じた差異
化を行う

148

ノ野15　度=欝l=おげa男&SFの皮膚

英語のみ

主に英語
主にオランダ語

オランダ語のみ

155

mm男 め

a)　生徒との個人的なやりとり
よく使う

時々使う

使わない

ら)雰囲気づくり
よく使う

時々使う

使わない

c)　誤りの訂正
よく使う

時々使う

使わない

d)生徒をほめる

よく使う

時々使う

使わない

ら)　授業を始める
よく使う

時々使う

使わない

i)　授業を終わる

よく使う
時々使う

使わない

g)授業の秩序を保つ
よく使う

155

154

151

153

‖ ffi

154

150

時々使う

使わない

h)短めの指示例: `Openyourtextbook'　　　152
よく使う

時々使う

使わない

i)　長めの指示､活動の説明
よく使う

時々使う

使わない

j)　文法説明

よく使う

時々使う

使わない

k)語嚢の意味確認･説明
よく使う

時々使う

使わない

I)　読解活動

よく使う

時々使う

使わない

m)聴解活動
よく使う

時々使う

使わない

‖m

150

152

152

151

45 (29.0)

92 (59.4)

18(ll.6)

60 (39.0)

79 (51.3)

15 (9.7)

35 (23.2)

85 (56.3)

31 (20.5)

66 (43.1)

76 (49.7)

ll (7.2)

98 (63.6)

44 (28.6)

12 (7.8)

63 (40.9)

61 (39.6)

30 (19.5)

16 (10.7)

61 (40.7)

73 (48.7)

92 (60.5)

55 (36.2)

5 (3.3)

21 (13.8)

78 (51.3)

53 (34.9)

8 (5.3)

83 (55.3)

59 (39.3)

34 (22.4)

94 (61.8)

24 (15.8)

27 (17.8)

88 (57.9)

73 (24.3)

33 (21.9)

80 (53.0)

38 (25.2)

147

147

147

147

46

146

145

145

144

145

146

144

144

49 (33.3)

75 (51.0)

23 (15.6)

79 (53.7)

61 (41.5)

7 (4.8)

31 (21.1)

71 (48,3)

45 (30.6)

74 (50.3)

67 (45.6)

6 (4.1)

91 (62.3)

44 (30.1)

ll (7.5)

60(41.1)

60(41,1)

26 (17.8)

30 (20.7)

66 (45,5)

49 (33.8)

113 (77.9)

30 (20.7)

2 (1.4)

9 (6.3)

64 (44.4)

71 (49.3)

4 (2.8)

39 (26.9)

102 (70.3)

41 (28.1)

76 (52.1)

29 (19.9)

28 (19.4)

72 (50.0)

44 (30.6)

24 (16.7)

74 (51.4)

46(31,9)

141



∩)　言語･文化についての説明

よく使う

時々使う

使わない

32 (22.2)

77 (53.5)

ノ野)7　容H夢の畳乾好

(1-量穿で/iか¥ 2-い<らか星野であ5, 3-鼻夢であa)
a)　話す力の育成

重要ではない

いくらか重要である

重要である

b)　聞く力の育成
重要ではない

いくらか重要である

重要である

c)　読む力の育成

重要ではない

いくらか重要である

重要である

d)　書く力の育成

重要ではない

いくらか重要である

重要である

e)　文法知識の獲得

重要ではない

いくらか重要である

重要である

f)　語愛知識の獲得

重要ではない

いくらか重要である

重要である

g)異文化理解

重要ではない

いくらか重要である

重要である

h)次の教育段階-の準備
重要ではない

いくらか重要である

重要である

i)　社会言語的能力の育成
重要ではない

･いくらか重要である

重要である

j)　英語でコミュニケーションをとること-の肯定的
な態度の育成

重要ではない

いくらか重要である

重要である

155　　　　〟-2.8 (.36)

156

0 (0.0)

24 (15.5)

131 (84.5)

M=2.8 (.36)

0 (0,0)

24 (15.4)

132 (84.6)

155　　　M-2.6 (.50)

1 (0.占)

59 (38.1)

95 (61.3)

156　　　　M-2.1 (.61)

19 (12.2)

96 (61.5)

41 (26.3)

155　　　　M-1.9 (.54)

28 (18.1)

110 (71,0)

17(ll.0)

153　　　　M=2.6 (.52)

2(1.3)

58 (37.9)

93 (60.8)

151　　　M=2.0 (.54)

21 (13.9)

108 (71.5)

22 (14.6)

152　　　　M-2.3 (.65)

16(10.5)

75 (49.3)

61 (40.1)

155　　　　〟≧2.1 (.68)

29 (18.7)

82 (52.9)

44 (28.4)

155　　　　M-2.6 (.55)

5 (3.2)

52 (33.5)

146　　　　〟-2.6 (.55)

4 (2.7)

56 (38.4)

86 (58.9)

146　　　　M-2.8 (.44)

1 (0.7)

32 (21.9)

113 (77.4)

146　　　　M-2.8 (.39)

1 (0.7)

22(15.I)

123 (84.2)

145　　　　M-2.6 (.53)

3 (2.1)

52 (35.9)

90 (62.1)

146　　　　〟-2.7 (.51)

3 (2.1)

42 (28.8)

101 (69.2)

146　　　　M-2.9 (.37)

1 (0.7)

19 (13.0)

126 (86,3)

142　　　　〟≧2.0 (.40)

11 (7.7)

119(83.8)

12 (8.5)

144　　　　AM.9 (.81)

55 (38.2)

49 (34.0)

40 (27.8)

143　　　　〟≧1.9 (.70)

44 (30.8)

71 (49.7)

28 (19.6)

143　　　　M-2.6 (.52)

3 (2.1)

45 (31.5)

｢%ノ　　　150

クラス一斉学習

個別学習

グループ学習

M=49.6 (18.9)

M-26.9 (13.1)

M=23.5 (13.3)

M=38.4 (18.3)

A/-39.5 (15.6)

M=22.1 (14.8)

中等学校の教員は,英語の授業において､ 特に長めの指示や文法説明については主にオランダ語を使用している�C偵2X,ﾀ

教員は長めの指示に英語を全く使わないと回答しており､ 70.3%の教員は文法説明に全く英語を使わないと回答している｡
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パート3の質問項目に対する回答結果

初等学校　　　　　　中等学校

総回答者数158　　　　総回答者数147
回答者数 度数(%)　回答者数 度数(%)

ノ野19　初等･中等学於のコンククA (-　　な事柳ごついT)
あり

なし

知らない

156

140 (89.7)

13 (8.3)

146

123 (84.2)

15 (10.3)

ノ野19-1 ∧のノ形膚

校長･教頭レベル(管理職レベル)
教員レベル

中等学校第1学年の主任と初等学校の教員

138

38 (27.5)

55 (39.9)

‖m

48 (39.0)

17(13.8)

ノ野19-2　イニ

初等学校

中等学校

教育サポート機関

地域の教育行政機関

その他

133

82 (61.7)

106 (79.7)

7 (5.3)

7 (5.3)

107

51 (47.7)

88 (82.2)

4 (3.7)

4 (3.7)

146

111 (76.0)

136

31 (22.8)

100

38 (38.0)

29

10 (34.5)

ノ野21　　　許/=符fc L fcSS L合いのiT,無

あり

なし

155

25 (16.1)

144

20 (13.9)

ノ野21-1 mm　声/=符[tLた房L合いの内容

教科書の選択について

教育目標について

教育内容について

教授方法について
授業形態について

学習者の学力について

12 (50.0)

6 (25.0)

9 (37.5)

6 (25.0)

3 (12.5)

14 (58.3)

20

5 (25.0)

6 (30.0)

9 (45.0)

5 (25.0)

5 (25.0)

14 (70.0)

I Tのカ磯 156 HOE

よく知っている

少しは知っている
仝′卓nft.ナ>1,ヽ

35 (22.4)

100 (64.1)

36 (25.0)

60 (41.7)

周23　ョ等草野｢中幕学紗l=おifる教納容l=ついTの知者　　　153
よく知っている

少しは知っている

全く知らない

HH24

21 (13.7)

114 (74.5)

140

15 (10.7)

99 (70.7)

I Tの鬼　　　　　155 142

よく知っている

少しは知っている

全く知らない

18(ll.6)

113 (72.9)

14 (9.9)

101 (71.1)

l=お/I a東署の皮巣窟轟経験の有無　　1 5 7 145

43 (27.4)　　　　　　　23 (15.9)

6)　　　　　　122

146

4 (2.5)　　　　　　　27 (18.5)

60 (39.2) 97 (66.0)

03S&群書を月jt-こ>があaか　　　158

56 (35.4)

102 (64.6)

147

81 (55.1)

66 (44.9)

143



パート4の質問項目に対する回答結果

初等学校　　　　　　　中等学校

総回答者数158　　　　　総回答者数147

回答者数　度数(%)ま

たはM-平均

(標準偏差)

回答者数　度数(%)ま
たはM-平均

(標準偏差)
m29　学ぎ夢の煮諸学#/JついT 00-路';｣�"//潜I (gffJRV)

学習者集団についての情報

学習者個人についての情報

情報なし

158 146

ノ野29-1

学力テストの結果

教員からの報告､記事

言語ポートフォリオ

39

19 (48.7)

23 (59.0)

12 (80.0)

5 (33.3)

ノ野30

(I-学t%tt!｣｣&サ..｣'< ¥ 2-い< 0か学;/}単が/.e,0.

3-学力劇j二大きb ¥ 0-学力差ガj罪常に大きい)

a)　全体的な英語力

学力差はほとんどない

いくらか学力差がある

学力差が大きい

学力差が非常に大きい

b)話す力

学力差はほとんどない

いくらか学力差がある

学力差が大きい

学力差が非常に大きい

c)　聞く力

学力差はほとんどない

いくらか学力差がある

学力差が大きい

学力差が非常に大きい

d)読む力

学力差はほとんどない

いくらか学力差がある

学力差が大きい

学力差が非常に大きい

e)　書く力

学力差はほとんどない

いくらか学力差がある

学力差が大きい

学力差が非常に大きい

f)　語嚢力

学力差はほとんどない

いくらか学力差がある

学力差が大きい

学力差が非常に大きい

g)文法力

学力差はほとんどない

いくらか学力差がある

学力差が大きい

学力差が非常に大きい

h)英語学習に対する動機づけ

学力差はほとんどない

いくらか学力差がある

学力差が大きい

学力差が非常に大きい

158　　　A/-2.8 (.67)

5 (3.2)

39 (24.7)

97 (61.4)

17 (10,8)

1 56　　　A/-2.8 (.66)

3 (1.9)

41 (26.3)

93 (59.6)

19 (12.2)

157　　　M-2.5 (.67)

5 (3.2)

72 (45.9)

70 (44.6)

10 (6.4)

156　　　M-2.1 (.62)

2(I.3)

59 (37.8)

85 (54.5)

10 (6.4)

1 54　　　〟≧2.7 (.69)

5 (3.2)

47 (30.5)

85 (55.2)

17(ll.0)

155　　　M-2.8 (.71)

6 (3.9)

44 (28.4)

87 (56.1)

18(ll.6)

157　　　M-2.8 (.65)

3 (1.9)

44 (28.0)

93 (59.2)

17 (10.8)

158　　　M-2.2 (.87)

34 (21.5)

72 (45,6)

39 (24.7)

142　　　A/-2.8 (.77)

5 (3.5)

44 (31.0)

68 (47.9)

25 (17.6)

143　　　A/-2.8 (.76)

5 (3.5)

41 (28.7)

72 (50.3)

25 (17.5)

143　　　M-2.5 (.79)

9 (6.3)

67 (46.9)

50 (35.0)

17(ll.9)

144　　　M-2.7 (.78)

7 (4.9)

46 (31.9)

68 (47.2)

23 (16.0)

143　　　M-2.7 (.79)

6 (4.2)

49 (34.3)

63 (44.り

25 (17.5)

143　　　A/-2.8 (.75)

5 (3.5)

43 (30.1)

72 (50.3)

23 (16.1)

144　　　M-2.6 (.89)

14 (9.7)

55 (38.2)

50 (34.7)

25 (17.4)

144　　　M-1.8 (.83)

64 (44.4)

54 (37.5)

21 (14.6)

144



ノ野30-1 (竹

腰瀞l=鹿野L Tい｣ ｣Mうか

そう思う

そうは思わない
104 (77.6)

虐'の有無

ある

ない
40 (25.3) 52 (35.4)

ノ野31-1 働野答W)
教科書付属のテスト

教室場面における教員自身の観察

彼らが何を知っているのかについてクラス全体に問う

第1学年の生徒とともに教科書全体にざっと目を通す

診断テストを行う

アンケート調査を行う

30 (75.0)

19 (47.5) 40 (76.9)

46 (88.5)

16 (30.8)

8 (15.4)

ノ野37-2 ー屠由(mmm-.答可ソ

勿等.中等挙が其膚J

初等学校における英語教育の影響は/トさい

よいテストがない

{W等学&L :

測定したとしてもその結果が使われない

仕事が過剰である

英語は特に優先される科目ではない

中等学校の方が学力をよりよく測定できる

中等学&L :

受け入れ元の初等学校における実践が多様すぎる

中等学校における学習開始時点の学習者の状況が非常

に異なる

初等学校における学習の影響はすぐに消える

学力差が非常に大きいので差異化を行うのは不可能

学力差に対応するにはクラスサイズが多きすぎる

初等学校で身につけた学力は中等学校の教科書に適さ

ない

115

29 (25.2)

72 (62.6)

33 (28.7)

8 (7.0)

43 (37.4)

38 (33.0)

34 (35.8)

32 (33.7)

52 (54.7)

53 (55.8)

42 (44.2)

13 (13.7)

29 (30.5)

13 (13.7)

｣732　どのcEうl=単力差-&J&Lていaか儒教好答W)

特に何も行っていない

学力の低い児童･生徒には特別な注意を向ける

学力の高い児童･生徒には学習内容を豊かにする

児童･生徒が知っていること,できることを活用する

学力の高い児童･生徒には要求度を上げる

学力の高い児童･生徒には自主学習を促進する

児童･生徒が(テレビ,ラジオなどを通して)学校外

で身につけたスキルを活用する

`その他

154

39 (25.3)

20 (13.0)

45 (29.2)

67 (43.5)

48 (31.2)

53 (34.4)

44 (28.6)

6 (3.9)

19 (12.9)

71 (48.3)

60 (40.8)

79 (53.7)

17(ll.6)

67 (45.6)

35 (23.8)

15 (10.2)

145



パート5の質問項目に対する回答結果(その1)

初等学校　　　　　　　　中等学校

総回答者数158　　　　　総回答者数147

回答者数　度数(%)ま　回答者数　度数(%)ま
たはM-平均

(標準偏差)

たはM-平均

(標準偏差)
IHI33　S蔀'A音字/<L/二&<'fO&'3｣瀞か')歯舞0什,'JOい丁/> ｣解

深刻な問題であり,優先的に改善策が採られるべきである

問題であり､改善の必要がある

小さな問題であり､あまり改善すべき点はない

問題ではなく,改善すべき点はない

156　　　　　　　　　　　　　145

5 (3.2)

69 (44.2)

31 (19.9)

17 (10.9)

16(ll.0)

67 (46.2)

38 (26.2)

ll (7.6)

ノ野34　番肋ユ I Tの局留

(1- &t¥2-　どちらtあいiなt¥3-良い)

a)　初等･中等学校間の意思伝達
悪い

どちらともいえない

良い

b)教育目標の接続
悪い

どちらともいえない

良い

c)　教授方法の接続
悪い

どちらともいえない
良い

d)　教育内容の接続
悪い

どちらともいえない

良い

ら)　初等･中等学校教員間の相互理解･尊重
悪い

どちらともいえない

良い

138　　　M-1.7 (.68)　125

58 (42.0)

63 (45.7)

17 (12.3)

114　　　A/-1.6 (.58)　110

46 (40.4)

62 (54.4)

6 (5.3)

116　　　A/-1.7 (.61)　107

40 (34.5)

66 (56.9)

10 (8.6)

115　　　M-1.7 (.61)　　116

45 (39.1)

61 (53.0)

9 (7.8)

103　　　A/-1.7 (.62)

38 (36.9)

56 (54.4)

9 (8.7)

i)　初等･中等学校教員間での英語教育に関する知識･技能　　109
の共有

悪い

どちらともいえない

良い

M=1.4 (.61)

82 (65.6)

35 (28.0)

8 (6.4)

A/-1.6 (.60)

46 (41.8)

57 (51.8)

7 (6.4)

〟≧1.7 (.69)

45 (42.1)

48 (44.9)

14(13.1)

M=1.5 (.63)

67 (57.8)

41 (35.3)

8 (6.9)

M=1.9 (.57)

21 (23.9)

58 (65.9)

9 (10.2)

M=1.7 (.60)　　94　　　A/-1.6 (.69)

40 (36.7)

61 (56.0)

46 (48.9)

37 (39.4)

牢ノ野l=おif a遵冴の酸鼻粁慶√=ついTの屈原　　　　　1 5 7

大きく改善された

少しは改善された

全く改善されていない

J野36　番劇ン面からみ71一農道J-/0卒ノ野l=おifa題冴の改善於麿l=ついT

の,E虜(1- *き(身夢きれft, 2-少Lば身善され-. 3-仝(顔

善きれTいない)

a)初等･中等学校間の意思伝達

大きく改善された

少しは改善された

全く改善されていない

b)教育目標の接続

大きく改善された

少しは改善された

全く改善されていない

c)　教授方法の接続

大きく改善された

少しは改善された

全く改善されていない

d)教育内容の接続

大きく改善された

少しは改善された

全く改善されていない

104　　　M-2.2 (.72)

18 (17.3)

45 (43.3)

41 (39.4)

92　　　〟≧2.2 (.69)

14 (15.2)

43 (46.7)

35 (38.0)

88　　　　〟≧2.3 (.63)

9 (10.2)

47 (53.4)

32 (36,4)

87　　　A〃』2.3 (.69)

12 (13.8)

40 (46.0)

35 (40.2)

102　　　M-2.5 (.64)

8 (7.8)

38 (37.3)

56 (54.9)

M=2.5 (.61)

5 (5.8)

35 (40.7)

46 (53.5)

82　　　M-2.5 (.65)

7 (8.5)

31 (37.8)

44 (53.7)

96　　　M-2.5 (.60)

5 (5.2)

41 (42.7)

50 (52.1)
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78　　　〟 =2.4 (.59)
大きく改善された

少しは改善された

全く改善されていない

i)　初等･中等学校教員間での英語教育に関する知識･技能　　　80

の共有

大きく改善された

少しは改善された
仝′祐美土山7-I,ヽナ>1,ヽ

ノ野j7

4(5.1)

37 (47.4)

37 (47.4)

〟≧2.4 (.55)

2 (2.5)

41 (51.3)

60　　　M=2.5 (.57)

2 (3.3)

26 (43.3)

32 (53,3)

73　　　M-2,6 (.55)

2 (2.7)

26 (35.6)

べきか

初等学校側が中等学校のやり方に合わせるべきである

中等学校側が初等学校のやり方に合わせるべきである

初等学校と中等学校の両者がお互いのやり方に合わせるべき
である

149

3 (2.0)

19 (12,8)

127 (85.2)

147



パート5の質問項目に対する回答結果(その2)

初等学校　　　　　　　中等学校

総回答者数158　　　　総回答者数147

回答者数　度数(%)　回答者数 度数(%)
厨38　慮冴をBE'善す5fcめi=どのような尤夢を顔aべきか(4つ選択ノ

初等学校教員の英語力を高める

初等学校における教育実践に一貫性をもたせる

初等学校においては-つの教育アプローチを用いる

初等学校卒業時の児童の学力を均質化する

初等学校において簡単な文法指導を増やす

初等学校において構文をより強調した実践を行う

初等学校においてもっとスピーキング･リスニングに注意を向け

る

初等学校においてもっとリーディングに注意を向ける

初等学校においてもっとライティングに注意を向ける

初等･中等学校用の教科書の接続を図る

地域における学校間で話し合いをもつ

国の公式の到達目標(Kerndoelen)についての知識を増やす

初等学校においてもっとコミュニケーション重視の実践を行う

中等学校においてもっとコミュニケーション重視の実践を行う

教育内容についての合意を確立する

中等学校教員は初等学校での英語教育実践についての知識を増

やす

初等学校教員は中等学校での英語教育実践についての知識を増

やす

中等学校第1学年入学時にテストを行う

中等学校においてより学力差に対応した実践を行う

151　　　　　　　　　　　135

28 (18.5)

34 (22.5)

14 (9.3)

42 (27.8)

13 (8.6)

22 (14.6)

17(ll.3)

3 (2.0)

7 (4.6)

83 (55.0)

45 (29.8)

38 (25.2)

18(ll.9)

15 (9.9)

78 (51.7)

20 (13.2)

15 (9.9)

14 (9.3)

一27(17.9)

56 (41.5)

56 (41.5)

18 (13.3)

91 (67.4)

21 (15,6)

16(ll.9)

12 (8.9)

4 (3.0)

ll (8.1)

48 (35.6)

33 (24.4)

22 (16.3)

5 (3.7)

6 (4.4)

34 (25.2)

9 (6.7)

14 (10.4)

18 (13.3)

6 (4.4)

ノ野39　あなた# (tfcぱあ#｣の学如ノ冴夢･中等学好の遵務を身夢す　158

る71-め　-mらかの′吉夢を撤廃っTいaか

はい

いいえ
23 (14.6)

144

28 (19.4)

ノ野39-7　真贋l=腐った′友夢㈱答W)

英語教育について,地域の初等(中等)学校と定期的な話し合いをも

っている

初等学校教員と中等学校教員がお互いに授業観察を行っている

初等学校第8学年の児童が中等学校の英語授業を見学に行く(来る)

初等(中等)

初等(中等)

初等(中等)

初等(中等)

初等(中等)

初等(中等)

学校と目標についての合意がある

学校と教授方法についての合意がある

学校と教育内容についての合意がある

学校と教材･教科書についての合意がある

学校とテストについての合意がある

学校との接続を志向した外国語教育の方針文書がある

初等学校卒業時(中等学校入学時)にテストを行っている

中等学校第1学年で学力差に対応した実践を行っている(中)

受け入れ元の初等学校から生徒の学力についての詳しい情報を得て
いる(申)

5 (21.7)

1 (4.3)

0 (0.0)

1 (4.3)

0 (0.0)

2 (8.7)

4 (17.4)

0 (0.0)

3 (13.0)

0 (0.0)

23

6 (21.4)

2(7.1)

8 (28.6)

6 (21.4)

1 (3.6)

3 (10.7)

4 (14.3)

0 (0,0)

1 (3.6)

3 (10.7)

1 (3.6)

2(7.1)

ノ野39-2　運#をBe'善すO fcめのノ友好を腐ってい/Jい屠由傾鮒答p7)

接続は特に問題ではない

英語科は優先教科ではない

興味が無い

時間が無い

改善策をとるために必要な設備がない

何をするべきかよくわからない

その他

132

23 (17.4)

52 (39,4)

ll (8.3)

57 (43.2)

15 (ll.4)

44 (33.3)

23 (17.4)

115

27 (23.5)

34 (29.6)

23 (20.0)

66 (57.4)

23 (20.0)

30 (26.り

26 (22.6)
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パート6の質問項目に対する回答結果

初等学校

総回答者数158
中等学校

総回答者数147
W40　次の又桝示す内容仁ついTどのよj l=居o>A¥

(1-そうMy, 2-どちらかtい虎ばそう,E(ラ, 3-どち

らかtい虎ばそう,gわか¥ 4-そう,E(わか.)

a)初等学校における英語教育の主な目的は,学習者を動

機付け,日常的な用を足すことのできる力をつけ､英

語を話すこと-の不安を取り除き,英語学習の楽しさ

を教えることである｡

そう思う

どちらかといえばそう思う

どちらかといえばそう思わない

そう思わない

b)中等学校第1学年の教員は､しばしば生徒が初等学校

での学習によって間違って身につけた誤りを訂正する

必要がある｡

そう思う

どちらかといえばそう思う

どちらかといえばそう思わない

そう思わない

c)初等学校教員は児童に基礎的な事項を教えることがで

きるだけの充分な英語力を身につけている｡

そう思う

どちらかといえばそう思う

どちらかといえばそう思わない

そう思わない

d)初等学校で2年間の英語教育が行われるようになった

ので､中等教育の基礎教育課程(Basisvorming)修了時

点における英語の達成レベルは高まる｡

そう思う

どちらかといえばそう思う

どちらかといえばそう思わない

そう思わない

e)初等学校における英語教育は重要ではない｡

そう思う

どちらかといえばそう思う

どちらかといえばそう思わない

そう思わない

f)初等学校における英語教育は中等学校との円滑な接続

が実現されたときにのみ意味のあるものになる｡

そう思う

どちらかといえばそう思う

どちらかといえばそう思わない

そう思わない

g)充分に高いレベルの英語力を身につけるためには早期

に英語学習を始めることが不可欠である｡

そう思う

どちらかといえばそう思う

どちらかといえばそう思わない

そう思わない

回答者数　度数(%)また
はM-平均

(標準偏差)

回答者数　度数(%)また
はM-平均

(標準偏差)

155　　　AM.2 (.43)　135　　　AM.5 (.79)

133 (85.8)

20 (12.9)

1 (0.6)

1 (0.6)

86 (63.7)

36 (26.7)

7 (5.2)

6 (4.4)

98　　　M-3.1 (.97)　144　　M-2.8 (1.14)

5(5.1)

28 (28.6)

21 (21.4)

44 (44.9)

141　　　M-2.0 (.84)

42 (29.8)

70 (49.6)

20 (14.2)

9 (6.4)

105　　　M-2.2 (1.03)

32 (30.5)

41 (39.0)

16 (15.2)

16(15.2)

154　　　M=2.7 (1.06)

22 (14.3)

52 (33.8)

33 (21.4)

47 (30.5)

152　　　　M-1.9 (.99)

61 (40.1)

55 (36.2)

19 (12.5)

17(ll.2)

152　　　M-2.2 (1.03)

47 (30.9)

56 (36.8)

26(17.1)

23 (15.1)

23 (16.0)

39 (27.1)

22 (15.3)

60 (41.7)

1 13　　　M-3.0 (.90)

5 (4.4)

32 (28.3)

37 (32.7)

39 (34.5)

134　　　M-3.1 (.97)

7 (5.2)

36 (26.9)

29 (21.6)

62 (46.3)

121　　A/-2.1 (1.12)

43 (35.5)

42 (34.7)

11 (9.1)

25 (20.7)

143　　　A#=2.0 (1.04)

57 (39.9)

47 (32.9)

20 (14.0)

19(13.3)

143　　　M-2.0 (1.09)

60 (42.0)

48 (31.5)

14 (9.8)

24 (16.8)
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パート7 (自由記述)に対する回答(×度数)

初等学校教員からの回答

･初等学校の英語教育はイントロダクションに過ぎない(×12)
･訓練された教員が充分にいない(×5)
･中等学校側から何が期待されているのかがわからない(×4)
･中等学校との連携問題は教科書によるところが大きい(×3)

･中等学校側は初等学校の英語教育を無視しているので連携問題は存在しない(×1)
･初等学校の英語教育の質を高める必要がある(×1)
･児童の学力差は初等学校の英語教育のみによって説明されない(×1)
･専科の教員を配置するべきである(×1)

中等学校教員からの回答

･初等学校の英語教育は質が低く､できることは非常に限られており､事実上機能していない(×10)
･初等学校の英語教育は多様すぎるために､これらに対応できない(×8)
･初等学校では母語教育に集中するべきであって､英語教育は必要ない(×4)
･受け入れ元の初等学校の数が多すぎるために,対応できない(×4)

･･初等学校の英語教育に促進力を与えるために､卒業時点においてテストを課すべきである(×4)
･初等学校教員養成機関がもっと英語教育に力を入れるべきである(×3)

･初等学校の時数はすでにオーバーロード気味で教員が多忙すぎるので､英語教育に注意を払う時間がないこ
とは理解できる(×2)

･初等学校の英語教育の質を高めるためのリソースを充実させる必要がある(×1)
･初等学校の英語教育におけるリーディング､ライティングの質を高める(×1)
･初等学校に授業観察に行く時間がない(×1)
･教科書によって初等学校との接続を改善できる(×1)
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付録5　　中等学校第1学年の生徒-の質問紙(原文はオランダ語)

ノ野1　作例′

0　男子

0　女子

BOforo2必身冴筈学好名

ff13　P筈学於静1学年での炎7^S?若に歯仏す0&tt瀞iiけL/Jかそji ｣ 6静Lノブ一つZ -Ctt*

0　非常に簡単だった

0　簡単だった

0　難しかった

o　非常に難しかった

ノ野J　中常ヂ好/こA･L T.から､ L*(o&&Smカが伸びた*:Mいます-/J

O　非常にたくさん伸びた

0　たくさん伸びた

0　少しは伸びた

0　全く伸びなかった

BUstt筈学皮から'A'0を草ぶこLJLばよい考滋だ/-m
-'｣_/*いまi-d¥

0はい

0いいえ

ff16W畢学it'で炎�"JIT
IIUを学びまLfcfr,

0はい(問8から問14の質問に答えて下さい)

0いいえ(間7と問8の質問にのみ答えて下さい)

ノ野7　押笛ヂ好で茶房を学ば#,かっf=こLLで何らrf*cO不`ffj&感LtまL Jti>サ

0　はい

0　いいえ

151



ノ野8　中等学皮夢1学年l=おいrWをどの度疫学びまLたfa

非常に多く　多く学んだ　少し学んだ学ばなかった

学んだ

リスニング

スピーキング

リーディング

ライティング

文法

語秦

0
　
0

0

0

0

0

o
 
o
 
o
 
o
 
o
 
o

ノ野9馳三/p7をどのj亀好学びま//-#.サ
(-/>_//,1

リスニング

スピーキング

リーディング

ライティング

文法

語嚢

o
 
o
 
o
 
o
 
o
 
o

o
 
o
 
o
 
o
 
o
 
o

非常に多く　多く学んだ　少し学んだ学ばなかった

学んだ

0
　
0

0

0

0

0

o
 
o
 
o
 
o
 
o
 
o

ノ野10　0等学好で枕　いつ英語の度業を安げまLたfr｡

0　第7学年

0　第8学年

0　第7学年と第8学年

o
 
o
 
o
 
o
 
o
 
o

o
 
o
 
o
 
o
 
o
 
o

厨n W筈学経でぼどの(らいの紛で英語の度業を安げまLたfr｡

0　週1回以上

0　週l回より少ない

ノ野12　0等･中等学好の英語の度業を比べてどうノ酌ぜプ功io

O　初等学校の英語の授業も､中等学校の英語の授業も両方好き

0　初等学校の英語の授業は好きだったが､中等学校の英語の授業は好きではない

0　初等学校の英語の授業は好きではなかったが,中等学校の英語の授業は好き

0　初等学校の英語の授業も､中等学校の英語の授業も両方好きではない
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ノ野13　ffl筈学好　　の度業ぼ中等草野でどの柳i=立ちましたれ

0　非常に役に立った

0　役に立った

0　少しは役に立った

0　全く役に立たなかった

fョ14　W掌学皮o>｣*'&の度巣MTO苧庁のWffiの座業をjtべ丁ど(/)留g<7)遭いを感CまL fcti ¥

0　大きな違いを感じた

0　小さな違いを感じた

0　違いを感じなかった

ご協力ありがとうございました｡
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付録6　生徒-の質問紙調査における回答結果

回答者数　　度数(%)または

150 (50.8)

〟/i潜しかっ71-か

非常に簡単だった

簡単だった

難しかった

非常に難しかった

87 (29.7)

152 (51.9)

47 (16.0)

非常にたくさん伸びた

たくさん伸びた

少しは伸びた

全く伸びなかった

67 (22.9)

177 (60.4)

43 (14.7)

こtばよい考虎だt,gうか

はい

いいえ

はい

いいえ

291 (98.6)

287 (97.3)

こ　TWらかの不f/Jを感｣｣か

はい

いいえ
7 (87.5)

ノ野β

(1- #常l=多<学んだ2-多<貴んだ3=少L貴んだ4-学/it汝かっ｣}
リスニング

非常に多く学んだ

多く学んだ

少し学んだ

学ばなかった

スピーキング

非常に多く学んだ

多く学んだ

少し学んだ

学ばなかった

リーディング

非常に多く学んだ

多く学んだ

少し学んだ

学ばなかった

ライティング

非常に多く学んだ

多く学んだ

少し学んだ

学ばなかった

文法

非常に多く学んだ

多く学んだ

少し学んだ

学ばなかった

語嚢

非常に多く学んだ

多く学んだ

少し学んだ

学ばなかった

284　　　　M-2.2 (.61)

31 (10.9)

170 (59.9)

83 (29.2)

0 (0.0)

285　　　　M-1.9 (.67)

78 (27.4)

157 (55.1)

49 (17.2)

1 (0.4)

283　　　　M-1.8 (.64)

82 (29.0)

162 (57.2)

39 (13.8)

0 (0.0)

281　　　　A/=1.6 (.62)

143 (50.9)

119 (42.3)

19 (6.8)

0 (0.0)

284　　　　A#=1.8 (.66)

91 (32.0)

157 (55.3)

34 (12.0)

2 (0.7)

286　　　　　M=1.3 (.54)

199 (69.6)

79 (27.6)

7 (2.4)



ノ野9　{W夢学歴/=おい0をどの産度貴んだ'A)

-a- #常i=多<貴んだ2-多(学んだ3-少し学んだ4-学tf#かっ｣)

リスニング

非常に多く学んだ

多く学んだ

少し学んだ

学ばなかった

スピーキング

非常に多く学んだ

多く学んだ

少し学んだ

学ばなかった

リーディング

非常に多く学んだ

多く学んだ

少し学んだ

学ばなかった

ライティング

非常に多く学んだ

多く学んだ

少し学んだ

学ばなかった

文法

非常に多く学んだ

多く学んだ

少し学んだ

学ばなかった

語嚢

非常に多く学んだ

多く学んだ

少し学んだ

学ばなかった

283　　　　M-2.6 (.76)

21 (7.4)

90 (31.8)

144 (50.9)

28 (9.9)

285　　　　　M-2A (.73)

33 (ll.6)

115 (40.4)

129 (45.3)

8 (2.8)

283　　　　　M-2.5 (.73)

26 (9.2)

107 (37.8)

136 (48.1)

14 (4.9)

283　　　　　M-2.5 (.80)

36 (12.7)

104 (36.7)

124 (43.8)

19 (6.7)

282　　　　　M-33 (.75)

6 (2.I)

31 (ll.0)

119 (42.2)

126 (44.7)

286　　　　　M-2.5 (.91)

48 (16.8)

93 (32.5)

Ill (38.8)

J野IO　粛啓学好でばいつ英;芽の度薯を安/fたか

第7学年

第8学年

第7学年と第8学年

ノ野11　夢学密で/iどの<らいの紛て㌔有穿の産着を安げf=か

週1回以上

週1回より少ない

213 (74.2)

ノ野12　　等･中等学�"00>｣&の密着を比べてどう思うか

初等学校の英語の授業も中等学校の英語の授業も両方好き

初等学校の英語の授業は好きだったが,中等学校の英語の授業は好

きではない

初等学校の英語の授業は好きではなかったが､中等学校の英語の授

業は好き

初等学校の英語の授業も中等学校の英語の授業も両方好きではない

283

113 (39,9)

24 (8.5)

113 (39.9)

33 (ll.7)

ノ野J3　{W音字経でり英語の度蒼/i中等芋幹で<｣�"",の窟穿段ATjfrったか

非常に役に立った

役に立った

少しは役に立った

全く役に立たなかった

283

45 (15.9)

107 (37.8)

95 (33.6)

ノ野14　0等学好�"0｣Sf-の皮業と中等学好の煮�"mの度者をjtべてどの窟好の違

いを感Ofcか

大きな違いを感じた

小さな違いを感じた

違いを感じなかった

284

224 (78.9)

57 (20.1)

3(1.1
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